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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１及び第２の略対向する面を有する複合位相差フィルムであって、
　第１の光の位相差をもたらす第１フィルムであって、前記第１フィルムは、書き込み波
長を含む第１光ビームに暴露された際に、第２フィルムの第２の光の位相差を変えること
なく前記第１フィルムの構造的一体性を維持したままで、前記第１の光の位相差を第３の
光の位相差に変えるのに十分な量で前記第１フィルムを吸収加熱するのに好適な第１吸収
特性を有する、第１フィルムと、
　前記第２の光の位相差をもたらす前記第２フィルムであって、前記第２フィルムは、書
き込み波長を含む第２光ビームに暴露された際に、前記第１フィルムの前記第１の光の位
相差を変えることなく前記第２フィルムの構造的一体性を維持したままで、前記第２の光
の位相差を第４の光の位相差に変えるのに十分な量で前記第２フィルムを吸収加熱するの
に好適な第２吸収特性を有する、前記第２フィルムと、
　前記第１フィルムと前記第２フィルムとの間に配置された第１遮蔽層であって、前記書
き込み波長の光を少なくとも部分的に遮蔽するように適合された第１遮蔽層と、を備え、
　前記第１光ビーム及び第２光ビームは、前記複合位相差フィルムの同じ面に入射する、
　複合位相差フィルム。
【請求項２】
　第５の光の位相差をもたらす第３フィルムであって、前記第３フィルムは、書き込み波
長を含む第３光ビームに暴露された際に、前記第１フィルムの第１の光の位相差と前記第
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２フィルムの第２の光の位相差とを変えることなく前記第３フィルムの構造的一体性を維
持したままで、前記第５の光の位相差を第６の光の位相差に変えるのに十分な量で前記第
３フィルムを吸収加熱するのに好適な第３吸収特性を有する、第３フィルムと、
　前記第３フィルムと、前記第１及び第２フィルムのうちの少なくとも１つとの間に配置
された第２遮蔽層と、を更に備え、
　前記第１光ビーム、第２光ビーム、及び第３光ビームが、前記複合位相差フィルムの同
じ面に入射する、
　請求項１に記載のフィルム。
【請求項３】
　複合フィルムであって、
　第１の光の位相差をもたらす位相差フィルムと、
　光学フィルムであって、前記位相差フィルムによって伝播された少なくとも一部の光が
、前記光学フィルムに衝突するように前記位相差フィルムに接続され、第１の反射特性を
もたらす、光学フィルムと、を備え、
　前記位相差フィルムは、第１光ビームに暴露された際に、前記光学フィルムの前記第１
の反射特性を変えることなく、かつ、前記位相差フィルムの構造的一体性を維持したまま
で、前記第１の光の位相差を第２の光の位相差に変えるのに十分な量で、前記位相差フィ
ルムを吸収加熱するのに好適な第１吸収特性を有し、
　前記光学フィルムは、第２光ビームに暴露された際に、前記位相差フィルムの前記第１
の光の位相差を変えることなく、前記第１の反射特性を第２の反射特性に変えるのに十分
な量で前記光学フィルムを吸収加熱するのに好適な第２吸収特性を有し、
　前記第１光ビームが書き込み波長を含み、前記第２光ビームも前記書き込み波長を含み
、前記複合フィルムが、前記位相差フィルムと前記光学フィルムとの間に配置された遮蔽
層であって、前記書き込み波長の光を少なくとも部分的に遮蔽するように適合された遮蔽
層と、を備え、
　前記第１光ビーム及び第２光ビームが、前記複合フィルムの同じ面に入射する、
　複合フィルム。
【請求項４】
　パターン化位相差フィルムを作製する方法であって、
　第１の光の位相差をもたらす第１フィルムと、第２の光の位相差をもたらす第２フィル
ムと、を含む複合位相差フィルムであって、前記第２フィルムは、前記第１フィルムによ
って伝播された少なくとも一部の光が、前記第２フィルムに衝突するように配置される、
複合位相差フィルムを設けることと、
　前記複合位相差フィルムにおいて第１光ビームを方向付けて前記第１フィルムを選択的
に加熱して、前記第２の光の位相差を実質的に変えることなく、前記第１の光の位相差を
第３の光の位相差に変えることと、
　前記複合位相差フィルムにおいて第２光ビームを方向付けて前記第２フィルムを選択的
に加熱して、前記第１の光の位相差を実質的に変えることなく、前記第２の光の位相差を
第４の光の位相差に変えることと、を含み、
　前記第１光ビームが書き込み波長を含み、前記第２光ビームも前記書き込み波長を含み
、前記複合位相差フィルムが、前記第１フィルムと第２フィルムとの間に配置された遮蔽
層であって、前記書き込み波長を少なくとも部分的に遮蔽するように適合された遮蔽層を
含み、
　前記第１光ビーム及び第２光ビームが、前記複合位相差フィルムの同じ面に入射する、
　方法。
【請求項５】
　パターン化フィルムを作製する方法であって、
　光学フィルム及び位相差フィルムを含む複合フィルムを設けることであって、前記光学
フィルム及び位相差フィルムは、前記位相差フィルムによって伝播された少なくとも一部
の光が、前記光学フィルムに衝突するように配置され、前記光学フィルムは第１の反射特
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性をもたらし、前記位相差フィルムは第１の光の位相差をもたらす、複合フィルムを設け
ることと、
　前記複合フィルムにおいて第１光ビームを方向付けて、第１ゾーンにおいて前記第１の
光の位相差を実質的に変えることなく、前記第１ゾーンにおいて前記第１の反射特性を異
なる第２の反射特性に変えることと、
　前記複合フィルムにおいて第２光ビームを方向付けて、第２ゾーンにおいて前記第１の
反射特性を実質的に変えることなく、前記第２ゾーンにおいて前記第１の光の位相差を異
なる第２の位相差に変えることと、を含み、
　前記第１光ビームが書き込み波長を含み、前記第２光ビームも前記書き込み波長を含み
、前記複合フィルムが、前記位相差フィルムと前記光学フィルムとの間に配置された遮蔽
層であって、前記書き込み波長の光を少なくとも部分的に遮蔽するように適合された遮蔽
層と、を備え、
　前記第１光ビーム及び第２光ビームが、前記複合フィルムの同じ面に入射する、
　方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は概ね、位相差フィルムであるか、又は位相差フィルムを含む光学フィルムに対
して特定の適用を伴う光学フィルム、及び関連物品、システム、並びに方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　位相差フィルムは、既知のとおり位相差プレートと呼ばれることもある。位相差フィル
ムは、垂直に入射した非偏光がフィルムを通過するとき、直交する直線偏光状態に対して
、１つの直線偏光状態が遅れる、即ち「遅延する」ように構築される。遅延した偏光状態
の光は、フィルムの面内軸に沿って偏光されると言われ、「遅相軸」と呼ばれ、他の偏光
状態の光は、直交する面内の「進相軸」に沿って偏光されると言われる。位相差フィルム
は所望の量の遅れ、即ち「位相差」をもたらすように調整され、位相差は、光の設計波長
の分数に関して測定するか、又は特定することができる。例えば、１／４波長位相子は、
進相軸に沿って偏光された光に対して、遅相軸に沿って相の波長の１／４まで光を偏光さ
せる（及び遅延させる）。同様に、１／２波長位相子は、進相軸に沿って偏光された光に
対して、遅相軸に沿って相の波長の１／２まで光を偏光させる（及び遅延させる）。これ
らの場合では、基準「波長」は、可視スペクトルの中間における波長、例えば５６０ｎｍ
であり得る。位相差は別の方法としては、２つの偏光状態の光が位相差フィルムから放射
したとき、遅延した偏光の波面が、他の偏光の波面よりも遅延する物理的又は光学的距離
に関して測定することができる。（光学距離は適用可能な屈折率によって乗じた物理的距
離である。）言及されたばかりの１／４波及び１／２波の例に関して、位相差はそれぞれ
１２０ｎｍ（＝５６０／４）及び２８０ｎｍ（＝５６０／２）である。
【０００３】
　一部の研究者は最近、延伸したポリマー材料のマイクロパターン化による、自動立体デ
ィスプレイシステムのためのマイクロ位相差アレイの製造を提案している。例えば、Ｔｓ
ａｉらによる「Ｆａｂｒｉｃａｔｉｎｇ　Ｐｏｌｙｍｅｒｉｃ　Ｍｉｃｒｏ－ｒｅｔａｒ
ｄａｔｉｏｎ　Ａｒｒａｙｓ　ｆｏｒ　Ａｕｔｏｓｔｅｒｅｏｓｃｏｐｉｃ　Ｄｉｓｐｌ
ａｙ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｂｙ　ＣＯ２　Ｌａｓｅｒ　Ｈｅａｔ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｔ
ｅｃｈｎｏｌｏｇｙ」（ＳＰＩＥ　３９５７（２０００）の予稿集、ｐｐ．１４２～１５
２）。を参照のこと。この発表では、ＣＯ２レーザーが使用されて、延伸された複屈折性
ポリマー材料をストライプのようなパターンに加熱して、内部ストレスを放出し、処理さ
れた領域の位相差を消去する。研究者達は、一部のプロセス条件下において内部の泡、及
びでこぼこした溝付きの表面に対する表面形状における変化を報告している。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
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【０００４】
　本発明者らは、熱が誘導する、空間的に選択的な複屈折の低減の原理を利用し、光学体
の利用可能領域にわたる位相差の、より大きな制御、すなわち選択性を可能にする、パタ
ーン化位相差光学体を作製する技術を開発した。例示の実施形態では、強化された制御／
選択性は、光学体に（本明細書では複合フィルムと呼ばれることがある）、少なくとも２
つのパターン化可能な位相差フィルムの組み合わせ、及びそのようなフィルム間に少なく
とも１つの遮蔽層を組み込むことによって達成される。この構造体は、光学体が、光学体
の第１ゾーンにおいて第１光学ビームに暴露されて、第１ゾーンにおける第２位相差フィ
ルムよりも優先的に第１位相差フィルムの位相差を低減することを可能にし、その一方で
、光学体が、光学体の第２ゾーンにおいて第２光学ビームに暴露されて、第２ゾーンにお
ける第１位相差フィルムよりも優先的に第２位相差フィルムの位相差を低減することを可
能にする。第１位相差フィルム及び第２位相差フィルムは、一方の位相差フィルムを通過
する少なくとも一部の光がまた、他方の位相差フィルムを通過するように、層状の配置で
光学体に配置されているため、利用可能な領域上での特定の位置（例えば、ゾーン）にお
いて、光学体の全体的な位相差は、その位置における個々の位相差フィルムの位相差の組
み合わせである。このように、第１の処理されたゾーンと第２の処理されたゾーンとの間
で所望される空間的な重なり合いの量によって（存在する場合は）、光学体はパターン化
され、１つの場所において、個々の第１位相差フィルム及び第２位相差フィルムの最初の
位相差の寄与である第１の全体的な位相差を呈し、他の場所では、第１位相差フィルムの
最初の位相差、及び処理された第２フィルムの低減された位相差（これはゼロ位相差であ
り得る）を含む第２の全体的な位相差を呈し、更に他の場所では、第２位相差フィルムの
最初の位相差の寄与と、処理された第１フィルムの低減された位相差を含む第３の全体的
な位相差を呈し、更に他の場所では、処理された第１及び第２位相差フィルムの低減され
た位相差の寄与を含む第４の全体的な位相差を呈する。
【０００５】
　本出願はしたがって、とりわけ第１位相差フィルム、第２位相差フィルム、及び第１遮
蔽層を含む複合位相差フィルムを開示する。第１位相差フィルムは、第１の光の位相差を
提もたらし、かつ第１吸収特性を有する。第２位相差フィルムは、第２の光の位相差を提
供し、第２の吸収特性を有する。第１遮蔽層は、第１位相差フィルムと第２位相差フィル
ムとの間に配置されてもよく、書き込み波長を含む光を少なくとも部分的に遮蔽するよう
に適合される。第１吸収特性は、書き込み波長を含む光に暴露された際に、第１位相差フ
ィルムの構造的一体性を維持したままで、第１の光の位相差を第３の光の位相差に変える
のに十分な量で第１位相差フィルムを吸収加熱するのに好適である。第２の吸収特性は、
書き込み波長を含む光に暴露された際に、第２位相差フィルムの構造的一体性を維持した
ままで、第２の光の位相差を第４の光の位相差に変えるのに十分な量で第２位相差フィル
ムを吸収加熱するのに好適である。
【０００６】
　第１及び第２の光の位相差は実質的に同じであってもよく、又は実質的に異なっていて
もよい。例えば、第１の光の位相差は１／２波長位相差であってもよく、第２の光の位相
差は１／４波長位相差であってもよい。第３の光の位相差は、第１の光の位相差よりも小
さくてもよく、第４の光の位相差は第２の光の位相差よりも小さくてもよい。第１位相差
フィルムは第１進相軸を有してもよく、第２位相差フィルムは第２進相軸を有してもよく
、第１進相軸及び第２進相軸は実質的に平行であってもよく、又は垂直であってもよく、
ないしは別の方法で所望のとおり方向付けられてもよい。第１位相差フィルム及び第２位
相差フィルムは、複合フィルム又は光学体の内部層であってもよい。いくつかの場合では
、複合フィルムは、第５の光の位相差をもたらす第３位相差フィルムと、第３位相差フィ
ルムと、第１及び第２位相差フィルムのうちの少なくとも１つとの間の第２遮蔽層と、を
更に含んでもよい。第３位相差フィルムは、書き込み波長を含む光に暴露された際に、第
３位相差フィルムの構造的一体性を維持したままで、第５の光の位相差を第６の光の位相
差に変えるのに十分な量で第３位相差フィルムを吸収加熱するのに好適な第３吸収特性を



(5) JP 5992908 B2 2016.9.14

10

20

30

40

50

有してもよい。代表的な実施形態では、様々な遮蔽層及び様々な位相差フィルムの吸収特
性は、それぞれの位相差フィルムの位相差が、複合位相差フィルム又は本体における他の
位相差フィルムの位相差とは実質的に独立して変更できるように適合される。
【０００７】
　第１及び第２位相差フィルムの進相軸が平行な場合、それらの位相差は加法的である。
即ち、複合フィルムの位相差は、第１及び第２のフィルムの位相差の合計を含み、個々の
フィルムのうちの１つの位相差が選択的な熱処理によって低減されるか、又は取り除かれ
る場合、複合フィルムの位相差は減少する。他方では、第１及び第２位相差フィルムの進
相軸は垂直であってもよく、この場合、それらの位相差は減法的である。即ち、複合フィ
ルムの位相差は、第１及び第２のフィルムの位相差の差を含み、個々のフィルムのうちの
１つの位相差が選択的な熱処理によって低減されるか、又は取り除かれる場合、複合フィ
ルムの位相差は増加する。いくつかの場合では、第１及び第２位相差フィルムの進相軸は
、０度よりも大きく９０度よりも小さい中間角度で方向付けられてもよい。
【０００８】
　パターン化位相差フィルムの作製の関連方法もまた開示される。そのような方法は、第
１の光の位相差をもたらす第１フィルムと、第２の光の位相差をもたらす第２フィルムと
、を含む複合位相差フィルムであって、第２フィルムは、第１フィルムによって伝播され
た少なくとも一部の光が、第２フィルムに衝突するように配置される、複合位相差フィル
ムを設けることと、複合位相差フィルムにおいて第１光ビームを方向付けて、第２の光の
位相差を実質的に変えることなく、第１の光の位相差を第３の光の位相差に変えることと
、複合位相差フィルムにおいて第２光ビームを方向付けて、第１の光の位相差を実質的に
変えることなく、第２の光の位相差を第４の光の位相差に変えることと、を含む。
【０００９】
　複合位相差フィルムにおいて第１光ビームを方向付ける手順は、第１ゾーンにおいて第
１フィルムを選択的に加熱して、第１ゾーンにおいて第１の光の位相差を第３の光の位相
差に変えてもよく、複合位相差フィルムにおいて第２光ビームを方向付ける手順は、第１
ゾーンとは異なる第２ゾーンにおいて第２フィルムを選択的に加熱し、第２ゾーンにおい
て第２の光の位相差を前記第４の光の位相差に変えてもよい。複合フィルムが、異なる第
１、第２、及び第３フィルムの位相差を第１ゾーン及び第２ゾーンの異なる部分で呈する
ように、第１ゾーン及び第２ゾーンが部分的に重なり合ってもよい。第１光ビームは、書
き込み波長を含んでもよく、第２光ビームも書き込み波長を含んでもよく、複合フィルム
は、書き込み波長の光を少なくとも部分的に遮蔽する遮蔽層を含んでもよい。第１及び第
２の光の位相差は実質的に同じであってもよく、又は実質的に異なっていてもよい。例え
ば、第１の光の位相差は１／２波長位相差であってもよく、第２の光の位相差は１／４波
長位相差であってもよい。第３の光の位相差は、第１の光の位相差よりも小さくてもよく
、第４の光の位相差は第２の光の位相差よりも小さくてもよい。第３の光の位相差及び第
４の光の位相差のうちの少なくとも１つは、実質的にゼロ位相差であってもよい。
【００１０】
　本発明者らは、いくつかの層状の配置でパターン化可能な位相子、及び位相子以外のパ
ターン化可能な光学フィルムを含む、複合光学フィルム又は光学体を作製する技法を開発
した。パターン化可能な位相子は、例えば、簡易な積層によってパターン化可能な光学フ
ィルムに接続されてもよい。パターン化可能な位相子はそれ自体が、上記の２つ又はそれ
以上の個々にパターン化可能な位相差フィルムを有する複合構造体を有してもよく、ある
いはそれは単に単一の位相差層又はフィルム構造体を有してもよい。パターン化可能な位
相子及びパターン化可能な光学フィルムの吸収特性は、複合光学フィルム又は本体のこれ
ら２つの構成要素が、パターン化可能な光学フィルムを実質的に修正することなく、選択
された場所において、パターン化可能な位相子を修正することができる好適な光学的放射
を使用して、個々に異なるパターンにおいてプロセスされ得る、又は処理され得るように
調整され、逆もまた同様である。この修正は主として、光学的放射の吸収から得られる熱
を使用して、関連層内の１つ以上の複屈折材料の低減された複屈折性に関連する場合があ
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る。いくつかの場合では、パターン化可能な光学フィルムは、その（正反射）反射特性が
マイクロ層間（マイクロ層の少なくとも一部は複屈折性である）の界面から反射された光
の強め合う干渉及び弱め合う干渉によって大部分において決定される、マイクロ層の１つ
以上のパケットを有するパターン化可能な多層光学フィルムであってもよく、又はこれを
含んでもよい。いくつかの場合では、パターン化可能な光学フィルムは、別個の第１相及
び第２相内に分離された、少なくとも第１材料及び第２材料を含む混合層を有する、パタ
ーン化可能な拡散反射性フィルムであってもよく、又はこれを含んでもよく、これらの材
料又は位相の少なくとも１つは複屈折性である。いずれかの場合において、パターン化可
能な光学フィルムの反射率（拡散反射率及び／又は透過を含め）は、第１の所望のパター
ンに従って空間的に修正されてもよく、パターン化可能な位相子の位相差は、第１のパタ
ーンと異なり得るが、少なくとも部分的に第１のパターンと位置合わせされ得る第２の所
望のパターンに従って空間的に修正されてもよい。そのようなパターン化光学フィルム又
は本体は、空間的に非均一な反射率及び位相差が必要であるか、又は望ましい用途（例え
ば特定のディスプレイ又は警備用途において）で有用である場合がある。
【００１１】
　本発明者らはしたがって、例えば、第１の光の位相差をもたらす位相差フィルムと、第
１の反射特性をもたらす光学フィルムとを、いくつかの層状の配置において含む複合フィ
ルム又は本体を開示する。位相差フィルムによって透過された少なくとも一部の光は、光
学フィルムに衝突する。位相差フィルムは、第１光ビームに暴露された際に、光学フィル
ムの第１反射特性を変えることなく、かつ、位相差フィルムの構造的一体性を維持したま
まで、第１の光の位相差を第２の光の位相差に変えるのに十分な量で位相差フィルムを吸
収加熱するのに好適な第１吸収特性を有してもよい。光学フィルムは、第２光ビームに暴
露された際に、位相差フィルムの第１の光の位相差を変えることなく、第１の反射特性を
第２の反射特性に変えるのに十分な量で光学フィルムを吸収加熱するのに好適な第２の吸
収特性を有してもよい。
【００１２】
　第２の吸収特性は、第２光ビームに暴露された際に、光学フィルムの構造的一体性を維
持したままで、第１の反射特性を第２の反射特性に変えるのに十分な量で光学フィルムを
吸収加熱するのに好適であってもよい。光学フィルムは、第１の反射特性をもたらすよう
に、強め合う干渉又は弱め合う干渉によって光を選択的に反射するように配置された第１
群のマイクロ層を含んでもよく、第１群のマイクロ層は複合フィルムの内部であってもよ
い。光学フィルムは代わりに、混合層を含んでもよく、少なくとも第１材料及び第２材料
は混合層内で別個の第１相及び第２相に配列されている。第１相及び第２相のうちの少な
くとも１つは、複屈折性である連続相であってもよい。いくつかの場合では、光学フィル
ム及び位相差フィルムは、共押出ポリマーフィルムの構成要素であってもよい。例えば、
第１相差層は、共押出ポリマーフィルムの内部層又は表面薄層であってもよい。
【００１３】
　本発明者らは、パターン化フィルムの作製方法も開示する。そのような方法は、光学フ
ィルム及び位相差フィルムをいくつかの層状の配置で含む複合フィルムを設けることであ
って、光学フィルムは第１の反射特性をもたらし、位相差フィルムは第１の光の位相差を
もたらす、複合フィルムを設けることと、複合フィルムにおいて第１光ビームを方向付け
て、第１ゾーンにおいて第１の光の位相差を実質的に変えることなく、第１ゾーンにおい
て、第１の反射特性を異なる第２の反射特性に変えることと、フィルムにおいて第２光ビ
ームを方向付けて、第２ゾーンにおいて第１の反射特性を実質的に変えることなく、第２
ゾーンにおいて第１の光の位相差を異なる第２の反射特性に変えることと、を含み得る。
【００１４】
　複合フィルムを設けることは、第１及び第２ポリマー材料を共押出することを含み得る
。光学フィルムは、第１反射特性をもたらすように、強め合う干渉又は弱め合う干渉によ
って光を選択的に反射するように配置された第１群のマイクロ層を含んでもよい。いくつ
かの場合では、位相差フィルムは、複合フィルムの内部層又は表面薄層であってもよく、
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一方、他の場合では、位相差フィルムは、複合フィルムの内部層であってもよい。いくつ
かの場合では、光学フィルムは、別個の第１相及び第２相に配列された少なくとも第１材
料及び第２材料を内部に有する混合層を含んでもよく、第１の反射特性は、第１の拡散反
射特性であってもよい。
【００１５】
　複合フィルム（例えば位相差フィルム）の少なくとも１つの層又は部分の光学特性は、
１つの領域又はゾーンで選択的に修正することができ、複合フィルム（例えば、他の位相
差フィルム、又は多層光学フィルム、又は拡散反射フィルム）の異なる層又は部分の異な
る光学特性は、複合フィルムの異なる領域又はゾーンで選択的に修正することができるた
め、本開示の技法の少なくとも一部は、二段階のパターン化を指す場合がある。複合フィ
ルムの所与の層又は部分の光学特性の修正は、かかる層又は部分内の材料の複屈折性を、
選択的に加熱することによって低減する、又は排除することによって達成するのが好まし
い。加熱は、複合フィルムにおいて、光ビームを方向付けることによって少なくとも部分
的にもたらすことができ、光ビームは、複合フィルムの所与の層又は部分内の材料の少な
くとも１つが吸収性である書き込み波長を含む。ｘ及びｙ（面内）方向において、選択さ
れた面内領域又はゾーンのみが光に暴露されるように、適切に光ビームを成形することに
よって、加熱が複合フィルムの選択される面内領域又はゾーンにパターン方式で適用され
得る。ｚ（厚さ）方向において、以下で更に記載されるように、方向付けられた光ビーム
の好適な供給特性と組み合わせて、複合フィルムの好適な設計により、フィルムの異なる
選択される内部に加熱が適用され得る。少なくともいくつかの場合において、内部のパタ
ーン化は、複合フィルムへの圧力の任意の選択的な適用なくして、及び複合フィルムの任
意の顕著な薄化なくして達成することができる。
【００１６】
　二段階のパターン化を可能にする構成要素のフィルム及び層の吸収特性は、好適な吸収
剤を、複合層の構造体に使用される１つ以上の材料内に組み込むことによって、及び／又
は１つ以上のそのような材料の天然若しくは固有の吸収性に依存して調整することができ
る。フィルムが複合フィルムの利用可能な領域にわたって、任意の所望な位置又はゾーン
においてプロセスされるか、又は処理することができるように。複合フィルムの構成要素
フィルム及び層それぞれの吸収性（天然であろうと、又は吸収剤によって促進されもので
あろうと）は、フィルムの面において実質的に、空間的に均一であることが好ましい。
【００１７】
　遮蔽層が使用される場合において、それはまたＳＴＯＦフィルムであってもよく、すな
わち、その反射特性は、熱誘起複屈折の低減のメカニズムによって、好適な放射ビームの
適用によって修正することができる。かかる場合では、遮蔽層は、パターン化中に１つの
構成要素フィルムを、複合構造体の他方から孤立させるために使用され、遮蔽層は、それ
自体が、その利用可能な領域の一部の上で、又はその全体の利用可能な領域の上で、遮蔽
層がその最終的な形態で複合構造体に寄与する複屈折又は位相差の量を低減するように、
又はこれを最小限にするように、他の好適な放射ビームで処理されてもよい。
【００１８】
　関連する方法、システム、及び物品も述べられる。
【００１９】
　本願のこれらの態様及び他の態様は、以下の詳細な説明から明らかとなろう。しかし、
決して、上記概要は、請求された主題に関する限定として解釈されるべきでなく、主題は
、手続処理の間補正することができる添付の特許請求の範囲によってのみ規定される。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】二段階のしるしを形成するように、複合フィルムの異なる部分又はゾーンにおい
て異なる光学特性をもたらすために、その複数の段階において別個にパターン化された、
複合光学フィルムのロールの斜視図。
【図２】３つの機能層若しくはフィルム、及び２つの遮蔽層を含む複合フィルムの一部の
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概略側面、即ち断面図。
【図２Ａ】多層光学フィルムの一部の概略側面図。
【図２Ｂ】拡散反射光学フィルムの一部の概略側面図。
【図３】図１の複合光学フィルムの一部の概略断面図。
【図４】内部パターン化を組み込んだ別の複合光学フィルムの一部の概略断面図。
【図４Ａ】内部パターン化を備える別の複合光学フィルムの一部の概略断面図であるが、
二段階のフィルムで別個に達成される。
【図５Ａ】様々な反射性ＳＴＯＦフィルムの製造の異なる段階に関して、マイクロ層パケ
ットの２つの交互のマイクロ層の、あるいは混合層の２つの別個のポリマー材料の各屈折
率（ｎｘ、ｎｙ、ｎｚ）を示す、理想化されたプロット。
【図５Ｂ】様々な反射性ＳＴＯＦフィルムの製造の異なる段階に関して、マイクロ層パケ
ットの２つの交互のマイクロ層の、あるいは混合層の２つの別個のポリマー材料の各屈折
率（ｎｘ、ｎｙ、ｎｚ）を示す、理想化されたプロット。
【図５Ｃ】様々な反射性ＳＴＯＦフィルムの製造の異なる段階に関して、マイクロ層パケ
ットの２つの交互のマイクロ層の、あるいは混合層の２つの別個のポリマー材料の各屈折
率（ｎｘ、ｎｙ、ｎｚ）を示す、理想化されたプロット。
【図５Ｄ】様々な反射性ＳＴＯＦフィルムの製造の異なる段階に関して、マイクロ層パケ
ットの２つの交互のマイクロ層の、あるいは混合層の２つの別個のポリマー材料の各屈折
率（ｎｘ、ｎｙ、ｎｚ）を示す、理想化されたプロット。
【図６】反射性ＳＴＯＦフィルムに関して本明細書で議論する技術を用いて達成され得る
様々な変換を要約する概略図。
【図７】複合フィルムを選択的に加熱して内部パターン化を達成するための装置の概略側
面図。
【図７Ａ】その構成要素である光学フィルムの少なくとも２つの別個の処理又はパターン
化を可能にするように具体的に設計され、即ち、それは二段階の内部パターン化のために
設計されている複合フィルムの側面図。
【図７Ｂ】二段階の内部パターン化のために適合された別の複合光学フィルムの概略側面
図。
【図８Ａ】描かれているゾーンの形成が可能なフィルムに対して、その上に光ビームの可
能性のある経路が重ねられている、内部にパターン化された複合光学フィルムの種々の第
２ゾーンの概略平面図。
【図８Ｂ】描かれているゾーンの形成が可能なフィルムに対して、その上に光ビームの可
能性のある経路が重ねられている、内部にパターン化された複合光学フィルムの種々の第
２ゾーンの概略平面図。
【図８Ｃ】描かれているゾーンの形成が可能なフィルムに対して、その上に光ビームの可
能性のある経路が重ねられている、内部にパターン化された複合光学フィルムの種々の第
２ゾーンの概略平面図。
【図９Ａ】光ビームの相対的強度を、光ビームがフィルム内に伝播するときの深さの関数
として示す理想化されたプロットであり、異なる３つの光学フィルムに対して３つの曲線
が示されている。
【図９Ｂ】３つの曲線が図９Ａの３つの曲線と対応する、フィルム内の深さ及び軸方向の
位置の関数として局所的な吸収係数を示す理想化されたプロット。
【００２１】
　図中、同様の参照番号は同様の構成要素を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　少なくともいくつかの開示される実施形態において、本明細書において記載される二段
階のパターン化技術は、パターン化を達成するためにフィルムの選択的薄化に依存しない
パターン化技術を利用し得る。例えば、選択された（処理された）ゾーンにおいてフィル
ムの物理的一体性を実質的に維持する一方で、選択されたゾーンにおいて（しかし隣接す
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るゾーンにおいてではない）、フィルム内の少なくとも１つの材料の屈折性が低減されな
い、又は削減されないような方法で、隣接するゾーンに対して選択されたゾーンにおいて
、フィルムの光学特性を変更するように、二段階の内部パターン化は、複合光学フィルム
が少なくとも１つのゾーンにおいて、いずれかの選択的な圧力の適用を用いずに、このフ
ィルムを好適に方向付けられた放射に暴露することによって選択的に加熱される、内部パ
ターン化技法を利用してもよい。フィルムの様々な処理されたゾーン及び未処理ゾーンは
、実質的に同じ全体的フィルム厚さを有してもよく、又はいずれにせよ、種々のゾーン間
における光学特性の相違は実質的に、ゾーン間におけるフィルム厚さのいかなる差にも起
因し得るものではない。更に、異なるゾーン間の光学特性におけるいずれかの差は、フィ
ルムの表面の質感、粗さ、又は他の表面効果に実質的に寄与しないことが好ましい。ＰＣ
Ｔ国際公開ＷＯ　２０１０／０７５３５７号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）の「Ｉｎｔｅｒｎａｌ
ｌｙ　Ｐａｔｔｅｒｎｅｄ　Ｍｕｌｔｉｌａｙｅｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　Ｕｓ
ｉｎｇ　Ｓｐａｔｉａｌｌｙ　Ｓｅｌｅｃｔｉｖｅ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ　Ｒｅ
ｄｕｃｔｉｏｎ」及び米国特許出願公開第６１／３６０，１２４号（代理人整理番号６６
４６９ＵＳ００２）、「Ｄｉｆｆｕｓｅ　Ｒｅｆｌｅｃｔｉｖｅ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉ
ｌｍｓ　Ｗｉｔｈ　Ｓｐａｔｉａｌｌｙ　Ｓｅｌｅｃｔｉｖｅ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎ
ｃｅ　Ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ」（２０１０年６月３０日出願）を参照のこと。
【００２３】
　図１は、複合フィルム１１０の構成フィルム若しくは層（図１には示さず）の空間的に
選択的な複屈折低減を使用して、パターン化されているか、又は空間的に調整されている
複合光学フィルム１１０示す。２段階のパターン化は、別個のゾーン１１２、１１４、１
１６を確定し、これは図示のとおり、しるし「３Ｍ」を形成するように成形されているが
、任意の他のパターンを規則的に若しくは不規則的に、繰り返して若しくは非繰返しのい
ずれか作ることができる。フィルム１１０は、本明細書において記載される方法は高容積
のロールツーロールプロセスと有利に適合するため、ロールに巻かれた長い可撓性材料と
して図示される。しかしながら、この方法は可撓性ロール物品に限定されず、小さい断片
又はサンプル並びに非可撓性フィルム及び物品に実施することができる。
【００２４】
　「３Ｍ」のしるしは、異なるゾーン１１２、１１４、１１６は異なる光学特性を有する
ため、肉眼又は光学構成要素若しくは装置を元いて検出可能である。示されている実施形
態では、ゾーン１１２は第１の複合光学特性を有し、ゾーン１１４は、第１の複合光学特
性とは異なる第２の複合光学特性を有し、ゾーン１１６は、第１及び第２の複合光学特性
とは異なる第３の複合光学特性を有する。フィルム１１０上の任意の特定された位置又は
ゾーンにおいて、これらの「複合光学特性」は、複合フィルム１１０の構成する構成要素
の光学特性からなり、これによって別個の層又はフィルム、それらの組み合わせは複合フ
ィルムそれ自体の全体の光学特性、即ち特定された位置若しくはゾーンにおける「複合光
学特性」を提供する。
【００２５】
　例えば、ゾーン１１２における第１の複合光学特性は、第１位相差フィルムの第１位相
差及び第２位相差フィルムの第２位相差の組み合わせであってもよい。そのような場合は
、ゾーン１１４の第２の複合光学特性は、次いで第１位相差フィルムの（修正された）第
３位相差及び第２位相差フィルムの（未修正の）第２相差の組み合わせであってもよく、
一方でゾーン１１６の第３の複合光学特性は、第１位相差フィルムの（未修正の）第１位
相差と第２位相差フィルムの（修正された）第４位相差の組み合わせであってもよい。あ
るいは、ゾーン１１４の第２の複合光学特性は、次いで第１位相差フィルムの（修正され
た）第３位相差及び第２位相差フィルムの（未修正の）第２相差の組み合わせであっても
よく、一方でゾーン１１６の第３の複合光学特性は、第１位相差フィルムの（修正された
）第３位相差と第２位相差フィルムの（修正された）第４位相差の組み合わせであっても
よい。更に他の代替では、ゾーン１１４の第２の複合光学特性は、第１位相差フィルムの
（修正された）第３位相差及び第２位相差フィルムの（修正された）第４位相差の組み合
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わせであってもよく、一方でゾーン１１６の第３の複合光学特性は、第１位相差フィルム
の（未修正の）第１相差と第２位相差フィルムの（修正された）第４位相差の組み合わせ
であってもよい。
【００２６】
　いくつかの場合では、複合フィルム１１０は、可視スペクトルにわたって反射率若しく
は吸収性をほとんど又は全く有さないパターン化位相子のみをもたらしてもよい。かかる
場合では、フィルム１１０は、ヒト観察者の肉眼に対して実質的に均一な（パターン化さ
れていない）ウィンドウフィルムとして見え得る。パターン化位相差は、しかしながら、
例えば交差させた偏光子間にフィルム１１０を配置することによって、そのような観察者
に可視状態となることができる。反射率及び／又は吸収性は、可視スペクトル外の波長に
おいて、例えば赤外波長域において１つ以上の遮蔽層によってもたらされてもよい。
【００２７】
　他の場合では、複合フィルム１１０は、パターン化位相差及びパターン化反射率を可視
スペクトルにわたってもたらすことができる。そのような場合では、フィルム１１０のパ
ターン化反射率は典型的に、反射性が少なくとも部分的にスペクトルの可視領域にある限
り、ヒト観察者の肉眼にとって目立つ。位相差パターンは反射性パターンとは異なる場合
があるが、それと部分的に位置合わせされてもよく、例えば高反射率が別個のゾーンの規
則的な格子に提供されている場合、高い若しくは低い位相差が、高い反射率ゾーンの一部
とのみ位置合わせされている、より少ない数のゾーンにおいてもたらされてもよい。反射
率は、例えば略平面のマイクロ層のパケットを有する多層光学フィルムによってもたらさ
れるように、実際は正反射性であってもよく、あるいは、反射性、混合層において別個の
第１相及び第２相に配置された少なくとも第１材料及び第２材料を有する混合層によって
提供されるように、実際は拡散してもよい。反射率はまた、光の偏光状態による場合があ
る。
【００２８】
　いくつかの場合では、フィルム１１０は少なくとも部分的に光透過性であってもよい。
そのような場合では、並びにフィルム１１０がそのゾーン１１２、１１４、１１６におい
て異なる反射率を有する場合には、これらのゾーンもまた、それら各自の反射特性に対応
する異なる透過特性を有する。一般的に、当然ながら、透過率（Ｔ）＋反射率（Ｒ）＋吸
収率（Ａ）＝１００％、即ち、Ｔ＋Ｒ＋Ａ＝１００％である。透過した光及び／又は反射
した光を有意に拡散的に散乱させることができるフィルムを検討するとき、Ｔは半球透過
率（即ち、光源と反対側のフィルムの面上でフィルムを出る全ての光。２πの立体角内に
おけるその伝播方向に関係なく）を表すことができ、Ｒは同様に、半球反射率（即ち、光
源として、フィルムの同じ面上のフィルムを出る全ての光。２π立体角内の伝搬方向に関
係なく）を表すことができるということに留意する必要がある。いくつかの実施形態にお
いて、フィルムは、波長スペクトルの少なくとも一部にわたり低い吸収率を有する材料か
ら全体的に構成される。このことは、熱の送達を促進するために吸収染料又は顔料を添加
したフィルムに対しても当てはまることがあるが、それは、一部の吸収材料は吸収率にお
いて波長に依存するからである。例えば、近赤外波長領域において選択的に吸収するが、
可視スペクトルにおいてほとんど吸収しない赤外染料が利用可能である。スペクトルのも
う一方の側で、光学フィルムの文献において低損失とみなされている多くのポリマー材料
は、可視スペクトルの全体にわたって低損失を有するが、特定の紫外線波長では相当な吸
収性を有する。したがって多くの場合、フィルム１１０は可視スペクトルなどの波長スペ
クトルの少なくとも限定された部分にわたり、少ないか又は極僅かな吸収率を有し得るが
、この場合この限定された領域にわたる反射率及び透過率は、Ｔ＋Ｒ＝１００％－Ａであ
りＡは小さいために、相補的な関係性を有する。
【００２９】
　Ｔ＋Ｒ≒１００％
　本明細書の他で言及したように、異なるパターン化ゾーン（例えばゾーン１１２、１１
４、１１６）における複合フィルム（例えばフィルム１１０）の異なる光学特性はそれぞ
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れ、フィルムの表面又は他の表面特徴に適用されたコーティングの結果というよりはむし
ろ、複合フィルムである、又は複合フィルムの内部である構造的特徴（例えば、多層光学
フィルム内のマイクロ層のスタック、又は混合層内の別個の第１相及び第２相）、あるい
はバルク材料（例えば複屈折性位相差フィルムの対向する外側表面間に配置された複屈折
性材料）の結果である。内側機構は複製又は偽造するのが困難であるため、開示されるフ
ィルムのこの態様は、セキュリティ上の用途（例えば、フィルムが信頼性の指標として製
品、パッケージ又は文書への適用を意図される場合）においてこれらを有益にする。
【００３０】
　第１、第２及び第３の複合光学特性は、観察者又は機械によるパターンの検出を可能に
するために、少なくともいくつかの観察条件下において知覚可能な、なんらかの様式にお
いて互いに異なる。いくつかの場合において、パターンがほとんどの観察及び照明条件下
において、人間の観察者にとって顕著であるように、可視波長における様々な複合光学特
性の間の差異を最大化することが望ましい場合がある。他の場合において、様々なフィル
ム反射特性の間の微妙な差のみを提供するか又は一定の観察条件下においてのみ顕著な差
異を提供することが望ましい場合がある。いずれにせよ、第１、第２及び第３の複合光学
特性の間における差異は、好ましくは、フィルムの異なる隣接するゾーンにおける光学フ
ィルムの内側機構の屈折率特性における差異に主に起因し得るが、隣接するゾーンの間の
厚さの差異にも、又は表面に関する機構にも主に起因することはない。
【００３１】
　屈折率におけるゾーン間の差は、複合フィルムの設計によって、光学特性において様々
な差を生み出すことができる（拡散及び／又は鏡面反射率と組み合わせた任意の位相差。
全体のフィルム及び／又はその構成内側層の一部にかかわらず）。例えば、いくつかの場
合では、第１、第２、及び第３の複合光学特性は、複合フィルムの異なる量の位相差に対
応する。
【００３２】
　拡散反射混合層を含む実施形態では、第１の複合光学特性は、例えば可視波長範囲にわ
たって最小、最大、平均反射率（又は透過）の値であってもよく、又はこれを含んでもよ
く、ここでは反射率（又は透過）は、特定の偏光状態の入射ビームに関して、並びに入射
ビームに対して反射された（又は透過した）方向の特定の立体角内の反射した（又は透過
した）光に関して、あるいは、例えばフィルムの入射光側（又は反対側）上の半球（２π
）立体角内で測定されてもよい。第２の複合光学特性は、同じ特定の入射光に及び第１の
特性としての測定条件に関して、実質的に異なる（大きいか又は少ないかどうか）最小、
最大、又は平均反射率又は透過率値を有する第１のものとは異なる場合がある。更に、第
１及び第２の複合光学特性のうちの１つは、ウィンドウフィルムの場合では、１つの偏光
状態の入射光に関して少なくとも、高度に透過性であり、低散乱性の外見に実質的に一致
する。
【００３３】
　マイクロ層のパケットを含む鏡面反射性多層光学フィルムを含む実施形態では、第１の
光学特性（複合フィルム全体及び／又はその構成要素のうちの１つに関わらず）は、所与
の中心波長と共に第１反射帯域、帯域端、及び最大反射率を含んでもよく、並びに第２の
光学特性（複合フィルム全体及び／又はその構成要素のうちの１つに関わらず）は、中央
波長及び／又は第１の反射帯域に対する帯域端において似ているが、第１反射帯域とは実
質的に異なる最大反射率（より大きか、又はより小さいかかどうか）を有する第２反射帯
域を有することによって第１の光学特性とは異なる場合があり、あるいは第２反射帯域は
、第２の光学特性には実質的に存在しない場合がある。これらの第１及び第２反射帯域は
、フィルムの設計により、１つのみの偏光状態の光と関連してもよく又は任意の偏光状態
の光と関連してもよい。
【００３４】
　したがって、例えば、第１の反射特性（これは実際は拡散又は正反射であり得る）は、
ゾーン１１２において、入射光の特定条件（例えば、特定の方向、偏光、及び波長、例え
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ば垂直入射の非偏光可視光、特定の面内の方向に沿って偏光した垂直入射の可視光）に関
して関心の波長範囲でピーク又は平均反射率Ｒ１を有してもよい。ゾーン１１４、１１６
における低減された複屈折は、第２の反射特性（これは再び、実際は拡散性又は正反射性
）、例えば、入射光の同じ特定の条件に関して関心の同じ波長範囲において異なるピーク
、又は平均反射率Ｒ２を生む場合がある。Ｒ１及びＲ２は、同じ照明及び観察条件下で比
較され、例えば、Ｒ１及びＲ２は、特定の入射条件に関して、フィルムの入射光側上の半
球反射率として測定されてもよい。Ｒ１及びＲ２が百分率で表現される場合、Ｒ２はＲ１

と少なくとも１０％又は少なくとも２０％又は少なくとも３０％異なってもよい。明確な
例として、Ｒ１は７０％であり得、Ｒ２は６０％、５０％、４０％以下であり得る。ある
いは、Ｒ１は１０％であり得、Ｒ２は２０％、３０％、４０％以上であり得る。Ｒ１及び
Ｒ２はまた、これらの比率を取ることによって比較され得る。例えば、Ｒ２／Ｒ１又はそ
の逆数は、少なくとも２、又は少なくとも３であり得る。
【００３５】
　いくつかの場合では第１及び第２の光学特性は、視覚を伴う反射率の、それらの依存性
において異なってもよい。例えば、第１の光学特性は、垂直入射において所与の中央波長
、帯域端及び最大反射率を有する第１反射帯域を含んでもよく、第２の光学特性は、垂直
入射において第１反射帯域のこれらの態様と非常に似た第２反射帯域を含んでもよい。し
かしながら入射角が増加すると、第１反射帯域及び第２反射帯域の両方がより短い波長へ
とシフトし得るにもかかわらず、これらの各最大反射率は互いに大きくずれる場合がある
。例えば、第１の反射帯域の最大反射率は一定にとどまってもよく、又は入射角の増加と
共に増加してもよく、その一方で第２の反射帯域の最大反射率、又はそのｐ偏光構成要素
は、例えば垂直入射からブリュースター角までの範囲において、増加する入射角と共に減
少してもよい。
【００３６】
　少なくとも１つの多層光学フィルムを含む実施形態では、第１の光学特性と第２の光学
特性との間で上記の差は、可視スペクトルの部分を被覆する反射帯域に関連してもよい。
そのような差は、これらの場合では、フィルムの異なる面内ゾーン間の、色における差と
して認識される場合がある。
【００３７】
　第１の反射特性は、フィルム上で垂直な所与の偏光状態の光に関する所与の最小、最大
、又は平均反射率、又は透過率を有してもよく、第２の反射特性は同じ入射条件の光に関
して同じ、又は同様な反射率又は透過率を有してもよい。入射角が増加するにつれて、し
かしながら、値はその第１の特性に関して増加し、第２の特性に関して減少する場合があ
り、またその逆もあり得る。あるいは値は、一方の特性に関しては比較的一定のままであ
る場合があり、他方に関しては実質的に増加又は減少する場合がある。少なくとも１つの
拡散反射特性の混合層を含む実施形態では、異なる第１及び第２の拡散的に反射性特性は
、所与の偏光状態の垂直入射光に関して可視波長にわたって同じ又は同様な平均反射率を
呈する場合があるが、入射角が増加すると、第１ゾーンにおけるフィルムの平均反射率（
第１の拡散的に反射性特性に対応する）は増加する場合があり、その一方で第２ゾーンに
おけるフィルムの平均反射率（第２の拡散的に反射性特定に対応する）は減少する場合が
ある。
【００３８】
　図２は、第１、第２、及び第３の機能層、即ちフィルム２１２、２１６、２２０、並び
に第１及び第２の遮蔽層２１４、２１８を含む複合フィルム２１０の一部分の概略側面又
は断面図である。これらの構成要素は、任意の好適な手段によって、例えば積層、共押出
、及び／又は他の既知の方法によって層状の配置において互いに接続され、図示されてい
るように複合フィルム２１０を作る。複合フィルム２１０は典型的に、ｚ方向において比
較的限定された厚さを有し、典型的に面内ｘ方向及びｙ方向に沿って延びる。フィルム２
１０の空間的にパターン化は次いで、概ねｘ－ｙ面に沿って画定されるが、１つのパター
ン化操作は、１つの光ビームを使用して１つの構成層若しくはフィルム上で選択的に実施
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されてもよく、異なるパターン化操作は、異なる光ビームを使用して、異なる構成層、即
ちフィルム上に選択的に実施することができる。この選択的なパターン化は、異なるパタ
ーン化操作を実施するための、機能層の適切な選択、遮蔽層の適切な選択、及び使用され
る光ビームの適切な選択により可能になる。複合フィルム内部で異なってパターン化され
た層又はフィルムの光学特性は、次いで複合フィルムの利用可能な領域にわたってそれぞ
れ（ｘ，ｙ）位置において組み合わせて、複合層の空間的に非均一な光学特性を定義する
。
【００３９】
　複合フィルム２１０は示されているように、前側、即ち頂面２１０ａ、及び後ろ側、即
ち底面２１０ｂを有する。簡略された実施形態では、複合フィルム２１０の第３機能層２
２０及び第２遮蔽層２１８は省略されてもよい。
【００４０】
　最初に、本発明者らは、機能層２１２、２１６、２２０の全てが位相差フィルムである
と仮定する。複合フィルム２１０の二段階のパターン化を実施するために、第１放射エネ
ルギービームは、頂面２１０ａに衝突する。この放射ネルギーは例えばレーザー源から偏
光されてもよく、一直線にされてもよく、又はその両方であってもよい。放射エネルギー
は、書き込み波長、例えば波長帯域幅を含む。放射エネルギーは、レーザー源によって生
成されてもよいが、非レーザー源もまた使用されてもよい。位相差フィルム２１２、２１
６、２２０の吸収特性は、これらのフィルムのそれぞれで使用するために選択された対応
材料と組み合わせて調整され、それらを徐々に、入射放射エネルギーの一部の吸収によっ
て生じた処理に対して、より敏感にすることができる。即ち、フィルム２２０における複
屈折性は、フィルム２１６に関して必要とされるものよりも低い、局所的な放射エネルギ
ーの強度で熱的に弛緩することができ、フィルム２１６の複屈折性は、フィルム２１２に
関して必要とされるよりも低い局所的な強度で熱的に弛緩してもよい。遮蔽層２１４、２
１８（これは例えば赤外線反射多層光学ミラーフィルム、又は偏光フィルム）は、少なく
とも部分的に放射エネルギーの強度を低減することができ、これはさもなければ、頂面２
１０ａの観点から、その下の層及びフィルムに伝播される。例えば、遮蔽層２１４及び／
又は２１８は、多層反射偏光子であってもよく、あるいは、それは、書き込み波長に関し
て垂直入射において高い反射率と、書き込み入射に関して所与の傾斜角において低反射率
及び高透過性をもたらす多層ミラーフィルムであってもよい。２つの遮蔽層が使用される
とき、一方は反射性偏光子であってもよく、他方はバンドシフトミラーであってもよい。
【００４１】
　個々に処理するため、即ち選択的にパターン化するため、第１位相差フィルム２１２、
ソース強度、走査速度（即ち滞留時間）、偏光、及び頂面２１０ａへの入射角は制御され
、第１ビームによって占有された限定領域若しくはゾーン内で局所的にその複屈折性を弛
緩するために、フィルム２１２内で十分な放射強度が存在するように第１放射ビームを提
供し、その一方で十分でない放射強度（複屈折性低減に必要な閾値より下）が対応する遮
蔽層を通って、下層のフィルム２１６、２２０へと伝播される。個々に第２位相差フィル
ム２１６を処理するために、ソース強度、走査速度（滞留時間）、偏光、及び頂面２１０
ａ上の入射角が制御されて、以下のために第２の放射ビームを供給する：（ａ）不十分な
放射強度（複屈折低減のために必要な閾値以下）が第１複屈折フィルム２１２に存在する
；（ｂ）第２ビームによって占有された限定領域又はゾーン内で、十分な放射強度が第２
位相差フィルム２１６に、そのフィルム（これは第１フィルム２１２よりも処理に対して
より敏感である）内の複屈折を低減するために存在する；並びに（ｃ）不十分な放射強度
（複屈折低減に必要な閾値以下）が遮蔽層２１８を通って下層フィルム２２０に伝播され
る。最後に、個々に第３位相差フィルム２２０を処理するために、ソース強度、走査速度
（滞留時間）、偏光、及び頂面２１０ａ上の入射角が制御されて、以下のために第３の放
射ビームを供給する：（ａ）不十分な放射強度（複屈折低減のために必要な閾値以下）が
フィルム２１２、２１６に存在する；並びに（ｂ）不十分な放射強度がフィルム２１２、
２１６、及び遮蔽層２１４、２１８を通過し、フィルム２２０に到達し、したがって第１
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ビームによって占有された限定領域若しくはゾーン内でフィルム２２０（これはフィルム
２１２、２１６よりも処理に対して敏感である）における複屈折を低減する存在する。
【００４２】
　より簡略化された実施例では、図２の実施形態を検討するが、フィルム２２０及び遮蔽
層２１８は省略される。このより簡略化された実施形態では、位相差フィルム２１２、２
１６のうちの一方は１／４波長位相子であってもよく、他方のフィルムは１／２波長位相
子であってもよい。フィルム２１２、２１６の進相軸が互いに平行であるならば、並びに
、層２１４がいずれかの面内の位相差を生じさせないならば、フィルム２１２、２１６、
及び層２１４によって形成された複合フィルムは次いで空間的に均一な３／４波長フィル
ムである。この空間的に均一な複合位相差フィルムは次いで、二段階でパターン化され、
利用可能な領域上の異なる位置又はゾーンにおいて、異なる量の位相差をもたらすことが
できる。１／４波長位相差フィルムは、例えば第１放射ビームを用いて第１ゾーンにおい
て選択的に熱処理されて、１／４波長フィルム材料の複屈折を実質的に排除し、これによ
って１／４波長からの位相差を実質的にゼロに低減することができる。複合フィルムは次
いで、その第１ゾーンにおいて１／２波長フィルムになる。個々の１／２波長位相差フィ
ルムは、例えば第２放射ビームを用いて、第１ゾーンと重ならない第２ゾーンにおいて選
択的に熱処理されて、１／２波長フィルム材料の複屈折を実質的に排除し、これによって
１／２波長からの位相差を実質的にゼロに低減することができる。複合フィルムは次いで
、その第２ゾーンにおいて１／４波長板になる。第１及び第２の処理されたゾーンが重な
る場合は、次いで、重なる領域において、複合フィルムはゼロの合計位相差を有する。こ
の方式において、パターン化フィルムは１つの位置若しくはゾーン（ここではいずれの位
相差フィルムも熱処理されていない）において３／４波長の合計位相差を、他の位置若し
くはゾーン（ここでは１／４波長位相差フィルムが熱処理されている）において１／２波
長を、更に他の位置若しくはゾーン（ここでは１／２波長の位相差フィルムが処理されて
いる）において、１／４波長を、そして更に他の位置若しくはゾーン（ここでは１／２位
相差フィルム及び１／４位相差フィルムが処理されている）においてゼロ位相差もたらす
ことができる。かかる複合フィルムが次いで、低強度の直線偏光した光によって露光され
、複合フィルムの進相軸に対して適切に方向付けられる場合は、偏光した光の４つの異な
る状態（２つは直交する直線偏光状態、並びに２つは直交する円偏光状態）は、異なる位
置若しくはゾーンにおいて複合フィルムを出る。
【００４３】
　ある程度均一な広帯域位相差を、関心の波長範囲（例えば可視波長範囲）にわたって得
るために、位相差フィルム２１２、２１６、２２０のいずれか、又は全てはそれら自体が
２つ以上の複屈折層若しくはフィルムの組み合わせであってもよい。
【００４４】
　更なる位相差及び／又は他の層、コーティング、又はフィルム（米国特許第６，３６８
，６９９号（Ｇｉｌｂｅｒｔら）を参照）は、複合フィルム構造体の上層若しくは底部層
、又は構造体の他の場所に取り付けることができる。本明細書に記載のように、選択的に
熱処理可能である、又は熱処理可能でない更なる位相子は、追加の望ましい効果を達成す
るために、図２の実施形態内に加えられてもよく、例えば様々な層の間に並置されてもよ
い。更に、１つ以上の位相差フィルム２１２、２１６、２２０は、熱処理可能層の組み合
わせと交換されてもよく、組み合わせは次いでパターンの方向で、層の群として同時に熱
処理されてもよい。いくつかの場合では、所与の位相差フィルムは、多層光学フィルムの
表面薄層若しくは光学的に厚い内側層であってもよく、ここで多層光学フィルムは例えば
反射偏光子若しくはミラーであってもよい。多層光学フィルムはまた、それが空間的に調
整された光学フィルム（ＳＴＯＦ）であり得るような好適な吸収特性を有してもよい。反
射フィルム及び位相差フィルムは、例えば、異なる波長において吸収する吸収剤を使用し
て、異なる放射ビームを用いて個々に熱処理され、別個にパターン化されてもよく、ある
いはそれらは組み合わされたプロセスにおいて熱処理されてもよい。
【００４５】
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　他の実施形態では、図２のパターン化可能な位相差フィルムの少なくとも１つが保持さ
れてもよく、パターン化可能な位相差フィルムの少なくとも他方は、パターン化可能な反
射フィルム若しくはＳＴＯＦと交換されてもよい。パターン化可能な反射性光学フィルム
は、その（正反射）反射特性がマイクロ層間（マイクロ層の少なくとも一部は複屈折性で
ある）の界面から反射された光の強め合う干渉及び弱め合う干渉によって、大部分におい
て決定される、マイクロ層の１つ以上のパケットを有するパターン化可能な多層光学フィ
ルムであってもよく、又はこれを含んでもよい。いくつかの場合では、パターン化可能な
反射フィルムは、別個の第１相及び第２相内に分離された、少なくとも第１材料及び第２
材料を含む混合層を有する、パターン化可能な拡散反射性フィルムであってもよく、又は
これを含んでもよく、これらの材料又は位相の少なくとも１つは複屈折性である。いずれ
かの場合において、パターン化可能な反射フィルムの反射率（拡散反射率及び／又は透過
を含め）は、第１の所望のパターンに従って空間的に修正されてもよく、パターン化可能
な位相子の位相差は、第１のパターンと異なるが、少なくとも部分的に第１のパターンと
位置合わせされる場合がある第２の所望のパターンに従って空間的に修正されてもよい。
したがって、反射フィルム若しくはＳＴＯＦの反射特性は、位相差フィルムにおける位相
差のレベルとは本質的に独立して変えられてもよく、その逆もまた同様である。
【００４６】
　１つ以上の遮蔽層はそれ自体が複屈折であり得、その場合、それらは有意な位相差を構
造体に付与する場合がある。この追加の位相差は、有意である場合、二段階のパターン化
可能な複合フィルムの設計において考慮される必要がある。垂直入射遮蔽層に関して、非
常に低い又はゼロ免内位相差を備える、等しく２軸延伸されるミラーフィルムを使用する
ことが有利な場合がある。遮蔽層それぞれからの位相差はまた、同一の複屈折層を複合フ
ィルム（例えばその背面において）に追加し、対応する遮蔽層に対して９０度回転させる
ことによって、キャンセルすることができる。偏光した遮蔽層が使用されるとき、再び、
同一のフィルムが複合フィルムの背面に配置され、追加の位相差をキャンセルしてもよい
。位相差プレートの単一スタックにおいて、非垂直及び偏光性能の両方を組み合わせるの
が望ましいときは（例えば３つの別個の指定可能な層）、遮蔽層のうちの２つ（例えば図
２の２１４及び２１８）に関して２つの同一の偏光子を使用するが、それらを９０度離し
て、即ち交差する構成で方向付けることが有利であり得る。非垂直プロセスが次いで使用
され、交差した偏光子構造体を、放射エネルギー処理源から、最深の位相差プレート（図
２の２２０）の前で周回してもよい。
【００４７】
　開示された二段階のパターン化可能な複合フィルムはデバイス内（例えばディスプレイ
デバイス）に組み込むことができるため、遮蔽層が、通常の動作条件でデバイスに使用さ
れる波長範囲内において、光の比較的高い透過を呈することは有利であることが多い。例
えば、デバイスディスプレイが、可視光（例えば波長範囲４００～７００ｎｍの光）を使
用して撮像する場合、パターン化のために使用される放射エネルギービーム、及びいずれ
かの遮蔽層のいずれかの反射帯域は、この波長帯域外にあるのが望ましい。更に、いずれ
の遮蔽層のいずれの反射帯域も、デバイスによって使用される斜めの入射角において、こ
の波長範囲内にシフトしないことが好ましい。したがって、より高度に視準された光を使
用するデバイス用途において、複合フィルムは、可視波長範囲に比較的近い左の帯域端（
即ち、反射帯域の短波長端）を有する１つ以上の遮蔽層を使用してもよい。遮蔽層が多層
の光学フィルムであるとき、より高度に規則付けられた反射が、デバイスによって使用さ
れる波長範囲において抑制されることが好ましい。いくつかの場合では、複合フィルムの
パターン化のために使用される放射エネルギービームは、紫外線波長範囲であり、遮蔽層
は、光学デバイスで使用されるものよりも短い波長の光を遮蔽することができ、その場合
、多層の光学フィルムベースの遮蔽層の、より高度な順序の反射は懸案事項ではない。
【００４８】
　上記のとおり、遮蔽層はＳＴＯＦフィルムであってもよく、即ちその反射特性が、熱誘
起複屈折低減のメカニズムによって、好適な放射ビームの適用によって修正することがで
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きるように、それは好適な吸収特性を有してもよい。かかる場合では、遮蔽層は、パター
ン化中に１つの構成要素フィルムを、複合構造体の他方から孤立させるために使用され、
遮蔽層は、それ自体が、その利用可能な領域の一部の上で、又はその全体の利用可能な領
域の上で、遮蔽層がその最終的な形態で複合構造体に寄与する複屈折又は位相差の量を低
減するように、又はこれを最小限にするように、他の好適な放射ビームで処理されてもよ
い。
【００４９】
　開示された複合フリム、及び／又は構成フィルム若しくはその層は、熱固定されてもよ
く、あるいは寸法安定性を改善するためにフィルム製造後に後処理されてもよい。寸法安
定性を改善するために、フィルムはガラスプレートに積層されてもよい。プレートはディ
スプレイの一部（例えば液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）、又はＯＬＥＤディスプレイ）の一
部であってもよい。フィルムはディスプレイの他の構成層に接着されてもよく、ないしは
別の方法で取り付けられてもよく、あるいは、様々なディスプレイ構成要素の堆積のため
に、基材として使用されてもよい。いくつかの場合では、放射エネルギー処理の前にガラ
ス若しくはディスプレイに積層されてもよく、ないしは別の方法で接着されてもよく、積
層の後に放射エネルギーを用いて処理される。フィルムは再び熱処理されて、ガラス及び
最終的な寸法への接着を安定させることができ、例えばフィルムは意図的に縮小されても
よく、クリーププロセスは全体的なディスプレイシステムの更なる処理に必要とされる条
件下で寸法安定性を確保するために活性化されてもよい。この方法では、位置合わせは、
ディスプレイデバイス内のディスプレイピクセルと共に局所的に、及び全体的なスケール
で達成することができる。いくつかの場合では、ディスプレイ構成要素は放射エネルギー
に対して無反応である場合があり、複合フィルムは、更なる懸案事項を有さずにディスプ
レイへの取り付け後に、パターン方向で熱処理されてもよい。他の場合では、ディスプレ
イ構成要素は図２の最終層２２０であるようと考えられてもよい。そのような場合、遮蔽
層２１８は次いで、ディスプレイ構成要素を放射処理の影響から保護することができる。
更なる変形例（図示せず）では、追加の保護遮蔽層が、図２の複合フィルム２１０に表面
２１０ｂで取り付けられてもよく、ディスプレイ要素は次いで以下に、又はその追加の遮
蔽層の下に設けられてもよい。例えば、かかる追加の遮蔽層は、例えば層２２０を処理す
るのに使用された斜めに伝播する放射エネルギーの伝送を防ぐミラーであってもよい。こ
の方法では、３つの機能層２１２，２１６、及び２２０は個々に異なる放射ビームを用い
て処理可能であり、下層の構成要素は損傷から保護される。最終的に、複合層はまた、前
面又は頂面（例えば図２の２１０ａ）においてガラス基材に載置されてもよい（即ちディ
スプレイの内側）。かかる構成は、複合フィルムと他のディスプレイ要素との間の距離を
最小限にすることによって視差問題の低減に役立つことができる。
【００５０】
　全体的に、第１の放射エネルギーで処理可能な、又はパターン化可能な層と、第２の、
光学デバイス若しくはグラフィックディスプレイから関心の光を通過しながら、この放射
エネルギーを遮蔽する層と、第３の、光学デバイス、即ちグラフィックディスプレイそれ
自体を含むシステムが本明細書で意図される。この方式で、光学デバイス、即ちグラフィ
ックディスプレイは、パターン化プロセスによる光学デバイスの損害に対して考慮するこ
となく、組み立ての後に放射エネルギーを使用してパターン化することができる。光学デ
イバイス、即ちグラフィックディスプレイは能動的でも受動的でもいずれでもよい。
【００５１】
　一実施例では、ＳＴＯＦミラーは、半透過型ディスプレイで使用されてもよい。パター
ン化可能なミラーフィルムの一部は、パターン方向の放射ビーム処理によって、より透明
にされてもよい。更に、ミラーフィルムの、より反射性及び／又はより透明な領域を被覆
する位相差フィルムの一部は、個々に処理されて、選択された位置における位相差（例え
ば１／２波長位相差をゼロ位相差に低減する）を除去する、又は低減することができる。
パターン化可能なミラーフィルム及び位相差フィルムから構成される複合フィルム、３Ｄ
半透過型ディスプレイにおいて有用な構成要素であり得る。
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【００５２】
　本開示の二段階のパターン化可能な複合フィルムの潜在的な用途には、グラフィックデ
ィスプレイ及び光学デバイスが挙げられる。例えば、Ｂ．Ｍ．Ｉ．ｖａｎ　ｄｅｒ　Ｚａ
ｎｄｅらの「ＳＩＤ　Ｓｙｍｐｏｓｉｕｍ　Ｄｉｇｅｓｔ　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　
Ｐａｐｅｒｓ」（２００３、ｐｐ．１９４～１９７）を参照のこと。パターン化位相子は
、反射型及び半透過型ディスプレイにおける輝度及びコントラスト、透過型ディスプレイ
における視野角を改善するのに、並びに３Ｄグラフィックディスプレイを形成するのに使
用されている。例えば、Ｓ．Ｊ．Ｒｏｏｓｅｎｄａａｌらの「ＳＩＤ　Ｓｙｍｐｏｓｉｕ
ｍ　Ｄｉｇｅｓｔ　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｐａｐｅｒｓ」（２００３、ｐｐ　７８
～８１）、Ｋａｒｍａｎらの「Ｐｒｏｃ．Ｅｕｒｏｄｉｓｐｌａｙ」（２００２、ｐ．５
１５）、Ｃ．Ｈ．Ｔｓａｉらの「Ｐｒｏｃ．ｏｆ　ＳＰＩＥ」（Ｖｏｌ．３９５７（２０
００）ｐ．１４２）、英国特許第２，４２０，１８８号（Ｆｕｋａｉｓｈｉら）、米国特
許出願公開第２００６／００８２７０２号（Ｊａｃｏｂｓら）、ＰＣＴ国際公開ＷＯ　２
００４／００４３６２号（Ｊａｃｏｂｓら）、ＰＣＴ国際公開ＷＯ　２００４／００３６
３０号（Ｊａｃｏｂｓら）、及び米国特許第７，１１６，３８７号（Ｔｓａｉら）を参照
のこと。特に位相子は、例えば色の補償及び視野角に関して、ピクセル単位のベースでマ
ルチレベルに制御されてもよい。マルチレベルの位相子、即ち別個の、及び明確に定義さ
れた位相差の高値、低値、及び少なくとも１つの中間値を有する複合フィルム、並びに／
あるいはパターン化可能な位相差フィルム及びパターン化可能なＳＴＯＦ反射体の両方を
利用する複合フィルムが本用途において使用することができる。
【００５３】
　ここで図２Ａを参照すると、概略的側面図における多層フィルム２３０の一部がその内
側層を含むフィルムの構造を示すのが確認される。そのようなフィルムは、開示の実施形
態では遮蔽層として使用されてもよく、好適な吸収特性を有するためにそれが作製された
場合、開示の実施形態でパターン化可能な反射体又はＳＴＯＦフィルムとして使用されて
もよい。フィルムは局部的なｘ－ｙ－ｚデカルト座標との関連において図示され、フィル
ムはｘ及びｙ軸と平行に延び、ｚ軸はフィルム及びその構成層と垂直でありフィルムの厚
さ軸と平行である。フィルム２３０又はその複合フィルムのいずれも全体的に平坦にする
必要はない。それらは湾曲していても、あるいは平面からかけ離れるように付形されてい
てもよく、これらの場合においても、任意に、フィルムの小さな部分又は領域が、図示の
ように局所的なデカルト座標系と関連付けられ得る。フィルム２３０は、図２の複合フィ
ルム２１０の、及び／又は図１の複合フィルム１１０の遮蔽層及び／又は機能層の１つを
、そのゾーン１１２、１１４、１１６のいずれかで表すと見なすことができ、なぜならば
複合フィルム１１０の個々の層若しくはフィルムは、互いから連続して次のそのようなゾ
ーンへ延びるのが好ましいからである。
【００５４】
　多層光学フィルムは異なる屈折率を有する個別の層を含み、それによって隣接する層の
間の境界面においていくらかの光が反射する。場合により「マイクロ層」と称されるこれ
らの層は、多数の境界面で反射された光が、強め合う又は弱め合う干渉を受けて多層光学
フィルムに所望の反射又は透過特性を提供するために十分に薄い。紫外、可視、又は近赤
外の波長で光を反射するように設計される多層光学フィルムに対しては、各マイクロ層は
、一般的に約１μｍ未満の光学的厚さ（物理的な厚さ×屈折率）を有する。しかしながら
、多層光学フィルムの外側表面の表面薄層、又はマイクロ層の凝集性の一群（「積み重ね
体」又は「パケット」として既知）を分離する、多層光学フィルム内に配置される保護境
界層（ＰＢＬｓ）などの、より厚い層もまた含まれ得る。図２Ａにおいて、マイクロ層は
「Ａ」又は「Ｂ」と記されており、「Ａ」層はある材料から構成され、「Ｂ」層はそれと
は異なる材料から構成されており、これらの層は、交互に並ぶ構成で積み重ねられて、図
示のように光学的反復単位又は単位セルＯＲＵ　１、ＯＲＵ　２、．．．ＯＲＵ　６を形
成している。典型的に、完全にポリマー材料から構成される多層光学フィルムは、高反射
率が所望される場合、６光学反復単位よりも遥かに多くを含む。この代表的な実施例にお
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いて、いくつかの実施形態においてその上面がフィルム２３０の外側表面２３０ａと一致
する最上部の「Ａ」層を除き、図２Ａに図示される「Ａ」及び「Ｂ」の全てがフィルム２
１０の内側層であることに留意する。図の底部における実質的により厚い層２３２は、図
に示されるマイクロ層の積み重ね体を、マイクロ層の別の積み重ね体又はパケット（図示
されない）から分離する外側表面薄層又はＰＢＬを表し得る。所望により、例えば、２つ
以上の厚い接着剤層で又は圧力、熱又は他の方法の使用により２つ以上の別個の多層光学
フィルムが一緒に積層され、積層体又は複合フィルムを形成し得る。
【００５５】
　いくつかの場合において、マイクロ層は１／４波積み重ね体に対応する厚さ及び屈折率
値を有し得る。即ち、それぞれ同じ光学的厚さの２つの隣接するマイクロ層を有する光学
反復単位に構成されており（ｆ比＝５０％であり、ｆ比は構成層「Ａ」の光学的厚さ対完
全な光学反復単位の光学的厚さの比である）、このような光学反復単位は、その波長λが
光学反復単位の全体的な光学厚さの２倍である建設的干渉光により反射するために有効で
あり、本体の「光学的厚さ」とは、その物理的厚さにその屈折率を掛けたものである。他
の場合において、光学反復単位のマイクロ層の光学的厚さは互いに異なり、ｆ比は５０％
超又は５０％未満であり得る。図２の実施形態において、「Ａ」層は、一般的に、「Ｂ」
層よりも遥かに薄いものとして表される。それぞれ表される光学反復単位（ＯＲＵ　１、
ＯＲＵ　２など）は構成層「Ａ」及び「Ｂ」の光学的厚さの合計と等しい光学的厚さ（Ｏ
Ｔ１、ＯＴ２など）を有し、各光学反復単位は、その波長λがその全体的な光学的厚さの
２倍である光を反射する。多層光学フィルムで一般的に使用されるマイクロ層積み重ね体
又はパケットにより及び特に本明細書において記載される内部パターン化多層フィルムに
より提供される反射性は、マイクロ層間のほぼ平滑で明確な境界面及び典型的な構成体に
おいて使用される低いヘイズ値の材料の結果として拡散性ではなく典型的には実質的に鏡
面反射性の性質である。しかしながら、いくつかの場合において完成した物品は、例えば
、表面薄層及び／若しくはＰＢＬ層内の拡散材料を使用して、並びに／又は１つ以上の表
面拡散性構造若しくは非平坦な表面を使用して、任意の所望の度合いの散乱を組み込むよ
うに調整され得る。
【００５６】
　いくつかの場合において、層積み重ね体における光学反復単位の光学的厚さは、全て互
いに同じであり、各光学反復単位の光学的厚さの２倍と等しい波長の中央に合わせた狭い
反射帯域の高い反射性を提供し得る。他の実施形態では、光学反復単位の光学的厚さは、
ｚ軸又はフィルムの厚さ方向に沿った厚さ勾配によって異なってもよく、これにより積み
重ね体の一方の側（例えば、頂部）から積み重ね体の他方の側（例えば、底部）に１つ前
進するにつれて、光学反復単位の光学的厚さは増加するか、減少するか又は他の何らかの
機能的関係に従う。このような厚さ勾配はより広い反射帯域を提供し、実質的にスペクト
ルの平坦な透過性及び関心のより広い波長帯域にわたり、かつまた関心の全ての角度にわ
たる光の反射を提供するために使用され得る。米国特許第６，１５７，４９０号（Ｗｈｅ
ａｔｌｅｙら）「Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍ　Ｗｉｔｈ　Ｓｈａｒｐｅｎｅｄ　Ｂａｎｄ
ｅｄｇｅ」に記載されているように、高反射と高透過の間の波長遷移における帯域端を急
峻にするように調整された厚さ勾配を使用することもできる。「急峻な帯域端を備える光
学フィルム」高分子多層光学フィルムに関し、反射帯域は、急峻な帯域端、加えて反射特
性が適用される波長範囲にわたって本質的に一定である「フラットトップ」反射帯域を有
するように設計され得る。５０％ではないＦ比を有する２つのマイクロ層光学繰り返し単
位を有する多層光学フィルムや、光学繰り返し単位が３つ以上のマイクロ層を含むフィル
ムなどの他の層配列も意図される。これらの代替的な光学反復単位設計が構成されて、一
定の高次の反射を低減するか又は誘起することができ、これは所望の反射帯域が近赤外波
長に存在するかこの付近まで延びる場合に有用であり得る。米国特許第５，１０３，３３
７号（Ｓｃｈｒｅｎｋら）「Ｉｎｆｒａｒｅｄ　Ｒｅｆｌｅｃｔｉｖｅ　Ｏｐｔｉｃａｌ
　Ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ　Ｆｉｌｍ」、同第５，３６０，６５９号（Ａｒｅｎｄｓら
）「Ｔｗｏ　Ｃｏｍｐｏｎｅｎｔ　Ｉｎｆｒａｒｅｄ　Ｒｅｆｌｅｃｔｉｎｇ　Ｆｉｌｍ
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」、同第６，２０７，２６０号（Ｗｈｅａｔｌｅｙら）「Ｍｕｌｔｉｃｏｍｐｏｎｅｎｔ
　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｂｏｄｙ」、及び同第７，０１９，９０５（Ｗｅｂｅｒ）号「Ｍｕｌ
ｔｉ－ｌａｙｅｒ　Ｒｅｆｌｅｃｔｏｒ　Ｗｉｔｈ　Ｓｕｐｐｒｅｓｓｉｏｎ　ｏｆ　Ｈ
ｉｇｈ　Ｏｒｄｅｒ　Ｒｅｆｌｅｃｔｉｏｎｓ」を参照。
【００５７】
　厚さ勾配及び光学反復単位設計はしたがって、開示される多層光学フィルムを提供する
ために、その処理又は非処理ゾーンにおいて、１つの偏光状態の光に関して又は非偏光の
光に対して、限定されたスペクトル帯域における実質的な反射率により、所望されるよう
に調整され得る。例えば、実質的な反射率は、実質的に１つのスペクトル帯域のみにわた
って（帯域は可視又はスペクトルの他の任意の所望の位置に配置される）、少なくとも５
０％又は少なくとも６０、７０、８０又は９０％以上であり得る。帯域は、例えば、２０
０未満又は１５０又は１００又は５０ｎｍ以下の帯域幅を有してもよく、これは半値全幅
（ＦＷＨＭ）反射率の全幅として測定され得る。上記のように、帯域は、光学反復単位が
好適に設計されていれば、ゼロ次反射又は望ましい高次の反射と関連し得る。
【００５８】
　上記のように、多層光学フィルムの隣接するマイクロ層は、いくらかの光が隣接する層
間の境界面において反射するように、異なる屈折率を有する。主軸ｘ、ｙ及びｚ軸に沿っ
て偏光される光に関する、マイクロ層（例えば、図２の「Ａ」層）の１つの屈折率をそれ
ぞれｎ１ｘ、ｎ１ｙ及びｎ１ｚと称する。同じ軸に沿った隣接するマイクロ層（例えば、
図２の「Ｂ」層）の屈折率をそれぞれ、ｎ２ｘ、ｎ２ｙ、ｎ２ｚと称する。ｘ、ｙ及びｚ
軸は例えば、材料の誘電テンソルの主方向に対応し得る。典型的に及び説明の目的のため
に、異なる材料の主方向は一致するが、これは一般的に妥当する必要はない。これらの層
間の屈折率の差をｘ方向に沿ってΔｎｘ（＝ｎ１ｘ－ｎ２ｘ）、ｙ方向に沿ってΔｎｙ（
＝ｎ１ｙ－ｎ２ｙ）及びｚ方向に沿ってΔｎｚ（＝ｎ１ｚ－ｎ２ｚ）と称する。フィルム
（又は所与のフィルムの積み重ね体の）のマイクロ層の数及びこれらの厚さ分布と組み合
わせたこれらの屈折率差の性質は、フィルムの（又は所与のフィルムの積み重ね体の）所
与のゾーンにおける反射特性及び透過特性を制御する。例えば、隣接するマイクロ層が、
ある面内方向に沿って、大きな屈折率の不整合（Δｎｘが大）を有し、それに直交する面
内方向に沿って、小さな屈折率の不整合（Δｎｙ≒０）を有する場合、フィルム又はパケ
ットは、垂直入射光について反射性偏光子として作用することができる。この点において
、本出願の目的のため、反射性偏光子は、波長がパケットの反射帯域内にある場合に１つ
の面内軸（「遮蔽軸」と称される）に沿って偏光された垂直入射光を強力に反射し、垂直
な面内軸（「透過軸」と称される）に沿って偏光されるこのような光を強力に透過する光
学体とみなされ得る。「強力に反射する」及び「強力に透過する」は、意図される用途又
は使用分野により異なる意味を有する場合があり、多くの場合反射性偏光子は遮蔽軸にお
いて少なくとも７０、８０又は９０％の反射率及び透過軸において少なくとも７０、８０
又は９０％の透過率を有する。
【００５９】
　本出願の目的のため、材料が関心の波長領域（例えば、スペクトルのＵＶ、可視及び／
又は赤外部分の選択される波長又は帯域）にわたって異方性の誘電テンソルを有する場合
、材料は「複屈折性」とみなされる。換言すると、材料は、材料の主軸屈折率（例えば、
ｎ１ｘ、ｎ１ｙ、ｎ１ｚ）が全て同じではない場合、「複屈折性」とみなされる。所与の
材料若しくは層の「複屈折性」は、特に指示がない限り、その最大の主要屈折率とその最
小主要屈折率との間の差を指す。ごく僅かな量の複屈折性は通常無視してもよい。拡散反
射フィルムのための混合層の場合では、連続相における構成材料は、少なくとも０．０３
、又は０．０５、又は０．１０の複屈折性を呈するのが好ましい。いくつかの場合では、
任意の所与の材料若しくは層は、例えば少なくとも０．０２、又は０．０３、又は０．０
５に指定される場合がある。別の実施例では、隣接するマイクロ層は両方の面内軸に沿っ
て大きな屈折率不整合（Δｎｘ　ｌａｒｇｅ及びΔｎｙ　ｌａｒｇｅ）を有し得るが、こ
の場合、フィルム又はパケットは軸上ミラーとして機能し得る。この点において、本出願
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の目的のため、ミラー又はミラー様フィルムは、波長がパケットの反射帯域内にある場合
に、任意の偏光の垂直入射光を強力に反射する光学体とみなされ得る。再び、「強力に反
射する」は意図される用途又は使用分野によって異なる意味を有する場合があるが、多く
の場合において、ミラーは、関心の波長の任意の偏光の垂直入射光に関して少なくとも７
０、８０又は９０％の反射率を有する。
【００６０】
　先行の実施形態のバリエーションにおいて、隣接するマイクロ層は、ｚ軸に沿って屈折
率整合又は不整合（Δｎｚ≒０又はΔｎｚ　ｌａｒｇｅ）を呈してもよく、不整合は、面
内屈折率不整合と同じ又は反対の極性又は符合であり得る。このようなΔｎｚの調整は、
斜めの入射光線のｐ偏光成分の反射率が入射角の増加に伴って増加するか、減少するか又
は同じままであるかということにおいて、重要な役割を担う。更に別の実施例において、
隣接するマイクロ層は、両方の面内軸に沿った実質的な屈折率整合（Δｎｘ≒Δｎｙ≒０
）、しかしながらｚ軸に沿って屈折率不整合（Δｎｚ　ｌａｒｇｅ）を有することがあり
、この場合フィルム又はパケットは、任意の偏光の垂直入射を強力に透過するが、波長が
パケットの反射帯域内にある場合、漸増する入射角のｐ偏光を漸増的に反射する、いわゆ
る「ｐ偏光子」として機能し得る。
【００６１】
　異なる軸に沿った可能な屈折率差の多くの置換を考慮し、層の総数及びこれらの厚さ分
布並びに多層光学フィルム内に含まれるマイクロ層パケットの数及び種類、可能な多層光
学フィルム２１０及びそのパケットの種類は広範である。本発明者らは、本明細書で引用
された特許文献のいずれか（特許が付与されていようとなかろうと、並びに米国特許局又
はいずれか他の国若しくは特許期間によって開示されていようとなかろうと）に開示され
ている多層光学フィルム、並びに以下の文献を参照し、これらの全ては本明細書に援用す
るものである：米国特許第５，４８６，９４９号（Ｓｃｈｒｅｎｋら）の「Ｂｉｒｅｆｒ
ｉｎｇｅｎｔ　Ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ　Ｐｏｌａｒｉｚｅｒ」；同第５，８８２，７
７４号（Ｊｏｎｚａら）の「Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍ」；米国特許第６，０４５，８９
４号（Ｊｏｎｚａら）の「Ｃｌｅａｒ　ｔｏ　Ｃｏｌｏｒｅｄ　Ｓｅｃｕｒｉｔｙ　Ｆｉ
ｌｍ」；米国特許第６，１７９，９４９号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）の「Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆ
ｉｌｍ　ａｎｄ　Ｐｒｏｃｅｓｓ　ｆｏｒ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｅ　Ｔｈｅｒｅｏｆ」
；米国特許第６，５３１，２３０号（Ｗｅｂｅｒら）の「Ｃｏｌｏｒ　Ｓｈｉｆｔｉｎｇ
　Ｆｉｌｍ」；米国特許第６，９３９，４９９（Ｍｅｒｒｉｌｌら）の「Ｐｒｏｃｅｓｓ
ｅｓ　ａｎｄ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ　ｆｏｒ　Ｍａｋｉｎｇ　Ｔｒａｎｓｖｅｒｓｅｌｙ
　Ｄｒａｗｎ　Ｆｉｌｍｓ　ｗｉｔｈ　Ｓｕｂｓｔａｎｔｉａｌｌｙ　Ｕｎｉａｘｉａｌ
　Ｃｈａｒａｃｔｅｒ」；米国特許第７，２５６，９３６号（Ｈｅｂｒｉｎｋら）の「Ｏ
ｐｔｉｃａｌ　Ｐｏｌａｒｉｚｉｎｇ　Ｆｉｌｍｓ　ｗｉｔｈ　Ｄｅｓｉｇｎｅｄ　Ｃｏ
ｌｏｒ　Ｓｈｉｆｔｓ」；米国特許第７，３１６，５５８号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）の「Ｄ
ｅｖｉｃｅｓ　ｆｏｒ　Ｓｔｒｅｔｃｈｉｎｇ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｆｉｌｍｓ」；ＰＣＴ
国際公開ＷＯ　２００８／１４４１３６（Ａ１）号（Ｎｅｖｉｔｔら）の「Ｌａｍｐ－Ｈ
ｉｄｉｎｇ　Ａｓｓｅｍｂｌｙ　ｆｏｒ　ａ　Ｄｉｒｅｃｔ　Ｌｉｔ　Ｂａｃｋｌｉｇｈ
ｔ」；ＰＣＴ国際公開ＷＯ　２００８／１４４６５６（Ａ２）号（Ｗｅｂｅｒら）の「Ｂ
ａｃｋｌｉｇｈｔ　ａｎｄ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ｕｓｉｎｇ　Ｓａｍｅ」。
【００６２】
　別個にパターン化されることを意図された各内側パケットのマイクロ層の少なくともい
くつかは、選択的な熱処理の前は複屈折性であり、かつまた熱処理の後の最終的なフィル
ム（例えば、図１のゾーン１１２、１１４、１１６）の少なくとも１つのゾーンにおいて
複屈折である。したがって、特定の層パケットの光学反復単位内の第１層が複屈折性であ
ってもよく（即ち、ｎ１ｘ≠ｎ１ｙ又はｎ１ｘ≠ｎ１ｚ又はｎ１ｙ≠ｎ１ｚ）若しくはこ
のようなパケットの光学反復単位の第２層が複屈折性であってもよく（即ち、ｎ２ｘ≠ｎ
２ｙ又はｎ２ｘ≠ｎ２ｚ又はｎ２ｙ≠ｎ２ｚ）又は第１層及び第２層の両方が複屈折性で
あってもよい。更に、１つ以上のこのような層の複屈折性は、少なくとも１つの層におい
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て、隣接するゾーンよりも低減する。いくつかの場合において、これらの層の複屈折率は
ゼロまで低減してもよく、それによってこれらは１つのゾーンにおいて光学的に等方性で
あるが（即ち、ｎ１ｘ＝ｎ１ｙ＝ｎ１ｚ又はｎ２ｘ＝ｎ２ｙ＝ｎ２ｚ）、隣接するゾーン
では複屈折性である。材料の選択及びプロセス条件により、両方の層が最初に複屈折性で
ある場合、これらは、層の１つのみの複屈折性が実質的に低減するか、両方の層の複屈折
性が低減し得るような方法で処理され得る。
【００６３】
　代表的な多層光学フィルム及びその多層パケットは、ポリマー材料から構成され、共押
出、フィルム、キャスト、及びフィルム延伸（stretching）若しくは延伸（drawing）プ
ロセスを含む様々なフロープロセスを使用して作製することができる。典型的に複屈折性
は、これらの様々なフロープロセスの１つ以上を介して、少なくともいくつかの層におい
て発達する。米国特許第５，８８２，７７４号（Ｊｏｎｚａら）の「Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆ
ｉｌｍ」、同第６，１７９，９４９号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）の「Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌ
ｍ　ａｎｄ　Ｐｒｏｃｅｓｓ　ｆｏｒ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｅ　Ｔｈｅｒｅｏｆ」及び
同６，７８３，３４９号（Ｎｅａｖｉｎら）「Ａｐｐａｒａｔｕｓ　ｆｏｒ　Ｍａｋｉｎ
ｇ　Ｍｕｌｔｉｌａｙｅｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ」を参照。多層光学フィルムは
、前述の参照文献のいずれかに記載されるポリマーの共押出によって形成され得る。様々
な層のポリマーは、好ましくは、著しい流れの障害なく共押出され得るように同様のレオ
ロジー的特性（例えば、溶融粘度）を有するように選択される。押出条件は、各ポリマー
を供給流及び溶解流として、連続的かつ安定した様式で、適切に供給、溶解、混合及びポ
ンプ注入するように選択される。各溶解流を形成及び維持するために使用される温度は、
温度範囲の最低における、凍結、結晶化又は不当に大きな圧力の低下を避け、範囲の最高
における材料の分解を避けるような範囲内で選択され得る。制限されることを望むもので
はないが、多層光学フィルム、並びに位相差フィルム及び／又は本開示の複合フィルムの
他の構成要素を作製するのに有用であり得る材料には、例えばポリエチレンテレフタレー
ト（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）、特に「ｃｏＰＥＮｓ」と呼ばれる
ものなどのポリエステル；ポリアクリレート類；及びポリカーボネート類を挙げることが
できる。
【００６４】
　概要として、多層光学フィルムの製作方法は、（ａ）最終的なフィルムに使用される第
１ポリマー及び第２ポリマーと対応する樹脂の少なくとも第１流れ及び第２流れを提供す
る工程と、（ｂ）（ｉ）第１流路及び第２流路を含む勾配プレートであって、第１流路が
流路に沿って第１位置から第２位置まで変化する断面積を有する勾配プレート、（ｉｉ）
第１流路と流体連通する第１の複数の導管及び第２流路と流体連通する第２の複数の導管
を有するフィーダーチューブプレートであって、各導管はその各独自のスロットダイに供
給し、各導管は第１端部及び第２端部を有し、導管の第１端部は流路と流体連通し、導管
の第２端部はスロットダイと流体連通するフィーダーチューブプレート、並びに（ｉｉｉ
）任意により、上記導管の近位に位置する軸方向棒状ヒーターを含むものなどの、好適な
フィードブロックを使用して、第１流れ及び第２流れを複数の層内に分割する工程と、（
ｃ）複合的な流れを押出ダイに通過させて、各層が隣接する層の主表面とほぼ並行である
多層ウェブを形成する工程と、（ｄ）多層ウェブを場合によりキャストホイール又はキャ
ストドラムと称される冷却ロール上にキャストしてキャスト多層フィルムを形成する工程
とを含み得る。このキャストフィルムは最終的なフィルムと同じ数の層を有してもよいが
、キャストフィルムの層は典型的にはこれらの最終的なフィルムのものよりも遥かに厚い
。更に、キャストフィルムの層は典型的には等方性である。
【００６５】
　キャスト多層ウェブを製作する多くの別の方法が使用され得る。やはりポリマーの共押
出を利用する１つのこのような別の方法が米国特許第５，３８９，３２４号（Ｌｅｗｉｓ
ら）に記載される。
【００６６】
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　冷却後、多層ウェブが延伸又は伸張されてほぼ最終的な多層光学フィルムを生成し、こ
の詳細は上記で引用された参照文献に見出すことができる。延伸又は伸張は２つの目標：
これが層をこれらの所望の最終的な厚さまで薄化すること及びこれが層の少なくともいく
らかが複屈折性となるように層を配向させること、を達成する。配向又は伸張は、クロス
ウェブ方向に沿って（例えば、幅出機により）、ダウンウェブ方向に沿って（例えば、長
さ配向装置）又はこれらの任意の組み合わせにより、同時的又は順次的に達成され得る。
一方向にのみに沿って伸張される場合、伸張は「非拘束」（フィルムは伸張方向と垂直な
面内方向で寸法的に弛緩させられる）又は「拘束」（フィルムは拘束され、したがって伸
張方向と垂直な面内方向において寸法的に弛緩させられない）であり得る。両方の面内方
向に沿って伸張された場合、伸張は対称（即ち、垂直な面内方向に沿って等しい）か又は
非対称であり得る。あるいは、フィルムはバッチプロセスにおいて伸張されてもよい。い
ずれにせよ、順次的又は同時的な延伸変形、圧力又は歪み平衡、熱硬化及び他の処理作業
がまたフィルムに適用され得る。
【００６７】
　いくつかの場合において、二段階パターン化のために特に設計され、かつ第１マイクロ
層積み重ね体などの内側層の第１群、第２マイクロ層積み重ね体などの内側層の第２群、
並びに第１群の内側層と第２群の内側層との間に配置され得る反射性及び吸収性遮蔽層を
含み得るパターン化可能な複合フィルムが、様々な構成層の実質的に全部が共押出され、
次にキャストされ、次に同時的に伸張される、単一のフィルム形成作業で作製され得る。
あるいは、二段階パターン化に適合するパターン化可能な複合フィルムは連続的な方法で
作製されてもよく、２つ以上のフィルムが別個のフィルム形成作業で作製され、これらそ
れぞれ又はそのいくつかは共押出、キャスト及び伸張を含んでもよく、生じるフィルムは
その後、選択的な加熱及びパターン化を担う方向付けられた放射線に暴露される前に積層
されるかないしは別の方法で一緒に接合される。
【００６８】
　開示される二段階のパターン化可能な複合フィルムは、これらの光学的、機械的又は化
学的特性のために選択された追加的な層及びコーティングを含むことができる。例えば、
ＵＶ吸収層は主要外側表面の一方又は両方に追加されて、フィルムをＵＶ光により生じる
長期にわたる劣化から保護し得る。追加の層及びコーティングは、引っ掻き抵抗性層、引
き裂き抵抗性層、及び硬化剤も含むことができる。例えば、米国特許第６，３６８，６９
９号（Ｇｉｌｂｅｒｔら）を参照されたい。
【００６９】
　いくつかの場合において、二段階のパターン化複合フィルムを構成する構成ポリマー材
料の１つ、いくつか又は全ての自然の又は固有の吸収性が、吸収性加熱手順のために利用
され得る。例えば、可視領域にわたって低損失である多くのポリマーは、一定の紫外及び
／又は赤外波長において実質的により高い吸収性を有する。このような波長の光へのフィ
ルムの部分の暴露は、このようなフィルムの部分を選択的に加熱するために使用され得る
。その上、遮蔽層を構成する材料の自然の又は固有の吸収性が、内側層の群の間の書き込
み波長の光の必要な遮蔽を提供するために利用され、１つのこのような群を別のこのよう
な群とは別個にパターン修正することを可能にする。
【００７０】
　他の場合において、吸収性染料、顔料又は他の剤が、パターン化可能な複合フィルムの
個別の層又は構成材料のいくつか又は全てに組み込まれて、上記の吸収加熱を促進する及
び／又は遮蔽層の書き込み波長の光の必要な減衰を提供してもよい。いくつかの場合にお
いて、このような吸収剤はスペクトル選択的であり、それによってこれらはある波長領域
において吸収するが別の波長領域において吸収しない。例えば、開示されるフィルムのい
くつかは、偽造防止セキュリティラベルで又は液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）装置又は他の
ディスプレイ装置の構成要素として、可視領域における使用を意図され得るが、この場合
、赤外又は紫外波長において吸収するが可視波長において実質的に吸収しない吸収剤が使
用され得る。更に、吸収剤は、フィルムの１つ以上の選択された層又は材料に添加されて
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もよい。例えば、多層光学フィルムは保護境界層（ＰＢＬ）、積層接着剤層、１つ以上の
表面薄層などの光学的に厚い層によって分離される２つの別個のマイクロ層パケットを含
んでもよく、吸収剤はパケットの一方に組み込まれるが他方には組み込まれないことがあ
り又は両方のパケットに組み込まれるが一方において他方よりも濃度が高いことがある。
更に、拡散反射フィルム（図２Ｂを参照）は、積層接着剤層、１つ以上の表面薄層などの
光学的に厚い中間層によって分離される２つの別個の混合層を含んでもよく、吸収剤は混
合層の一方に組み込まれるが他方には組み込まれないことがあり又は両方の混合に組み込
まれるが一方において他方よりも濃度が高いことがある。
【００７１】
　図２Ｂにおいて、拡散反射光学フィルム２４０の混合層の部分が、概略的な斜視図にお
いて層／フィルムの内部構造又は混合モルホルジーを明らかにしているのが分かる。本発
明者らは、このフィルムを、フィルムがヘイズをほとんど又は全く有さず高度な透明性を
有している場合、拡散的に反射性光学フィルムと呼ぶ（即ち、そのようなフィルムが、所
与の入射方向の光を拡散的に反射し、即ち拡散的に透過し、本明細書に説明された選択的
加熱技法による偏光状態にあるフィルムから生じ、そのようなフィルムへと作製すること
ができるかぎり、フィルムは窓樣の外見を有する）。そのようなフィルムは、開示の実施
形態では遮蔽層として使用されてもよく、好適な吸収特性を有するためにそれが作製され
た場合、開示の実施形態でパターン化可能な拡散反射体又はＳＴＯＦフィルムとして使用
されてもよい。フィルム２４０は局部的なｘ－ｙ－ｚデカルト座標との関連において図示
され、フィルムはｘ及びｙ軸と平行に延び、ｚ軸はフィルムと垂直でありフィルムの厚さ
軸と平行である。フィルム２４０は完全に平坦である必要はなく、湾曲していても、ある
いは多層光学フィルム２３０と接触して上記のように成形されてもよい。フィルム２４０
は、図２の複合フィルム２１０の、及び／又は図１の複合フィルム１１０の遮蔽層及び／
又は機能層の１つを、そのゾーン１１２、１１４、１１６のいずれかで表すと見なすこと
ができ、なぜならば複合フィルム１１０は、互いから連続して次のそのようなゾーンへ延
びる混合層を含むことができるからである。説明したとおり、フィルム２４０は、第１光
透過性ポリマー、即ち連続若しくはマトリックス相２４２の形態にある他の材料、並びに
第２光透過性ポリマー、即ち非連続的若しくは分散相２４４の形態にある他の材料を含む
。
【００７２】
　複合光学フィルム（その拡散反射フィルムが一部である）が方向付けられる具体的な用
途によって、多くの異なる材料を使用して、開示の拡散反射光学フィルムを作製すること
ができる。このような材料としては、シリカ系ポリマーなどの無機材料、液晶などの有機
材料、並びにモノマー、コポリマー、グラフトポリマー及びこれらの混合物又はブレンド
を含むポリマー材料を挙げることができる。所定用途の材料の正確な選択は、特定の軸線
に沿った異なる位相の屈折率における入手可能な望ましい整合及び不整合、並びに得られ
る製品における望ましい物理特性によって決まる。材料のうちの１つが連続相で混合層内
に存在する場合、そのような材料は一般に、所望のスペクトル領域において実質的に透明
であることによって特徴付けられる。
【００７３】
　本明細書に開示の拡散反射フィルム、及び／又はその混合層の少なくとも一部は、実質
的に全体的にポリマー材料から構成されてもよく、しかし、場合によっては非ポリマー材
料も使用されてもよい。いくつかの場合では、２つの異なるポリマー材料のみが使用され
てもよく、他の場合では２つ以上のそのようなポリマー材料が使用されてもよい。
【００７４】
　材料の選択における更なる考慮事項は、得られる拡散反射フィルムが、所望の散乱をも
たらすことができる混合層内で微細な構造体を形成するために、少なくとも２つの別個の
位相を含むことが望ましい。これは、互いに不混和性である２つ以上の材料から光学材料
を鋳造することによって達成することができる。あるいは、光学材料を、互いに不混和性
でない２つの材料で作ることが望ましい場合、並びに、材料のうちの１つが他方の材料よ
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りも高い融点を有する場合、場合によっては、一方の材料の適切な寸法の粒子を、他方の
材料の溶解マトリックス内で、一方の材料の融点以下の温度において組み込みことが可能
である場合がある。得られる混合物は次いで、後に続く及び／又は同時の方向付けを伴っ
て、フィルムにキャストされ、方向付けられた光学フィルム又は本体を作る。
【００７５】
　開示されている拡散反射フィルムでの使用に選択された材料、及びこれらの材料の配向
の度合いは、場合によっては、完成したフィルムの混合層内の異なる材料（その熱処理さ
れたゾーンにおいてであろうと、熱処理されていないゾーンにおいてであろうと）が、関
連する屈折率が実質的に等しい少なくとも１つの軸を有するように選択されてもよい。典
型的には配向方向を横断する軸であるが、必ずしもそうである必要はない軸に関連する屈
折率の整合により、偏光の平面内で実質的に光は反射しない。
【００７６】
　少なくとも１つの材料（例えば分散相の形態において）は、延伸の後に配向の向きに関
連する反射率の減少を呈する場合がある。他の材料（例えば連続層の形態において）が正
である場合、第１材料の負の歪み起因の複屈折性は、配向軸に関連付けられた隣接する位
相の反射率間の差を増加させ、その一方で、配向方向に垂直なその偏光の面との反射光は
僅かなままであるという利点を有する。反射性偏光子が望ましい場合、配向方向に直交す
る面内方向の隣接する相の反射率間の差は、配向の後に、関心の波長帯域（例えば可視）
において約０．０５未満、好ましくは約０．０２未満であるべきである。
【００７７】
　分散相の形態の材料はまた、正の歪み誘起複屈折を呈する場合がある。しかしながら、
これは他の材料（例えば連続層の形態において）の配向方向に垂直な軸の反射率に適合す
るように、熱処理によって変えることができる。熱処理の温度は、連続層における複屈折
性を弛緩されるほど高温にする必要はない。
【００７８】
　分散相内の構造体又は形状の寸法はまた、散乱において有意な効果を有する場合がある
。分散相粒子が小さ過ぎる場合（例えば関心の媒質の約１／３０の波長）、並びに１立方
波長当たり多くの粒子が存在する場合、光学体は任意の所与の軸に沿った２つの位相のど
こかの屈折率間の実行屈折率を備える媒質として機能することができる。そのような場合
、非常に僅かな光が散乱する。粒子が非常に大きい場合、混合層の単位体積当たりに終了
され得る粒子の数は小さくなり、光は粒子の表面から鏡面的に反射され、他の方向に対す
る拡散若しくは分散が非常に小さい。そのような非常に大きな粒子が、ｘ及びｙ方向に沿
ってディスク形状又は平坦にされた場合、イリデッセンス効果（望ましい場合があるか、
又は望ましくない場合がある）が生じる場合がある。粒子が大きくなったとき、光学体の
厚さがより大きくなり、望ましい機械的特性が低下したときに実際の限界もまた到達され
得る。
【００７９】
　位置合わせの後の分散相の粒子の寸法は、光学材料の所望の使用によって調整されても
よい。したがって、例えば、粒子の寸法は、特定の用途における関心の電磁放射線の波長
によって調整されてもよく、可視、紫外線、赤外線、及びマイクロ波放射を反射する、又
は透過するのに必要とされる異なる寸法が必要とされる。一般的に、しかしながら、粒子
の長さは、それらが媒質において、３０で除した関心の電磁放射線の波長よりもおよそ大
きくなるようにする必要がある。
【００８０】
　拡散反射フィルムが低損失反射性偏光子として使用される用途で、粒子は、関心の波長
範囲にわたって、電磁放射線の波長の約２倍よりも大きい、好ましくは波長の４倍超の長
さを有してもよい。粒子の平均直径は、関心の波長範囲にわたって電磁放射線の波長以下
、好ましくは望ましい波長の０．５未満であってもよい。分散相の寸法がほとんどの用途
で二番目の検討事項である一方で、それらは、拡散反射が比較的非常に小さい薄膜用途に
おいては重要となってくる。
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【００８１】
　多くの場合で、屈折率の不一致が散乱を促進するのに頼りになる主な要因であり得る一
方で（例えば拡散ミラー又は偏光子フィルムは、少なくとも１つの面内軸に沿って連続相
及び分散相の屈折率において実質的な不一致を有する場合がある）、分散相の粒子の形状
に対する偏光は、散乱に対する効果を有する場合がある（例えば二次的効果）。したがっ
て、屈折率一致及び不一致において、電界に対して粒子の偏光解消因子は、所与の方向に
おいて散乱の量を低減する、又は増加させることができる。例えば、配向の軸に垂直な面
に沿って取られた断面において分散相が楕円形であるとき（例えば図２Ｂの分散相２４４
を参照）、分散相の楕円断面形状は、後方散乱光及び前方散乱光における非対称拡散に寄
与することができる。この効果は、屈折率不一致によって生じた散乱の量に対して追加又
は損失のいずれかであり得るが、典型的に散乱に対して比較的小さな影響を有する。
【００８２】
　散乱位相粒子の形状はまた、粒子から散乱する光の拡散の度合いに影響を与える場合が
ある。形状の効果は典型的に小さいが、入射光の方向に垂直な面における粒子の幾何学的
断面のアスペクト比が増加し、粒子が比較的大きくなるときに増える。鏡面よりも拡散反
射が望ましい場合には、分散相粒子が、１つ又は２つの互いに直交する寸法におけるいく
つかの波長よりも小さな寸法にされるのが望ましいことが多い。
【００８３】
　低損失拡散反射偏光子に関して、フィルムは一連のロッド樣構造体として連続相内に配
置された分散相から構成されてもよく、これは配向によって、高いアスペクト比を有する
。このアスペクト比は、配向方向に垂直な偏光に対する、その偏光の散乱強度、及び分散
を増加させることによって配向方向に平行な偏光に関する反射を強化することができる。
しかしながら、分散相の粒子又は構造体は多くの異なる形状で設けられてもよい。したが
って、分散相は、ディスク形状、細長いディスク形状、ロッド形状、又は球状であっても
よい。これに関する更なる情報は本願と同一譲受人に譲渡された米国特許出願第６１／３
６０，１２４号（代理人整理番号６６４６９ＵＳ００２）、「Ｄｉｆｆｕｓｅ　Ｒｅｆｌ
ｅｃｔｉｖｅ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　Ｗｉｔｈ　Ｓｐａｔｉａｌｌｙ　Ｓｅｌｅ
ｃｔｉｖｅ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ　Ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ」（２０１０年年６月３
０日出願）に見出すことができる。
【００８４】
　連続／分散相の組み合わせに加えて、拡散反射フィルムの混合層を構成する異なるポリ
マーが共連続相関係で配置されてもよい。共連続相構造体の更なる詳細は米国特許第７，
０５７，８１６号（Ａｌｌｅｎら）に見出すことができる。共連続相構造体における２つ
の相は繊維状であってもよく、相互貫入高分子網目構造（ＩＰＮ）を形成することができ
る。繊維は不規則に配向されてもよく、又は所与の軸に沿って配向されてもよい。他の共
連続システムは、第１材料の連続マトリックス（第１相）を含んでもよく、第２材料は、
マトリックスのセル内に共連続の方式で配置される（第２相）。
【００８５】
　その熱処理されたゾーンにおいて、又は熱処理されていないゾーンにおいて、散乱反射
フィルムの異なる位相で使用される様々な材料は、特定の方向又は軸に沿って異なる屈折
率を有し、これによって、かかる方向若しくは軸に沿って偏光されたいくつかは、隣接す
る位相間の鏡面で屈折し、総じて散乱する。主要なｘ、ｙ及びｚ軸に沿った偏光に関して
、混合層における第１材料（例えば図２Ｂにおいて、連続相２４２の形態における第１の
光透過型ポリマー）の屈折率を、それぞれｎ１ｘ、ｎ１ｙ及びｎ１ｚと称することができ
る。ｘ、ｙ及びｚ軸は例えば、材料の誘電テンソルの主方向に対応し得る。典型的に及び
説明の目的のために、混合層における異なる材料の主方向は一致するが、これは一般的に
妥当する必要はない。混合層の第２材料（第１材料に隣接する）（例えば図２Ｂにおいて
、第２の光透過型ポリマー又は、不連続又は分散相２４４の形態にある他の材料）の屈折
率を同じ軸に沿って、それぞれｎ２ｘ、ｎ２ｙ、ｎ２ｚと称する。これらの層間の屈折率
の差をｘ方向に沿ってΔｎｘ（＝ｎ１ｘ－ｎ２ｘ）、ｙ方向に沿ってΔｎｙ（＝ｎ１ｙ－
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ｎ２ｙ）及びｚ方向に沿ってΔｎｚ（＝ｎ１ｚ－ｎ２ｚ）と称する。混合層のこれらの屈
折率差の本質は、厚さ、構成（例えば混合層内の第１材料及び第２材料の体積分率）、及
び混合モルホルジー（例えば、混合層の第１ポリマーの構造体並びに第２ポリマーの構造
体の寸法、形状、及び分散）は、所与のゾーンにおいて、かかる層の屈折及び透過特性を
制御する。例えば、隣接する位相が、ある面内方向に沿って、大きな屈折率の不整合（Δ
ｎｘが大）を有し、それに直交する面内方向に沿って、小さな屈折率の不整合（Δｎｙ≒
０）を有する場合、フィルム又は混合層は、垂直入射光について拡散反射性偏光子として
作用することができる。この点において、本出願の目的のため、反射性偏光子は、１つの
面内軸（「遮蔽軸」と称される）に沿って偏光された垂直入射光を強力に反射し、垂直な
面内軸（「透過軸」と称される）に沿って偏光されるこのような光を強力に透過する光学
体とみなされ得る。「強く反射する」及び「強く透過させる」は、目的の用途又は利用分
野によっては異なる意味を有することもあるが、多くの場合、拡散反射偏光子は、遮断軸
線に対して少なくとも７０％、８０％、９０％、又は９５％の反射率を有し、通過軸線に
対して少なくとも７０％、８０％、又は８５％の透過（外側表面効果も含む）を有する。
【００８６】
　別の実施例では、隣接する位相は両方の面内軸に沿って大きな屈折率不整合（Δｎｘ　
ｌａｒｇｅ及びΔｎｙ　ｌａｒｇｅ）を有し得るが、この場合、フィルム又は混合層は拡
散ミラーとして機能し得る。この点において、本出願の目的のため、拡散ミラー又はミラ
ー様フィルムは、波長がパケットの反射帯域内にある場合に、任意の偏光の垂直入射光を
強力に拡散反射する光学体とみなされ得る。再び、「強力に拡散反射する」は意図される
用途又は使用分野によって異なる意味を有する場合があるが、多くの場合において、拡散
ミラーは、関心の波長の任意の偏光の垂直入射光に関して少なくとも７０、８０又は９０
％の反射率を有する。
【００８７】
　先行の実施形態のバリエーションにおいて、隣接する位相は、ｚ軸に沿って屈折率整合
又は不整合（Δｎｚ≒０又はΔｎｚ　ｌａｒｇｅ）を呈してもよく、不整合は、面内屈折
率不整合と同じ又は反対の極性又は符合であり得る。このようなΔｎｚの調整は、斜めの
入射光線のｐ偏光成分の反射率が入射角の増加に伴って増加するか、減少するか又は同じ
ままであるかということにおいて、重要な役割を担う。
【００８８】
　異なる軸に沿って、隣接する位相間で、多数の可能性のある屈折率差の置換（混合層の
可能性のある厚さ、混合層の可能性のある組成、及び混合層の可能性のあるモルホルジー
）が存在する。したがって、可能性のある拡散反射フィルム及びその混合層は膨大である
。少なくとも１つの混合創を含む代表的な拡散反射光学フィルムは、米国特許第５，８２
５，５４３号（Ｏｕｄｅｒｋｉｒｋら）、同第６，１７９，９４８号（Ｍｅｒｒｉｌｌら
）、及び同第７，０５７，８１６号（Ａｌｌｅｎら）に開示されている。
【００８９】
　光学フィルムの混合層における位相のうちの１つを形成する少なくとも１つの材料は、
フィルムの少なくとも１つのゾーン（例えば、図１の１１２、１１４、１１６）において
複屈折性である。したがって、混合層の第１相が複屈折性であってもよく（即ち、ｎ１ｘ
≠ｎ１ｙ、又はｎ１ｘ≠ｎ１ｚ、又はｎ１ｙ≠ｎ１ｚ）若しくは混合層の第２相が複屈折
性であってもよく（即ち、ｎ２ｘ≠ｎ２ｙ、又はｎ２ｘ≠ｎ２ｚ、又はｎ２ｙ≠ｎ２ｚ）
又は第１相及び第２相の両方が複屈折性であってもよい。更に、１つ以上のこのような相
の複屈折性は、少なくとも１つの層において、隣接するゾーンよりも低減する。場合によ
っては、これらの相の複屈折性は、ゾーンのうちの１つにおいては光学的に等方性となる
（即ち、ｎ１ｘ＝ｎ１ｙ＝ｎ１ｚ又はｎ２ｘ＝ｎ２ｙ＝ｎ２ｚ）が、隣接するゾーンにお
いては複屈折性となるように、ゼロにまで減少してもよい。材料の選択及びプロセス条件
により、両方の相が最初に複屈折性である場合、これらは、相の１つのみの複屈折性が実
質的に低減するか、両方の層の複屈折性が低減し得るような方法で処理され得る。
【００９０】
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　代表的な拡散反射光学フィルムは、ポリマー材料から構成され、本願と同一譲受人に譲
渡された米国特許出願第６１／３６０，１２４号（代理人整理番号６６４６９ＵＳ００２
）、「Ｄｉｆｆｕｓｅ　Ｒｅｆｌｅｃｔｉｖｅ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　Ｗｉｔｈ
　Ｓｐａｔｉａｌｌｙ　Ｓｅｌｅｃｔｉｖｅ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ　Ｒｅｄｕｃ
ｔｉｏｎ」（２０１０年６月３０日出願）に記載されている技法を使用して作製すること
ができる。米国特許第６，１７９，９４９号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）、「Ｏｐｔｉｃａｌ　
Ｆｉｌｍ　ａｎｄ　Ｐｒｏｃｅｓｓ　ｆｏｒ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｅ　Ｔｈｅｒｅｏｆ
」もまた参照されたい。
【００９１】
　既に言及したように様々な吸収剤が、開示の複合フィルムの位相差フィルム及び／又は
反射フィルムに使用されて、放射ビームによる二段階のパターン化性を強化することがで
きる。可視スペクトルで機能する光学フィルム、染料、顔料又は紫外及び赤外（近赤外を
含む）領域において吸収する他の添加剤が使用され得る。いくつかの場合において、フィ
ルムのポリマー材料が実質的により低い吸収性を有するスペクトル領域において吸収する
剤を選択することが有利である場合がある。このような吸収剤を複合フィルムの選択され
る層に組み込むことにより、向けられた放射線が、フィルムの全体的厚さに対してよりも
選択された層に優先的に熱を供給することができる。代表的な吸収剤は、これらが関心の
選択される層の組へと埋め込まれ得るように溶融押出可能であり得る。この目的のために
、吸収剤は、押出のために要求されるプロセス温度及び滞留時間において、好ましくは適
度に安定である。いくつかの潜在的なＩＲ染料としては、Ｅｐｏｌｉｎ，Ｉｎｃ．から商
標名Ｅｐｏｌｉｇｈｔ（商標）として入手可能なニッケル、パラジウム及びプラチナベー
スの染料のいずれかが挙げられる。他の好適な候補としては、ＣｏｌｏｒＣｈｅｍ　Ｉｎ
ｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｃｏｒｐ．（Ａｔｌａｎｔａ，Ｇｅｏｒｇｉａ）から入手可能
なＡｍａｐｌａｓｔ（商標）商標の染料が挙げられる。他の可能性のある好適な吸収剤が
、米国特許第６，２０７，２６０号（Ｗｈｅａｔｌｅｙら）、「Ｍｕｌｔｉｃｏｍｐｏｎ
ｅｎｔ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｂｏｄｙ」に見出すことができる。
【００９２】
　いくつかの場合においては、吸収剤は非線形吸収剤であってもよく、即ち、これは光エ
ネルギー吸収係数が強度又はフルーエンスと独立である組成物であるか又はこれを含み得
る（強度とは単位面積単位時間当たりのエネルギーを指し、フルーエンスは単位面積当た
りのエネルギー密度又はエネルギーを指す）。非線形光吸収剤は、例えば、二光子吸収型
又は逆可飽和吸収型であり得る。
【００９３】
　二光子吸収プロセスは、光子エネルギーが材料の線形励起のために必要とされるエネル
ギーのおよそ半分に相当する、非線形光吸収プロセスである。吸収性材料の励起はしたが
って、２つの低エネルギー光子の同時的な吸収を必要とする。有用な二光子吸収剤の例と
しては、大きな多光子断面積を呈するもの、例えば、ＰＣＴ国際公開特許ＷＯ　９８／２
１５２１号（Ｍａｒｄｅｒら）及び同ＷＯ　９９／５３２４２（Ｃｕｍｐｔｓｏｎら）に
記載される、Ｒｈｏｄａｍｉｎｅ　Ｂ（即ち、Ｎ－［９－（２－カルボキシフェニル）－
６－（ジエチルアミノ）－３Ｈ－キサンテン－３－イリデン］－Ｎ－エチルエタンアミニ
ウムクロライド及びＲｈｏｄａｍｉｎｅ　Ｂのヘキサフルオロアンチモネート塩）及び４
種類の光増感剤が挙げられる。
【００９４】
　逆可飽和吸収プロセスはまた、場合により、励起状態吸収とも称され、基底状態から励
起状態への誘起のための断面積よりも遥かに大きい、吸収プロセスに含まれる励起状態の
ための吸収断面積によって特徴付けられる。合計光吸収率は基底状態吸収率及び励起状態
吸収率の両方を含む。逆可飽和吸収材料の例としては、例えば、メタロフタロシアニン、
ナフタロシアニン、シアニン、フラーレン、金属ナノ粒子、金属酸化物ナノ粒子、金属ク
ラスター化合物、ポルフィリン、インダンスロン誘導体及びオリゴマー又はこれらの組み
合わせが挙げられる。メタロフタロシアニンの例としては、例えば、銅フタロシアニン（
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ＣｕＰＣ）及び第ＩＩＩＡ族（Ａｌ、Ｇａ、Ｉｎ）及び第ＩＶＡ族（Ｓｉ、Ｇｅ、Ｓｎ、
Ｐｂ）の金属又は半金属を含むフタロシアニンが挙げられる。ナフタロシアニンの例とし
ては、例えば、ケイ素（ＳｉＮＣ）スズ（ＳｎＮＣ）及び鉛（ＰｂＮＣ）のフタロシアニ
ン誘導体が挙げられる。シアニンの例としては、例えば、１，３，３，１’，３’，３’
－ヘキサメチルインドカルボシアニンイオダイド（ＨＩＴＣＩ）が挙げられる。フラーレ
ンの例としてはＣ６０及びＣ７０フラーレンが挙げられる。金属ナノ粒子の例としては、
金、銀、アルミニウム及び亜鉛ナノ粒子が挙げられる。金属酸化物ナノ粒子の例としては
、二酸化チタン、アンチモンスズ酸化物及び二酸化ジルコニウムナノ粒子が挙げられる。
金属クラスターの実施例としては、鉄トリコバルト金属クラスター例えば、ＨＦｅＣｏ３

（ＣＯ）１２及びＮＥｔ４ＦｅＣＯ３（ＣＯ）１２が挙げられる。ポルフィリンの例とし
ては、テトラフェニルポルフィリン（Ｈ２ＴＰＰ）、亜鉛テトラフェニルポルフィリン（
ＺｎＴＰＰ）及びコバルトテトラフェニルポルフィリン（ＣｏＴＰＰ）が挙げられる。イ
ンダンスロン誘導体の例としては、非置換インダンスロン、酸化インダンスロン、クロロ
インダンスロン及びインダンスロンオリゴマーが挙げられる。
【００９５】
　ここで図３を参照すると、これはゾーン１１２及びゾーン１１６の境界の領域１１８の
付近における、図１の複合フィルム１１０の一部の概略断面図を図示する。フィルム１１
０のこの展開図において、狭い移行ゾーン１１５は、ゾーン１１２を隣接するゾーン１１
６から分離するものとして見ることができる。このような移行ゾーンはプロセスの詳細に
よって存在してもしなくてもよく、かつこれが存在しない場合、ゾーン１１６は、有意に
介在する機構なしに、ゾーン１１２と直接隣接してもよい。フィルム１１０の構造体の詳
細を見ることができる：フィルムは別個にパターン化可能な位相差フィルム３１０、３１
２（これは表面薄層であってもよい）をその両側に含み、複数の分散相３１４及び他の複
数の分散相３１６はフィルム３１０，３１２の間に配置される。分散相３１４は、第１遮
蔽層を形成してもよく、分散相３１６は第２遮蔽層を形成してもよい。これらの群の分散
相の間には別のパターン化可能な位相差フィルム３１５があり、これは例えば保護境界層
（ＰＢＬ）であってもよい。マイクロ層３１４、３１６は全て、外側表面薄層によりフィ
ルム１１０の内側にある。
【００９６】
　図３の代替の説明において、要素３１０はパターン化可能な位相差フィルムであっても
よく要素３１４は、遮蔽層として機能する分散相パケットであってもよく、要素３１６は
、パターン化可能な反射フィルムとして機能する分散相パケットであってもよく、並びに
要素３１５及び３１２は、非複屈折要素であってもよく、例えば要素３１５は、従来の接
着層であってもよく、並びに要素３１２は従来の基板であってもよい。かかる場合には、
第１放射ビームは要素３１０の第１の光の位相差を、第１のパターンにおける第２の光の
位相差（例えばゼロ位相差）に変更するために使用されてもよく、第２放射ビームは、要
素３１６の第１の反射特性を第２の反射特性に変更するために使用されてもよい。説明を
容易にするために、図３のこの代替説明は、特に指定されない限り、図３の残りに関して
想定される。
【００９７】
　マイクロ層３１４、３１６は好ましくはそれぞれ光学反復単位に構成された２つの交互
のポリマー材料を含み、各マイクロ層３１４、３１６は図示されるようにゾーン１１２か
ら隣接するゾーン１１６まで横方向又は横断方向様式で連続的に延びる。マイクロ層３１
６は、強め合う干渉又は弱め合う干渉によってゾーン１１２に第１の反射特性をもたらし
ており、このゾーンにおいてマイクロ層３１６の少なくとも一部は複屈折性である。位相
差フィルム３１０は、ゾーン１１２において第１の位相差をもたらす。第１の反射特性及
び第１相差は組み合わされて、ゾーン１１２において全体的に第１の複合光学特性を備え
る複合フィルムをもたらす。ゾーン１１５、１１６において、フィルム１１０の構成要素
は、先に、ゾーン１１２でこれらが有したのと同じ各光学特性を有してもよく、マイクロ
層３１６及び位相差フィルム３１０の一方又は両方がこれに対する、ゾーン１１６におけ
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るこれらの各層のいくらかの複屈折性を低減させるか又は排除し、同時に、複合層が、第
１の複合光学特性とは異なる、第２の複合光学特性をゾーン１１６で有するように、処理
ゾーン１１６におけるこれらの層の構造的一体性を維持し、かつまたゾーン１１２におけ
るこれらの層の複屈折性を維持する。ゾーン１１６におけるマイクロ層３１６及び／又は
位相差フィルム３１０の低減された複屈折性は主に、ゾーン１１２における第１の複合光
学特性と、ゾーン１１６における第２の複合光学特性との間の差の原因となる。
【００９８】
　図に示されるように、フィルム１１０は、ゾーン１１２における特徴的な厚さｄ１、ｄ
２及びゾーン１１６における特徴的な厚さｄ１’、ｄ２’を有する。厚さｄ１、ｄ１’は
各ゾーンにおける、フィルムの前部外側表面からフィルムの後部外側表面まで測定される
物理的厚さである。厚さｄ２、ｄ２’は、フィルムの前面の最も近くに配置されるマイク
ロ層（マイクロ層パケットの一端）から、フィルムの後面の最も近くに配置されるマイク
ロ層（典型的には異なるマイクロ層パケットの端部の）まで測定される物理的厚さである
。したがって、ゾーン１１２におけるフィルム１１０の厚さとゾーン１１６におけるフィ
ルムの厚さを比較しようとする場合、いずれの測定がより便利であるかによって、ｄ１と
ｄ１’又はｄ２とｄ２’の比較を選択してもよい。ほとんどの場合、ｄ１とｄ１’との比
較は、ｄ２とｄ２’との比較と実質的に同じ結果（比例的に）をもたらすであろう。（言
うまでもなく、フィルムが外側の表面薄層を備えておらず、マイクロ層パケットがフィル
ムの外表面の両方で終端する場合、ｄ１とｄ２は同じとなる）。しかしながら、著しい不
一致が存在する場合、例えば、表面薄層がある場所と別の場所で有意な厚さの変化を経験
するが、下部のマイクロ層において対応する厚さの変化が存在しない場合、又はその逆の
場合、表面薄層は典型的に、マイクロ層パケットと比較してフィルムの反射特性に僅かな
効果しか有さないという事実を考慮し、異なるゾーンにおける全体的なフィルム厚さをよ
り代表するものとしてｄ２及びｄ２’パラメーターを使用することが望ましい場合がある
。
【００９９】
　光学的に厚い層によって互いに分離する２つ以上の別個のマイクロ層パケットを含む多
層光学フィルムに関し、任意の所定のマイクロ層パケットの厚さもまた、ｚ軸に沿ったパ
ケットの最初のマイクロ層から最後のマイクロ層までの距離として測定し特徴付けること
ができる。この情報は、フィルム１１０の、異なるゾーン１１２、１１６の物理的特性を
比較する、より徹底した分析においてより顕著となり得る。
【０１００】
　言及したように、ゾーン１１６は選択的な熱の適用を用いて処理され、マイクロ層３１
６及び／又は位相差フィルム３１０の少なくとも一部がそれらの複屈折性をの一部又は全
てを、隣接するゾーン１１２におけるそれらの複屈折性に対して失わせ、これによってゾ
ーン１１６は、フィルム３１０によりもたらされた光学位相差と相まって、マイクロ層か
らの光の強め合う干渉又は弱め合う干渉から生じる、ゾーン１１２の光学特性とは異なる
光学特性を呈する。選択的な加熱プロセスは、ゾーン１１６に対する選択的な圧力の適用
を含まないことがあり、これはフィルムに対する厚さの変化を実質的に生じないことがあ
る（パラメーターｄ１／ｄ１’又はパラメーターｄ２／ｄ２’のいずれを使用しても）。
例えば、フィルム１１０は、ゾーン１１６において、ゾーン１１２又は非処理のフィルム
で観察される厚さの通常の変動を超えない範囲でゾーン１１２の平均厚さからずれる、平
均厚さを呈することがある。したがって、ゾーン１１６の熱処理の前に、フィルム１１０
は、ゾーン１１２又はゾーン１１２及びゾーン１１６の一部を包含するフィルムの領域に
わたり、厚さの変動（ｄ１又はｄ２）Δｄを呈することがあり、ゾーン１１６はゾーン１
１２の空間的な平均厚さｄ１、ｄ２（それぞれ）とΔｄを超えない範囲で異なる空間的な
平均厚さｄ１’、ｄ２’を有し得る。パラメーターΔｄは、例えば、厚さｄ１又はｄ２の
空間的分布における、１つ、２つ又は３つの標準偏差を表し得る。
【０１０１】
　いくつかの場合において、ゾーン１１６の熱処理は、ゾーン１１６におけるフィルム厚



(30) JP 5992908 B2 2016.9.14

10

20

30

40

50

さに一定の変化を生じ得る。これらの厚さの変化は例えば、複合フィルム１１０を構成す
る異なる材料の局部的な収縮及び／又は拡大から生じることがあり又は他のいくつかの熱
により誘起される現象から生じることがある。しかしながら、このような厚さの変化は、
生じる場合、処理ゾーン１１６の複合光学特性へのこれらの影響において、処理ゾーンに
おける複屈折性の低減又は排除が担う主な役割と比較して、二次的な役割のみを担う。多
くの場合において、フィルムに皺ができるのを避けるため、又は他の理由のために、内部
パターン化を達成する選択的な熱処理の間、フィルムの縁部を張力下において保持するこ
とが望ましい場合がある。適用される張力の程度、及び熱処理の詳細はまた、処理ゾーン
においてある程度の厚さの変化を生じ得る。
【０１０２】
　いくつかの場合において、フィルムの反射特性を分析することにより、複屈折性の変化
から厚さの変化の効果を見分けることが可能である。例えば、非処理ゾーン（例えば、ゾ
ーン１１２）のマイクロ層が左帯域端（ＬＢＥ）、右帯域端（ＲＢＥ）、中央波長λｃ及
びピーク反射率Ｒ１によって特徴付けられる反射帯域を提供する場合、これらのマイクロ
層の所与の厚さの変化（マイクロ層の屈折率は変化しない）は、Ｒ１とおよそ同じピーク
反射率Ｒ２を有するが、非処理ゾーンの反射帯域のこれらの特徴に対して波長が比例的に
シフトしたＬＢＥ、ＲＢＥ及び中央波長を有する処理ゾーンの反射帯域を生成し、このシ
フトが測定され得る。一方で、複屈折性の変化は典型的に、複屈折性の変化によって生じ
る光学的厚さの変化（通常は非常に小さい）の結果として、ＬＢＥ、ＲＢＥの波長及び中
央波長の非常に小さなシフトのみを生成する（光学的厚さは物理的厚さ×屈折率であるこ
とを想起されたい。）複屈折性の変化はしかしながら、マイクロ層積み重ね体の設計によ
って、反射帯域のピーク反射率に大きな、又は少なくとも有意な影響を有する。したがっ
て、いくつかの場合において、複屈折性の変化は、修正ゾーンの反射帯域においてＲ１と
実質的に異なるピーク反射率Ｒ２を提供してもよく、当然Ｒ１及びＲ２は、同じ照明条件
及び観察条件下で比較される。Ｒ１及びＲ２が百分率で表現される場合、Ｒ２はＲ１と少
なくとも１０％又は少なくとも２０％又は少なくとも３０％異なってもよい。明確な例と
して、Ｒ１は７０％であり得、Ｒ２は６０％、５０％、４０％以下であり得る。あるいは
、Ｒ１は１０％であり得、Ｒ２は２０％、３０％、４０％以上であり得る。Ｒ１及びＲ２

はまた、これらの比率を取ることによって比較され得る。例えば、Ｒ２／Ｒ１又はその逆
数は、少なくとも２、又は少なくとも３であり得る。
【０１０３】
　複屈折性の変化による、隣接する層間の屈折率の差の変化から生じる境界面反射率（場
合により光学能と称される）の変化の指標となる程度の、ピーク反射率の有意な変化はま
た、典型的には反射帯域の帯域幅における少なくともいくらかの変化を伴い、帯域幅はＬ
ＢＥとＲＢＥとの間の分離を指す。
【０１０４】
　記載したように、いくつかの場合において処理ゾーン１１６におけるフィルム１１０の
厚さ、即ちｄ１’又はｄ２’は、選択的な圧力が熱処理中にゾーン１１６に実際に適用さ
れなくても、非処理ゾーン１１２のフィルムの厚さとは若干異なる場合がある。この理由
のために、図３はｄ１’をｄ１と僅かに異なるものとして、ｄ２’をｄ２と僅かに異なる
ものとして記載する。移行ゾーン１１５はまた、一般的に図示され、「突出部」又は他の
検出可能なアーチファクトが、選択可能な熱処理の結果としてフィルムの外側表面に存在
し得る。しかしながらいくつかの場合において、処理は、隣接する処理ゾーンと非処理ゾ
ーンとの間に検出可能なアーチファクトを生じない場合がある。例えば、いくつかの場合
において、ゾーン間の境界を横断するように指を滑らせる観察者がゾーン間に突出部、隆
起部又は他の物理的アーチファクトを検出しない場合がある。
【０１０５】
　いくつかの場合において、処理ゾーンと非処理ゾーンとの間の厚さの差がフィルムの厚
さを通じて比例的でない可能性がある。例えば、いくつかの場合において、外側表面薄層
が、処理ゾーンと非処理ゾーンとの間の、百分率の変化として表現される比較的小さな厚
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さの差を有する一方で、１つ以上の内部マイクロ層パケットが、同じゾーンの間でやはり
百分率の変化として表現されるより大きな厚さの差を有し得る可能性がある。
【０１０６】
　図４は、内部パターン化を組み込む別の複合光学フィルム４１０の一部の概略断面図を
図示し、内部パターン化がフィルムの一段階においてのみ達成される。フィルム４１０は
、表面薄層４１２、４１４の間に狭持された階層又は層４１６内に存在するマイクロ層の
パケットを含む。マイクロ層の全てがフィルム４１０の内部にある。（別の実施形態にお
いて、一方又は両方の表面薄層が省かれてもよく、その場合、一方若しくは両方のＰＢＬ
又はパケット内の最外方のマイクロ層が、外側の層となってもよい。）マイクロ層はフィ
ルムの少なくともいくつかのゾーン又は領域において複屈折性であり、フィルムの少なく
とも隣接するゾーン間で横方向又は横断方向の様式で延びる少なくともいくつかのマイク
ロ層を含む。マイクロ層は、フィルムの少なくとも第１の非処理ゾーン４２２の光の強め
合う又は弱め合う干渉に関する第１反射特性を提供する。フィルム４１０は、やはり光の
強め合う又は弱め合う干渉と関連するが第１反射特性とは異なる第２反射特性を提供する
ため、隣接するゾーン４２０、４２４において、これらのゾーンにいずれの圧力も選択的
に適用することなく、選択的に加熱された。（この文脈において「第１反射特性」及び「
第２反射特性」は、マイクロ層のパケットのみに又はフィルム全体に関するものとして解
釈され得ることに留意する。）これらの反射特性の差は、反射光又は透過光において、処
理ゾーンと非処理ゾーンとの間の色の差として観察者に知覚され得る。それぞれの色及び
その間の差はまた、典型的には入射角と共に変化又はシフトする。フィルム４１０はゾー
ン４２０、４２２、４２４で実質的に同じフィルム厚さを有してもよく又はフィルム厚さ
はこれらのゾーン間で若干変化してもよいが、ゾーンの間のフィルム厚さのいずれかの差
は、第１反射特性と第２反射特性との間の差の主な原因とはならない。ゾーン４２０、４
２２、４２４は、階層又は層４１６内の平行線模様によって示されるように、フィルムの
内部又は内側にあるパターンを形成する。平行線模様の領域のマイクロ層の少なくともい
くつかは、ゾーン４２２又は他の非処理ゾーンにおけるこれらの複屈折性と比較して低減
した複屈折性（ゼロ複屈折性を含む）を有する。
【０１０７】
　図４の代替の説明において、要素４１６はパターン化可能な位相差フィルムであっても
よい。かかる場合には、第１放射ビームは要素４１６の第１の光の位相差を、あるパター
ンにおける第２の光の位相差（例えばゼロ位相差）に変更するために使用されてもよい。
ゾーン４２２における位相差は、位相差フィルム４１６によってもたらされる最初の位相
差であってもよく、ゾーン４２０及び４２４における位相差は、位相差フィルム４１６を
構成する複屈折材料の熱弛緩により得られる、低減された位相差（ゼロ位相差を含む）で
あってもよい。
【０１０８】
　図４Ａは、内部パターン化を備える別の複合光学フィルム４３０の一部の概略断面図で
あるが、二段階のフィルムで別個に達成される。図４Ａの一定の構成要素又は要素は図４
におけるものと同じ参照番号、即ち、表面薄層４１２、４１４及びゾーン４２０、４２２
及び４２４を有し、これらが図４の対応する構成要素と同じ又は同様であることを示し、
これらは上記で既に説明されており、ここで繰り返される。更に、図４の階層又は層４１
６は図４Ａにおいて、二段階パターン化を可能にするために３つの層又は階層４１６ａ～
ｃと置換されている。層４１６ａは図４の層４１６と同一であってもよく、同じ平行線模
様の領域はまた、層４１６ａにおける平行線模様の無い領域に対して低減された複屈折性
を示す。層４１６ａは、ゾーン４２２における第１光学位相差、及びゾーン４２０、４２
４において低減された第２の光学位相差（ゼロ位相差を含む）を備える、第１放射ビーム
によってパターン化位相差フィルムであると仮定する。層４１６ｃは、マイクロ層のパケ
ットを含む、パターン化可能な反射フィルムであってもよい。この層４１６ｃは、層４１
６ｃ（例えばゾーン４３４）の網状の陰影が付けられていない（uncrosshatched）領域に
おいて第１の反射特性と、網状の陰影が付けられた領域（ゾーン４３２、４３６）におい



(32) JP 5992908 B2 2016.9.14

10

20

30

40

50

て第２の反射特性をもたらす。
【０１０９】
　位相差フィルム４１６は好ましくは、書き込み波長を含む第１の放射ビームの好適に方
向付けられた光に暴露された際に、第１光学位相差が、このような光に暴露された層４１
６ａの部分（ゾーン４２０、４２４）において第２の光学位相差へと変わる程度まで吸収
加熱されることを可能にする、吸収特性を有する。同様に、層４１６ｃのマイクロ層パケ
ットは好ましくは、書き込み波長を含み得る、第２の放射ビームの好適に方向付けられた
光に暴露された際に、これが、このような異なる光に暴露された層４１６ｃの部分（ゾー
ン４３２、４３６）において第１反射特性が第２反射特性へと変わる程度まで層４１６ａ
とは別個に吸収加熱されることを可能にする、吸収特性を有する。層４１６ａ、４１６ｃ
のいずれか又は両方のこれらの吸収特性は、染料又は顔料などの好適な吸収剤をその構成
層に組み込むことによって達成され得る。
【０１１０】
　二段階パターン化複合フィルム４３０はまた、好ましくは層４１６ａ、４１６ｃの間に
配置される遮蔽層４１６ｂを含む。遮蔽層４１６ｂは、書き込み波長を含む第１光線がフ
ィルム４３０のゾーン４２０、４２４で方向付けられて層４１６ａの第１光学位相差を第
２光学位相差に変えることができ、一方でこのようなゾーンにおいて層４１６ｃの第１反
射特性を第２反射特性に変えないように、書き込み波長における十分な量の光を遮蔽する
。遮蔽層４１６ｂは、書き込み波長を含む第１光線がフィルム４３０のゾーン４３２、４
３６で方向付けられて層４１６ｃの第１反射特性を第２反射特性に変えることができ、一
方でこのようなゾーンにおいて層４１６ａの第１光学位相差を第２光学位相差に変えない
ように、書き込み波長における十分な量の光を遮蔽することもできる。遮蔽層は主に、書
き込み波長の光を吸収することにより、書き込み波長の光を反射することにより又は吸収
及び反射の組み合わせにより、この機能性を達成し得る。遮蔽層の設計及び各書き込み可
能な層４１６ａ、４１６ｃの閾値特性により、第１光線及び第２光線はフィルム４３０の
同じ側又は主表面に入射してもよく又はこれらは反対側に入射してもよい。いくつかの設
計において、第１光ビーム及び第２光ビームはまた、フィルムに対して異なる入射角を有
し得る。例えば、第１光ビームは実質的に垂直入射で供給されてもよく、第２光ビームは
フィルムに対して大きく傾いた角度で供給されてもよい。
【０１１１】
　重要であり得る遮蔽層４１６ｂの別の態様は、面内特性が同じである又は互いに異なる
度合いである。換言すると、遮蔽層は、入射光の偏光状態と独立であるか、これに弱く依
存するか又は強く依存する遮蔽特性を有し得る。更に換言すると、遮蔽層は回転対称であ
ってもよく又はこれは代わりに、垂直軸即ちｚ軸を中心とした回転に関して異なる度合い
の回転対称性を有してもよい。一方の極端な状態において、遮蔽層はｚ軸を中心に実質的
に回転対称であってもよく、それによって書き込み波長における直線偏光垂直入射光は、
遮蔽層のいずれの面内軸（例えば、ｘ軸又はｙ軸）と偏光が位置合わせされるかにかかわ
らず、同じ量で又は同じ程度遮蔽される。別の極端な状態において、遮蔽層は高度に回転
非対称であってもよく、それによって書き込み波長における直線偏光垂直入射光は、一方
の面内軸（例えば、ｘ軸）と位置合わせされる場合に強力に遮蔽され、垂直な面内軸（例
えば、ｙ軸）と位置合わせされる場合に強力に透過する。したがって、遮蔽層は例えば反
射性偏光子又は吸収性偏光子であるか又はこれを含み得る。このような場合、遮蔽層は書
き込み波長における第１光ビームを実質的に遮蔽し（吸収又は反射により）、書き込み波
長における第２光ビームを実質的に透過してもよく、第１光ビーム及び第２光ビームはこ
れらの偏光状態のみ異なり、これらの入射角は同じであってもよい。このような回転非対
称な遮蔽特性はまた電磁スペクトルの特定の反射帯域に限定される場合があり、これを超
えると遮蔽層は任意の偏光の入射光を透過し、遮蔽しない。かかる反射帯域は、入射角度
と共にシフトしてもよい。
【０１１２】
　遮蔽層の詳細に関わらず、複合フィルム４３０の少なくとも２つの機能層又はフィルム
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は個々にパターン化されてもよく、あるいは単一の波長若しくは波長帯域を使用して「書
き込まれ」てもよく（書き込み波長、と呼ばれる）、又はそれらは異なる書き込み波長を
有する放射ビームを使用して個々にパターン化されてもよい。各段階のパターン（例えば
、層４１６ａに関する段階のゾーン４２０、４２４及び層４１６ｃに関する段階のゾーン
４３２、４３６）は、観察者又は平面図の視点から、所望により完全に重複しているか、
完全に重複していないか又は部分的に重複している場合がある。別個のパターン化が、書
き込み波長を少なくとも部分的に遮蔽する遮蔽層によって促進され得る。書き込み波長の
光は例えば、レーザーによって供給される場合がある。遮蔽層は、複合フィルムが遮蔽層
の一方の側でレーザー照射に供された際に不十分な光学能が他方の側に供給され、不十分
な熱伝導が同様に可能にされ、それによって他方の側の書き込み可能なフィルムが実質的
に損なわれていないままであり、その初期光学特性の少なくとも一部を維持するような方
法で吸収又は反射し得る。二段階の書き込み可能な複合フィルムの単純な構成体は、した
がって３つの層若しくはフィルム、例えば、レーザー書き込み可能な位相差フィルム、レ
ーザー書き込み可能な反射フィルム（例えば、光の特定の波長又は色、のみを反射するこ
とができる、あるいはフィルムを拡散反射する、多層光学フィルム）、及び介在する遮蔽
層を含んでもよい。本方法の単純な実施形態は、フィルムの第１面上の第１のレーザー書
き込み、よってこの第１面上のフィルムのみの光学特性（例えば光学位相差）の修正を、
次いで複合フィルムの反対側の、即ち第２面上のレーザー書き込み、よってこの第２面上
のフィルムのみの光学特性（例えば反射特性）の修正を含んでもよい。
【０１１３】
　遮蔽層は、関心のレーザー波長（書き込み波長）へと微調整された多層反射性パケット
（回転対称又は非対称）であるか又はこれを含み得る。例えば、遮蔽層はスペクトルの赤
外（ＩＲ）部分のレーザー書き込み波長と重複する、垂直入射における反射帯域を有する
マイクロ層パケットであるか又はこれを含み得る。あるいは、遮蔽層は書き込み波長にお
いて吸収する染料又は顔料などの吸収剤を充填した内部層であるか又はこれを含み得る。
この場合、第１及び／又は第２のレーザー書き込み可能なフィルムは一定量の同じ吸収剤
又は一定量の異なる吸収剤を含み得る。
【０１１４】
　ＩＲ波長は多くの場合、放射処理中にフィルムを選択的に加熱するために特定の有用性
を有するが、可視及び紫外線（ＵＶ）波長がまた、書き込み波長のために想到される。遮
蔽層はしたがって、同様に、これらのスペクトル領域での使用のために調整され得る。異
なる書き込み波長を有する放射ビームは、複合フィルムの異なる機能層若しくはフィルム
をパターン化するために使用されてもよい。例えば、第１の書き込み波長は、赤外線光学
波長であってもよく、第２の書き込み波長は７００ｎｍ未満であってもよい。他の実施例
では、第１及び第２の書き込み波長は異なる赤外線波長、例えば８０８ｎｍ及び１０６４
ｎｍであってもよい。
【０１１５】
　遮蔽層は書き込み波長における入射光を全て遮蔽する必要はない。むしろ、遮蔽層は、
含まれる場合、入射光線の視点から遮蔽層の後ろ側に配置される書き込み可能なフィルム
の望ましくない処理又は修正を防ぐために十分なだけ入射エネルギーを遮蔽することのみ
を必要とする。典型的には、各書き込みフィルムは、フィルムの最初の光学特性に対する
生じる修正が（例えば反射光又は透過光で、あるいは偏光で）顕著であるか又は検出可能
であるように、そのフィルムの光学特性を十分に変更するために必要な、書き込み可能な
パケットに関連する第１の又は下限エネルギーレベルを有する。このより下限エネルギー
レベルは、所与の書き込み可能なフィルムの吸収特性の関数である。同様に、各書き込み
フィルムは典型的に、それらと第２又は上限のエネルギー値と関連付け、その上ではその
複屈折性は実質的に完全に除去され、即ちその構成材料若しくは層の少なくとも１つは等
方性となる。各書き込み可能フィルムに関し、これらの下限及び上限エネルギーレベルは
、閾値フルーエンス及び走査速度（例えば、レーザープロセスシステムにおいて）に関連
し得る。所与の走査速度において、光線強度又はフルーエンスを考慮し、これらの下限及



(34) JP 5992908 B2 2016.9.14

10

20

30

40

50

び上限ＩＬ及びＩＵをそれぞれ指定することが便利である。
【０１１６】
　図４Ａのものに対する代替の実施形態において、二段階の書き込み可能な複合フィルム
は２つの別個の書き込み可能な光学フィルムだけでなく、３つ又はそれ以上の光学フィル
ムを含んでもよい。このような実施形態は、これらが少なくとも２つの別個の書き込み可
能フィルムを含むために、依然として二段階書き込み可能多層光学フィルムと称される。
別個の遮蔽層が、隣接するかないしは別の方法で隣り合う書き込み可能フィルムの各対の
間に提供され得る。例えば、図４Ａを参照し、層４１６ｃと同様の別の書き込み可能な階
層又は層並びに遮蔽層４１６ｂと同様の遮蔽層が、層４１６ｃと表面薄層４１４との間又
は層４１６ａと表面薄層４１２との間に含まれ得る。様々な書き込み可能フィルム及び遮
蔽層はパケットが、例えば、フルーエンス、入射角、入射側（即ち、光線が複合フィルム
の頂面から入射するか又は底面から入射するか）及び／又は偏光において互いに異なる、
方向付けられた光線で個別に書き込まれるか又は処理され得る（即ち、選択的に加熱され
てその個別の材料の複屈折性を低減させる）ように調整される。製造目的における便利さ
のために、書き込み可能フィルム及び遮蔽層のいくつかの組み合わせは、少なくとも３つ
の書き込み可能フィルムが、その全てが複合フィルムの同じ側から入射し、その全てが書
き込み波長を含む、３つの異なる方向付けされた光線によって、個別に処理されることを
可能にする。
【０１１７】
　角度依存的な及び／又は偏光依存的な複合フィルムの書き込み又は処理は、図７、７Ａ
及び７Ｂとの関連において以下に提供される。しかしながら、最初に、その反射特性が、
任意の好適な方向付けされた光線によって供給される選択的な吸収加熱を使用して、パタ
ーン方式で修正され得る書き込み可能光学フィルムのいくつかの具体的な実施例を記載す
る。記載される様々な種類の書き込み可能な光学フィルムは、その１つが好ましくは隣接
するか又は隣り合う書き込み可能なフィルムの各対の間に提供される好適な遮蔽層と、広
範な種類の組み合わせにおいて組み合わされ、広範な種類の二段階複合光学フィルム構成
を生成し得る。
【０１１８】
　したがって、図５Ａ～５Ｄの理想化されたグラフに注意を戻す。これらのグラフは多層
光学フィルムのパターン化のプロセス、及び二段階のパターン化に関して選択されたマイ
クロ層パケットをパターン化するプロセスを説明するのに役立つ。これらはまた、マイク
ロ層の任意の所与の書き込み可能パケットに関する非処理及び処理ゾーンそれぞれにおけ
る第１及び第２反射特性の異なる可能な組み合わせのいくつかを説明するのに役立つ。記
載の目的のために、反射フィルムの非特性は、処理された領域であろうと、処理されてい
ない領域であろうと、以下の３つの種類：ミラー様反射特性、ウィンドウ様反射特性及び
偏光子様反射特性の１つに分類され得る。鏡に似た反射特性は、垂直入射光の全ての偏光
状態にわたって高い反射率（例えば、一部の例において、５０％、６０％、７０％、８０
％、９０％、９５％、又は９９％超）を呈し、窓に似た反射特性は、垂直入射光の全ての
偏光状態にわたって低い反射率（例えば、一部の例において、２０％、１０％、５％、３
％、又は１％未満）を呈し、偏光子に似た反射特性は、ある偏光状態の垂直入射光につい
ては高い反射率（例えば、一部の例において、５０％、６０％、７０％、８０％、９０％
、９５％、又は９９％超）を、異なる偏光状態の垂直入射光については低い反射率（例え
ば、一部の例において、３０％、２０％、１０％、５％、３％、又は１％未満）を呈する
。（それに代わって、反射偏光子に似た特性が、他の偏光状態に対するある偏光状態の反
射率の差の面から表現されてもよい。）多層光学フィルム又は積み重ね体と関連する、本
明細書において記載される反射率値は、特に指定されない限り、外側空気／ポリマー境界
面におけるフレネル反射を含まないとみなされるべきである。
【０１１９】
　これらの異なる特性の境界又は限度（例えば、何が「高い」反射率であり、何が「低い
」反射率であるか）及びこれらの間の区別は、最終用途及び／又はシステム要件に依存し
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得る。例えば、全ての偏光状態に関する中程度の反射率を呈する多層光学フィルム又はそ
のマイクロ層パケットは、いくつかの用途の目的においてミラーとしてみなされ、他の用
途の目的においてウィンドウとみなされ得る。同様に、垂直入射光の異なる偏光状態にお
いて、中程度で異なる水準の反射性を提供する多層光学フィルム又はそのマイクロ層パケ
ットは、正確な反射率値及び所与の最終用途の異なる偏光状態における反射率の差に対す
る感度によって、いくつかの用途において偏光子とみなされ、他の用途においてミラーと
みなされ、更に他の用途においてウィンドウとみなされ得る。特に指定されない限り、ミ
ラー、ウィンドウ、及び偏光子の分類は、垂直入射光に関して特定される。読者は斜角の
特性は、垂直入射における光学フィルムの特性と、いくつかの場合においては同じ又は同
様であり、他の場合においては大幅に異なり得ることを理解する。
【０１２０】
　図５Ａ～Ｄの各グラフにおいて、相対的屈折率値「ｎ」が垂直軸上にプロットされる。
水平軸において、パターン化可能な多層光学フィルムの２層光学反復単位を特徴付ける６
つの屈折率それぞれに位置又は印が提供される：「１ｘ」、「１ｙ」及び「１ｚ」はｘ、
ｙ及びｚ軸に沿った第１層の屈折率を表し、これらは上記においてｎ１ｘ、ｎ１ｙ及びｎ
１ｚと称された。同様に「２ｘ」「２ｙ」及び「２ｚ」はｘ、ｙ、及びｚ軸に沿った第２
層の屈折率を表し、これらは上記においてｎ２ｘ、ｎ２ｙ及びｎ２ｚと称された。図面に
おける菱形の記号（◇）は第１処理段階における材料の屈折率を表す。この第１段階は例
えば、共押出され、急冷されたか又はキャストホイール上にキャストされたが、まだ伸張
されるかないしは別の方法で配向されていないポリマー層に対応し得る。図面における白
い（塗り潰されていない）円形の記号（○）は、第１段階より後の第２段階の処理におけ
る材料の屈折率を表す。第２段階は、フィルム内のマイクロ層の間の境界面から強め合う
又は弱め合う干渉によって光を反射する多層光学フィルムへと、伸張されるかないしは別
の方法で配向されたポリマー層に対応し得る。図面における小さな塗り潰された円形の記
号又は点（●）は、第１及び第２段階より後の第３段階の処理における材料の屈折率値を
表す。本明細書で他に詳細に記載されるように、第３段階は、押し出され、配向された後
に、選択的に熱処理されたポリマー層に対応し得るこのような熱処理は典型的に、処理ゾ
ーンと称される１つ以上の特定の部分又はゾーンに限定される。
【０１２１】
　所与の図における様々な記号の垂直座標を比較することにより、多層光学フィルム、そ
の製造の方法、並びにその処理された部分及び未処理部分の光学特性に関する多くの情報
を、読者は容易に確認することができる。例えば、読者は、一方又は両方の材料層が、選
択的な熱処理の前又は後に複屈折性であるか又はあったか、複屈折性が一軸的であるか又
は二軸的であるか及び複屈折性が大きいか又は小さいかを確認することができる。読者は
また、図５Ａ～Ｄから、各３つの処理段階（キャスト状態、伸張状態及び処理状態）にお
ける、２層間の屈折率の差Δｎｘ、Δｎｙ、Δｎｚそれぞれの相対的な規模を確認するこ
とができる。
【０１２２】
　上記のように、最終的な内部パターン化多層光学フィルムの前駆物品は、ポリマー材料
のキャストウェブであり得る。キャストウェブは、最終的なフィルムと同じ数の層を有す
る場合があり、層は最終的なフィルムにおいて使用されるものと同じポリマー材料から構
成されてもよいが、キャストウェブはより厚く、その層は通常全て等方性である。いくつ
かの場合において、しかしながら図面に表されないが、キャストプロセスそれ自体が１つ
以上の材料にあるレベルの配向及び複屈折性を付与し得る。図５Ａ～Ｄにおける菱形の記
号は、その後の伸張手順の後に、多層光学フィルムの光学反復単位内のマイクロ層になる
キャストウェブ中の２つのポリマー層の屈折率を表す。伸張後、層のうちの少なくともい
くらかが配向されて複屈折性となり、配向された（しかしながら、依然としてパターン化
されていない）多層光学フィルムが形成される。これは図５Ａ～Ｄにおいて、菱形の記号
によって表されるこれらの各元の値から垂直にずれ得る白丸によって例示される。例えば
、図５Ａにおいて、伸張手順は、第２層の屈折率をｘ軸に沿って上げるが、その屈折率を
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ｙ及びｚ軸に沿って下げる。このような屈折率のシフトは、正に複屈折のポリマー層を好
適に一軸的にｘ軸に沿って伸張し、一方でフィルムをｙ軸及びｚ軸に沿って寸法的に弛緩
させることによって得られる場合がある。図５Ｂにおいて、伸張手順は、第１層の屈折率
をｘ軸及びｙ軸に沿って上げるが、その屈折率をｚ軸に沿って下げる。このような屈折率
のシフトは、正に複屈折のポリマー層をｘ軸及びｙ軸に沿って好適に二軸的に伸張するこ
とによって得られる場合がある。図５Ｃにおいて伸張手順は、第１及び第２層の両方の複
屈折率をｘ軸に沿って上げ、これらの各屈折率をｚ軸に沿って下げ、同じ屈折率をｙ軸に
沿って維持する。いくつかの場合においてこの屈折率シフトは、ｘ軸に沿ってｙ軸と比較
してより高度の伸張を使用して、正の複屈折ポリマー層をｘ軸及びｙ軸に沿って非対称に
、二軸的に伸張することによって得られる場合がある。他の場合において、これは、ｘ軸
に沿って一軸的に伸張し、一方でｙ軸においてフィルムを拘束する（拘束した一軸伸張）
ことによっておよそ得られる場合がある。図５Ａ及び図５Ｂにおいて、白丸（図５Ａのｎ
２ｘ、ｎ２ｙ及びｎ２ｚ並びに図５Ｂのｎ１ｘ、ｎ１ｙ及びｎ１ｚ）の少なくとも２つが
異なる屈折率ｎの値を有するため、配向しているが非処理の状態（白丸）の層の一方が複
屈折性であることに留意する。これらの示された実施形態において、他のポリマー層は伸
張後、キャスト状態及び配向しているが非処理の状態に関し、同じ屈折率値（図５Ａにお
けるｎ１ｘ＝ｎ１ｙ＝ｎ１ｚ、図５Ｂにおけるｎ２ｘ＝ｎ２ｙ＝ｎ２ｚ）によって示され
るように、等方性に留まる。
【０１２３】
　第１反射特性を提供するために光学反復単位に構成されたマイクロ層を有する少なくと
も部分的な複屈折性多層光学フィルムを形成した後、フィルムは上記の選択的な加熱に備
えた状態となる。マイクロ層の少なくともいくらかにおいて複屈折性を低減又は排除し、
一方で第１（非処理）ゾーンにおいてその複屈折性を不変に留めるため、加熱は多層光学
フィルムの第１ゾーンに隣接する第２ゾーンにおいて選択的に実行され、マイクロ層パケ
ット内の少なくとも１つの複屈折材料の一部又は全体において選択的に溶解及び脱配向す
るように調整される。選択的加熱はまた、第２ゾーンの層の構造的一体性を維持するため
に実行される。処理された第２ゾーンにおける複屈折材料は、全体的に、即ち、完全に脱
配向され、その後複屈折マイクロ層は等方性状態に戻り（例えば、キャストウェブの）、
一方で光学的に薄いままである。これは図５Ａ及び図５Ｂに見られ、熱処理により第１層
（図５Ｂ）又は第２層（図５Ａ）の屈折率（小さい黒点参照）が、これらのキャストウェ
ブ状態における値に戻る（菱形の記号参照）。菱形の記号が、等方性状態（例えば、キャ
ストウェブ）の層の屈折率を表し、小さい黒点が最終的な内部パターン化フィルムにおけ
る処理又は選択的に加熱したゾーンのマイクロ層の屈折率を表し、白丸が最終的な内部パ
ターン化フィルムの非処理ゾーンにおけるマイクロ層の屈折率を表すことを想起されたい
。
【０１２４】
　処理第２ゾーンの複屈折材料が部分的にのみ、即ち不完全に脱配向している場合、複屈
折マイクロ層は、加熱前の複屈折状態よりも低いが、等方性ではない複屈折状態へと緩和
する。この場合、複屈折材料の処理第２ゾーンにおける屈折率は、図５Ａ～Ｄに図示され
る菱形の記号と白丸との間のいずれかの値を得る。そのような不完全な複屈折弛緩のいく
つかの例は、本明細書に援用する、本願と同一譲受人に譲渡されたＰＣＴ公開ＷＯ　２０
１０／０７５３６３号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）、「Ｉｎｔｅｒｎａｌｌｙ　Ｐａｔｔｅｒｎ
ｅｄ　Ｍｕｌｔｉｌａｙｅｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　Ｗｉｔｈ　Ｍｕｌｔｉｐｌ
ｅ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｔ　Ｌａｙｅｒｓ」に説明されている。
【０１２５】
　図５Ａにおいて、比較的低い屈折率を有する第１ポリマー材料が選択され、より高い屈
折率を有し、正の応力－光学係数を有する第２ポリマー材料が選択される。材料は、好適
な数の層で、交互の層構成で共押出され、菱形の記号によって示される屈折率を有する多
層キャストウェブを形成する。キャストウェブはその後、好適な条件下でｘ軸に沿って一
軸的に伸張されて、第２ポリマー材料中において複屈折性を誘起し、一方で第１ポリマー
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材料は等方性に留まる。屈折率値ｎ２ｘが更に増加してｎ１ｘとの大きな屈折率差Δｎｘ
を形成する。屈折率値ｎ２ｙ及びｎ２ｚは減少して、それぞれｎ１ｙ及びｎ１ｚとの小さ
な屈折率差Δｎｙ及びΔｎｚを形成する。例えば、値Δｎｙ及びΔｎｚはゼロであり得る
。屈折率のこの組は、適切な数の層を有するマイクロ層パケットにおいて実施される際、
遮蔽軸であるｘ軸及び透過軸であるｙ軸を有する反射性偏光子を提供し得る。反射性偏光
子は、マイクロ層の層厚さ分布によって広帯域又は狭帯域であり得る。
【０１２６】
　この反射性偏光子フィルムは、その後上記のように第２ゾーンにおいて内部パターン化
され、一方で反射性偏光フィルムを第１ゾーンにおいて損なわれていない状態に留め得る
。放射エネルギーを第２ゾーンへと選択的に供給して選択的に加熱することにより、複屈
折層がその元の等方性状態に、又は脱配向が不完全な場合には中間的な複屈折状態へと緩
和する。緩和が不完全である場合、第２ゾーンは、ミラー様フィルムとなり（マイクロ層
パケットが適切な数の層を有する場合）、Δｎｘ≒Δｎｙ≒Δｎｚである。最終的なフィ
ルムはしたがって、一体型フィルム内において、１つのゾーンにおける反射性偏光子及び
隣接するゾーンにおけるミラー様フィルムを組み合わせ、１つのゾーンから次のゾーンへ
と連続的に延びるマイクロ層を有する。かかるフィルムはより詳細に、同時係属で本願と
同一譲受人に譲渡されたＰＣＴ公開ＷＯ　２０１０／０７５３４０号（Ｍｅｒｒｉｌｌら
）、「Ｍｕｌｔｉｌａｙｅｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　Ｈａｖｉｎｇ　Ｓｉｄｅ－
ｂｙ－Ｓｉｄｅ　Ｍｉｒｒｏｒ／Ｐｏｌａｒｉｚｅｒ　Ｚｏｎｅｓ」により詳細に記載さ
れている。図５Ａにおいて、選択的熱処理プロセスは、多層反射性偏光子フィルムを、多
層反射性ミラーフィルムに変えることができる（即ち、偏光子→ミラー）。
【０１２７】
　図５Ｂにおいて、実質的に同じ屈折率を有する第１及び第２ポリマー材料が選択され、
第１ポリマー材料は、正の応力－光学係数を有する。材料は、好適な数の層で、交互の層
構成で共押出され、菱形の記号によって示される屈折率を有する多層キャストウェブを形
成する。キャストウェブはその後、好適な条件下でｘ軸及びｙ軸に沿って二軸的に伸張さ
れて、第１ポリマー材料中において複屈折性を誘起し、一方で第２ポリマー材料は等方性
に留まる。屈折率値ｎ１ｘ、ｎ１ｙは増加して、ｎ２ｘ、ｎ２ｙとの実質的な屈折率差Δ
ｎｘ、Δｎｙをそれぞれ形成する。屈折率値ｎ１ｚは減少して、Δｎｘ及びΔｎｙと反対
の極性及び符合を有する、ｎ２ｚとの実質的な屈折率差Δｎｚを形成する。この屈折率の
組は、適切な数の層を有するマイクロ層パケットにおいて実施されるとき、ミラー様フィ
ルムを提供することができる。フィルムによって提供される反射性は、マイクロ層の層厚
さ分布によって広帯域又は狭帯域であり得る。
【０１２８】
　このミラー様フィルムは、その後上記のように第２ゾーンにおいて内部パターン化され
、一方でミラー様フィルムを第１ゾーンにおいて損なわれていない状態に留め得る。放射
エネルギーを第２ゾーンへと選択的に供給して選択的に加熱することにより、複屈折層が
その元の等方性状態に、又は脱配向が不完全な場合には中間的な複屈折状態へと緩和する
。緩和が完全である場合、第２ゾーンはウィンドウ様フィルムとなり、Δｎｘ≒Δｎｙ≒
Δｎｚ≒０である。最終的なフィルムはしたがって、一体型フィルム内において、１つの
ゾーンにおけるミラー様反射体及び隣接するゾーンにおける実質的ウィンドウを組み合わ
せ、１つのゾーンから次のゾーンへと連続的に延びるマイクロ層を有する。この図５Ｂに
関し、選択的な熱処理プロセスは、多層反射性ミラーフィルムを多層ウィンドウフィルム
に変えることができる（ミラー→ウィンドウ）。
【０１２９】
　図５Ａ及び図５Ｂに関し、光学材料の一方が伸張後（及び選択的熱処理後）に等方性の
ままである。これはしかしながら、一般的に妥当する必要はなく、本明細書において開示
される選択的熱処理技術を使用して内部パターン化光学フィルムへと転換され得る多くの
関心のかつ有用な多層光学フィルム設計、並びに拡散反射フィルム設計が、光学反復単位
の構成層のための２つの異なる光学材料を含み、キャストウェブが伸張ないしは別の方法
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で配向された際に、これらの構成材料層の両方（１つのみではなく）が複屈折性となる。
かかる多層光学フィルム及び拡散反射光学フィルムは本明細書で「二重複屈折性」の光学
フィルムと呼ばれる。なぜならば、多層光学フィルムの場合において、そのようなフィル
ムにおける光学繰り返し単位はそれぞれ、少なくとも２つの構成要素であるマイクロ層を
含み、これは延伸後に複屈折性であり、拡散反射フィルムの場合では、そのようなフィル
ムにおける混合層は、２つの別個の相を形成する少なくとも２つの材料を含み、その相の
両方が延伸の後、複屈折性であるためである。
【０１３０】
　二重複屈折性多層光学フィルムが選択的な熱処理に暴露される場合、材料特性及び加熱
条件によって処理ゾーンにおける多くの異なる反応が可能であり、例えば、両方の材料層
が完全に弛緩して等方性になってもよく、又は一方の材料が完全に若しくは部分的に弛緩
する一方で他方の材料層がその複屈折性を維持するか又は両方の材料層が異なる程度で弛
緩してもよい（例えば、一方の材料層が完全に弛緩して等方性になり、一方で他方の材料
が部分的に弛緩してその複屈折性の一部のみを維持する）。いずれにせよ、一方又は両方
の材料層の複屈折性の変化は、フィルムの第１（非処理）ゾーンの反射特性と実質的に異
なる、光学フィルムの第２（処理）ゾーンの反射特性を生じる。二重複屈折性多層光学フ
ィルム、及び内部にパターンを形成するための選択的加熱技法の更なる詳細は、以下の本
願と同一譲受人に譲渡され、本明細書に援用するＰＣＴ公開特許に提供されている：国際
公開第２０１０／０７５３６３号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）、「Ｉｎｔｅｒｎａｌｌｙ　Ｐａ
ｔｔｅｒｎｅｄ　Ｍｕｌｔｉｌａｙｅｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　Ｗｉｔｈ　Ｍｕ
ｌｔｉｐｌｅ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｔ　Ｌａｙｅｒｓ」；及び同第２０１０／０７５
３８３号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）、「Ｍｕｌｔｉｌａｙｅｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ
　Ｈａｖｉｎｇ　Ｓｉｄｅ－ｂｙ－Ｓｉｄｅ　Ｐｏｌａｒｉｚｅｒ／Ｐｏｌａｒｉｚｅｒ
　Ｚｏｎｅｓ」。選択的熱処理による内部パターン化のために好適な二重複屈折性多層光
学フィルムのいくつかの例が、本出願において、図５Ｃ及び５Ｄに図示される。
【０１３１】
　図５Ｃにおいて、同じ又は同様の等方性屈折率を有し、同じ又は同様の応力－光学係数
を有し（図５Ｃにおいて正として図示されるが、負の係数もまた使用され得る）、異なる
溶解又は軟化温度を有する第１及び第２ポリマー材料が選択される。材料は、好適な数の
層で、交互の層構成で共押出され、菱形の記号によって示される屈折率を有する多層キャ
ストウェブを形成する。二軸的に延伸するのではなく、図５Ｃのキャストウェブは好適な
条件下でｘ軸に沿って一軸的に伸張されて、第１及び第２ポリマー材料の両方において複
屈折性を誘起する。伸張により屈折率値ｎ１ｘ及びｎ２ｘが同程度増加し、一方でｎ１ｚ
及びｎ２ｚが同程度減少し、一方でｎ１ｙ及びｎ２ｙは比較的一定に留まる。各材料層は
強力に二軸的に複屈折性であるが、これは３つの主軸方向全てに沿って実質的に整合した
２つの材料層の屈折率を生じる（Δｎｘ≒０、Δｎｙ≒０、及びΔｎｚ≒０）。この屈折
率の組は、適切な数の層を有するマイクロ層パケットにおいて実施されるとき、垂直入射
及び斜めの入射光に関してほとんど又はまったく反射率を有さない多層ウィンドウ様フィ
ルムを提供し得る。
【０１３２】
　この多層ウィンドウフィルムは、その後上記のように第２ゾーンにおいて内部パターン
化され、一方でウィンドウフィルムを第１ゾーンにおいて損なわれていない状態に留め得
る。放射エネルギーを第２ゾーンに選択的に供給することによる選択的な加熱により、複
屈折層の少なくともいくらかが緩和し、より低い複屈折性となる。図５Ｃの場合、加熱は
また、第１材料層の溶解又は軟化点よりも高く、第２材料層の溶解又は軟化点よりも低い
温度に注意深く制御される。このように、選択的加熱により第２ゾーンの第１複屈折層は
、これらの元の等方性状態に、又は脱配向が不完全な場合は中間的な複屈折状態に緩和し
、一方で第２ゾーンにおける第２複屈折性層はこれらの複屈折性を実質的に維持する。第
１材料の緩和が完全である場合第２ゾーンは、一方の面内方向における比較的大きな屈折
率差（Δｎｘ）、他方の面内方向における０又はほぼ０の屈折率差（Δｎｙ）及びΔｎｘ
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と反対の極性又は符合の比較的大きな面外屈折率差（Δｎｚ）によって特徴付けられる。
これらの屈折率関係は、適切な数の層を有するマイクロ層パケットにおいて実施される際
、第２ゾーンにおける反射性偏光子フィルムを提供し得る。この偏光子フィルムは、ｙ方
向と平行な透過軸及びｘ方向と平行な遮蔽軸を有する。遮蔽状態の偏光においてこのフィ
ルムによって提供される反射性は、マイクロ層の層厚さ分布によって広帯域又は狭帯域で
あり得る。いずれにせよ、遮蔽状態の偏光における偏光子フィルムの反射性は（ｓ偏光成
分及びｐ偏光成分の両方に関し）、Δｎｚと反対の極性により、入射角の増加に伴って増
加する。最終的なフィルムはしたがって、一体型フィルム内において、１つのゾーンにお
ける多層ウィンドウフィルム及び隣接するゾーンにおける反射性偏光子フィルムを組み合
わせ、１つのゾーンから次のゾーンへと連続的に延びるマイクロ層を有する。この図５Ｃ
に関し、選択的な熱処理プロセスは、多層ウィンドウフィルムを多層反射性偏光子フィル
ムに変えることができる（ウィンドウ→偏光子）。
【０１３３】
　図５Ｄの実施形態は、米国特許第６，１７９，９４８号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）に記載さ
れる２工程延伸プロセスを使用する。このプロセスにおいて、キャストフィルムの伸張又
は配向は、一組の層（例えば、各光学反復単位の第１材料層）が両方の延伸工程において
実質的に配向し、一方で他方の組の層（例えば、各光学反復単位の第２材料層）が一方の
延伸工程中においてのみ実質的に配向するように、注意深く制御された２工程延伸プロセ
スを使用して実行される。結果は、延伸後に実質的に二軸的に配向された一組の材料層を
有し、かつ延伸後に実質的に一軸的に配置される材料層の別の組を有する多層光学フィル
ムである。この区別は、２つのプロセス延伸工程の温度、歪み速度及び歪み程度などの、
１つ以上の好適に異なるプロセス条件を使用することにより、２つの材料の異なる粘弾特
性及び結晶化特性に作用することによって達成される。したがって、例えば、第１延伸工
程は第１材料を第１方向に沿って実質的に配向させ、一方で第２材料をこの方向に沿って
多くても極僅かにのみ配向させ得る。第１延伸工程の後、１つ以上のプロセス条件が好適
に変更され、それによって第２延伸工程において第１及び第２材料の両方が第２方向に沿
って実質的に配向される。この方法により、第１材料層は本質的に二軸配向特性（例えば
、屈折率は関係式ｎ１ｘ≒ｎ１ｙ≠ｎ１ｚを満たしてもよく、場合により一軸的複屈折材
料と称される）を想定することができ、一方で全く同じ多層フィルム内の第２材料層は、
本質的に一軸配向特性（例えば、屈折率は関係式ｎ２ｘ≠ｎ２ｙ≠ｎ２ｚ≠ｎ２ｘを満た
し、場合により二軸的複屈折材料と称される）を想定することができる。
【０１３４】
　この背景により、図５Ｄは第１及び第２ポリマー材料が、同じ又は同様の等方性屈折率
を有し、延伸後に両方が複屈折性となり、同じ極性の応力－光学係数（図面においてこれ
らは両方とも正として表されているが、かわりにこれらは両方とも負であってもよい）を
有するように選択される実施形態を表す。第１及び第２材料は、上記の２工程延伸プロセ
スが実施され得るように、異なる溶解又は軟化温度を有し、異なる粘弾及び／又は結晶化
特性を有する。材料は、好適な数の層で、交互の層構成で共押出され、菱形の記号によっ
て示される屈折率を有する多層キャストウェブを形成する。キャストウェブはその後、第
１材料がｘ軸及びｙ軸の両方に沿って同等に配向されるように、上記の２工程延伸プロセ
スを使用してｘ軸及びｙ軸に沿って二軸的に伸張され、ここで第２材料はｙ軸に沿って優
先的に配向され、ｘ軸に沿ってより弱い配向である（いくつかの場合においては配向しな
い）。正味の結果は、その第１及び第２マイクロ層が両方とも複屈折性である多層光学フ
ィルムであるが、第１材料層は、実質的な二軸配向特性を有し、第２材料層は非対称な二
軸配向特性又は更に実質的な一軸配向特性を有する。示されるように、材料及びプロセス
条件は、伸張により屈折率値ｎ１ｘ及びｎ１ｙが同程度増加し、一方でｎ１ｚが大きく減
少するように選択される。また伸張により、屈折率値ｎ２ｙはｎ１ｘ及びｎ１ｙの値と同
等かこれ近くの値まで増加し、屈折率ｎ２ｚが減少し、屈折率ｎ２ｘがほぼ同じままであ
る（第２材料がｘ軸配向工程の間低い度合いで配向する場合、ｎ２ｘは図に示されるよう
に僅かに増加し得る）。これは、１つの大きな面内屈折率不整合（Δｎｘ）、１つの著し
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くより小さい面内屈折率不整合（Δｎｙ≒０）及びΔｎｘと反対の極性の中間的な面外屈
折率不整合（Δｎｚ）を有する２つの材料層の屈折率を生じる。第２材料がより二軸的に
配向する場合、処理後のｘ方向の屈折率整合は、等方性屈折率が第２材料よりも高い第１
材料と組み合わせることによって達成され得る。屈折率のこの組は、適切な数の層を有す
るマイクロ層パケットにおいて実施される際、ｘ方向に沿った遮蔽軸及びｙ方向に沿った
透過軸を有する第１反射性偏光フィルムを提供し得る。フィルムによって提供される反射
性は（遮蔽軸と平行に偏光した光に関し）、マイクロ層の層厚さ分布により、広帯域又は
狭帯域であり得る。
【０１３５】
　この第１多層反射性偏光子フィルムは、その後上記のように第２ゾーンにおいて内部パ
ターン化され、一方で偏光子フィルムを第１ゾーンにおいて損なわれていない状態に留め
得る。放射エネルギーを第２ゾーンに選択的に供給することによる選択的な加熱により、
複屈折層の少なくともいくらかが緩和し、より低い複屈折性となる。この場合、加熱は第
１材料層の溶解又は軟化点よりも高く、第２材料層の溶解又は軟化点よりも低い温度に注
意深く制御される。このように、選択的加熱により第２ゾーンの第１複屈折層は、これら
の元の等方性状態に、又は脱配向が不完全な場合は中間的な複屈折状態に緩和し、一方で
第２ゾーンにおける第２複屈折性層はこれらの複屈折性を実質的に維持する。第１材料の
緩和が完全である場合、第２ゾーンは、一方の面内方向における比較的大きな屈折率差（
Δｎｙ）、他方の面内方向における０又はほぼ０の屈折率差（Δｎｘ）及びΔｎｙと反対
の極性又は符合の比較的大きな面外屈折率差（Δｎｚ）によって特徴付けられる。これら
の屈折率の関係は、適切な数の層を有するマイクロ層パケットにおいて実施される際、第
２ゾーンにおける第２反射性偏光子フィルムを提供し得る。特に、この第２偏光子は、ｘ
方向と平行な透過軸及びｙ方向と平行な遮蔽軸を有し、即ち、これは第１反射性偏光子と
比較して垂直に向けられている。遮蔽状態の偏光に関し、この第２偏光子フィルムによっ
て提供される反射は、マイクロ層の層厚さ分布によって、第１反射性偏光子が、垂直な偏
光状態において広帯域又は狭帯域であるのと同じ程度において、広帯域又は狭帯域である
。いずれにせよ、遮蔽状態の偏光における第２偏光子フィルムの反射性は（ｓ偏光成分及
びｐ偏光成分の両方に関し）、第２ゾーンにおけるΔｎｚと反対の極性により、入射角の
増加に伴って増加する。最終的なフィルムはしたがって、一体型フィルム内において、１
つのゾーンにおける第１反射性偏光子フィルム及び隣接するゾーンにおける第２反射性偏
光子フィルムを組み合わせ、第２反射性偏光子フィルムは第１反射性偏光子フィルムと垂
直に配向され、１つのゾーンから次のゾーンへと連続的に延びるマイクロ層を有する。こ
の図５Ｄにおいて、選択的な熱処理プロセスは、第１多層反射性偏光子フィルムを第２多
層反射性偏光子フィルムに変えることができる（偏光子１→偏光子２）。
【０１３６】
　上記のシナリオは、第１ゾーンの反射体の種類、第２ゾーンの反射体の種類、材料特性
及び他の内部パターン化多層光学フィルムを生成するために使用され得る処理パラメータ
ーの、多数の可能な組み合わせのいくつかのみを含み、限定とみなされるべきではない。
正の複屈折性材料だけではなく、負の複屈折性材料及びこれらの組み合わせも使用され得
る。複屈折性及び等方性ポリマーの組み合わせが使用される場合、複屈折性ポリマーは、
等方性ポリマーの屈折率より低い、高い又は同等の事前伸張の等方性屈折率を有し得る。
内部パターン化多層光学フィルムの第１及び第２ゾーンに関する反射体タイプの他の可能
な組み合わせ（様々な組み合わせが二段階の書き込み可能な光学フィルムにおいて、本明
細書に開示のとおり利用することができる）の説明は、本願と同一譲受人に譲渡された以
下のＰＣＴ公開の１つ以上に見出すことができる：ＷＯ　２０１０／０７５３５７号（Ｍ
ｅｒｒｉｌｌら）、「Ｉｎｔｅｒｎａｌｌｙ　Ｐａｔｔｅｒｎｅｄ　Ｍｕｌｔｉｌａｙｅ
ｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　Ｕｓｉｎｇ　Ｓｐａｔｉａｌｌｙ　Ｓｅｌｅｃｔｉｖ
ｅ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ　Ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ」；ＷＯ　２０１０／０７５３４
０号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）、「Ｍｕｌｔｉｌａｙｅｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　Ｈ
ａｖｉｎｇ　Ｓｉｄｅ－ｂｙ－Ｓｉｄｅ　Ｍｉｒｒｏｒ／Ｐｏｌａｒｉｚｅｒ　Ｚｏｎｅ
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ｓ」；ＷＯ　２０１０／０７５３６３号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）、「Ｉｎｔｅｒｎａｌｌｙ
　Ｐａｔｔｅｒｎｅｄ　Ｍｕｌｔｉｌａｙｅｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　Ｗｉｔｈ
　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｔ　Ｌａｙｅｒｓ」；及びＷＯ　２０１０
／０７５３８３号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）、「Ｍｕｌｔｉｌａｙｅｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆ
ｉｌｍｓ　Ｈａｖｉｎｇ　Ｓｉｄｅ－ｂｙ－Ｓｉｄｅ　Ｐｏｌａｒｉｚｅｒ／Ｐｏｌａｒ
ｉｚｅｒ　Ｚｏｎｅｓ」。
【０１３７】
　図６は、多層光学フィルムに関して本明細書において記載された複屈折性緩和技術を使
用して達成され得る様々な変換を要約する概略図である。よって、図は、内部パターン化
多層光学フィルムの第１（未処理）ゾーン及び第２（加熱処理された）ゾーンの様々な組
み合わせを集約し、これはしたがって、１つ以上の書き込み可能な位相差フィルムを含み
ことができる、二段階の書き込み可能な複合フィルムを形成することができる。図中の矢
印は、第１反射特性から、第１反射特性と実質的に異なる第２反射特性への変換を表す。
図６の図は、例示目的で提供され、限定として解釈されるべきではない。
【０１３８】
　矢印６１０ａは、多層ミラーフィルムから多層ウィンドウフィルムへの変換（例えば、
図５Ｂとの関連において記載される）を表す。このような変換は、ミラーフィルムによっ
て特徴付けられる１つ以上の第１（非処理）ゾーン及びウィンドウフィルムによって特徴
付けられる１つ以上の第２（処理）ゾーンを有する内部パターン化多層光学フィルムを提
供するために使用され得る。矢印６１０ｂは、多層ウィンドウフィルムから多層ミラーフ
ィルムへの反対の転換を表す。このような変換は、ウィンドウフィルムによって特徴付け
られる１つ以上の第１（非処理）ゾーン及びミラーフィルムによって特徴付けられる１つ
以上の第２（処理）ゾーンを有する内部パターン化多層光学フィルムを提供するために使
用され得る。
【０１３９】
　矢印６１２ａは、多層ウィンドウフィルムから多層偏光子フィルムへの変換（例えば、
図５Ｃとの関連において記載される）を表す。このような変換は、ウィンドウフィルムに
よって特徴付けられる１つ以上の第１（非処理）ゾーン及び偏光子フィルムによって特徴
付けられる１つ以上の第２（処理）ゾーンを有する内部パターン化多層光学フィルムを提
供するために使用され得る。矢印６１２ｂは、多層偏光子フィルムから多層ウィンドウフ
ィルムへの反対の転換を表す。このような変換は、偏光子フィルムによって特徴付けられ
る１つ以上の第１（非処理）ゾーン及びウィンドウフィルムによって特徴付けられる１つ
以上の第２（処理）ゾーンを有する内部パターン化多層光学フィルムを提供するために使
用され得る。
【０１４０】
　矢印６１４ａは、多層偏光子フィルムから多層ミラーフィルムへの変換（例えば、図５
Ａとの関連において記載される）を表す。このような変換は、偏光子フィルムによって特
徴付けられる１つ以上の第１（非処理）ゾーン及びミラーフィルムによって特徴付けられ
る１つ以上の第２（処理）ゾーンを有する内部パターン化多層光学フィルムを提供するた
めに使用され得る。矢印６１４ｂは、多層ミラーフィルムから多層偏光子フィルムへの反
対の転換を表す。このような変換は、偏光子フィルムによって特徴付けられる１つ以上の
第１（非処理）ゾーン及びウィンドウフィルムによって特徴付けられる１つ以上の第２（
処理）ゾーンを有する内部パターン化多層光学フィルムを提供するために使用され得る。
【０１４１】
　矢印６１６、６１８及び６２０は、１つの種類のミラーから別の種類のミラーへの、１
つの種類のウィンドウから別の種類のウィンドウへの及び１つの種類の偏光子から別の種
類の偏光子への（例えば、図５Ｄ参照）変換を表す。読者はまた、図６の図は例示目的で
提供され、限定する様に解釈されるべきではないことを想起する。
【０１４２】
　図５Ａ～５Ｄ及び図６、並びにそれらの関連する説明は主に、その反射特性が、フィル
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ム内に配置されたマイクロ層（即ち多層光学フィルム）間の境界面から反射される光の強
め合う干渉及び弱め合う干渉により、大部分が決定されるようなフィルムへの特定の用途
を有する光学フィルムに関する。これらの図及び説明に対応するものが、反射フィルムに
関して設けられてもよく、この反射特性は実際は、それらが１つ以上の混合層において別
個の第１及び第２相内に分離される第１及び第２材料によって広い部分で決定されるため
に拡散する。これに関して本願と同一譲受人に譲渡された米国特許出願第６１／３６０，
１２４号（代理人整理番号６６４６９ＵＳ００２）、「Ｄｉｆｆｕｓｅ　Ｒｅｆｌｅｃｔ
ｉｖｅ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　Ｗｉｔｈ　Ｓｐａｔｉａｌｌｙ　Ｓｅｌｅｃｔｉ
ｖｅ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ　Ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ」（２０１０年年６月３０日出
願）が参照される。図５Ａ～５Ｄのそれぞれに関して「第１」材料は、連続相であるとみ
なされてもよく、「第２」材料は分散した位相（又は他の連続相）であるとみなされても
よく、その一方で、代替の実施形態では、「第２」材料は連続相であるとみなされてもよ
く、「第１」材料は分散相（又は他の連続層）であるとみなされてもよい。
【０１４３】
　ＳＴＯＦフィルムの反射又は他の光学特性は主に、ＳＴＯＦフィルムの材料若しくは層
の複屈折における熱誘起の弛緩と共に関連付けられるという事実は、ＳＴＯＦフィルムを
パターン化するのに使用される選択的処理プロセスが主に一方的、即ち不可逆的であり得
るということを意味する。例えば、その初期の第１反射特性が、第２反射特性に偏光され
るように処理された（放射エネルギーの吸収により選択的に加熱処理された）ＳＴＯＦフ
ィルムの所与の領域若しくはゾーンは、したがって、その最初の第１反射特性を再度得る
ために、他の放射ビームを用いて処理することができない。実際に、最初の加熱処理は、
ゾーンにおける複屈折性を実質的に排除する場合、同じ若しくは同様な放射ビームを用い
た更なる放射処理は、ゾーンの反射特性に対して影響をほとんど与えないか、又は全く与
えない。ＳＴＯＦフィルムのパターン化のこの一方通行の、即ち不可逆的な態様は、耐改
ざん性が重要である例えばセキュリティ用途において、又は例えば光学若しくは電界が、
他の構成素子を切り替えるのに使用され、その安定性が望ましいディスプレイ又は光学電
子用途において特に有利である。他の用途において、ＳＴＯＦフィルムパターン化のこの
一方通行の、即ち不可逆的な態様は、他の相において切り替え可能な素子と組み合わされ
てもよい（例えば、第１ゾーンにおいて複屈折性を備え、第２ゾーンにおいて複屈折がほ
とんど、又は全く望まれない、安定したパターン化連続相光学電子デバイスにおいて）。
【０１４４】
　図７において、開示されるパターン化（例えば内部パターン化）フィルムを提供するた
め、複合フィルムの第２ゾーンを選択的に加熱するために使用され得る構成７００が図示
される。簡単に、複合フィルム７１０は、少なくとも１つのパターン化可能の位相差フィ
ルム、及び少なくとも１つの外のパターン化可能な光学フィルム（例えば、他の位相差フ
ィルム及び／又は反射フィルム）を含み、これはフィルムにわたって層状に配置されて延
びるか、又は少なくともその第１ゾーンから第２ゾーンまで延びるという条件である。個
々のパターン化可能フィルムの１つ以上は、複合層の内部であってもよく、それぞれ対応
する光学特性をもたらし、これは複合フィルムの利用可能な任意の所与の位置において組
み合わされて、その位置における第１の複合光学特性をもたらす。高放射光源７２０は、
好適な波長、強度及び光線サイズの向けられた光線７２２を提供し、入射光のいくらかを
吸収により熱に転換することにより、複合フィルムの照明された部分７２４を選択的に加
熱する。好ましくは、フィルムの吸収は、適度な電力の光源で十分な加熱を提供するため
に十分に大きいが、フィルムの初期表面で過度の光が吸収されて表面に損傷を生じ得るほ
ど大きくない。これは以下で更に記載される。いくつかの場合において、斜めに位置付け
られる光源７２０ａ、方向付けられた光線７２２ａ及び照明される部分７２４ａによって
示される斜角θで光源を配置することが望ましい場合がある。複合フィルム７１０が、垂
直入射において反射バンドを有するマイクロ層パケットを含み、その反射バンドが、所望
の量の吸収及びそれに付随する加熱を防止する方式で、有向ビーム７２２を実質的に反射
するものである場合、そのような斜めの照射が望ましいものとなり得る。したがって、入
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射角の増加に伴う反射帯域のより短い波長へのシフトを利用し、方向付けられた光線７２
２ａが（シフトした）反射帯域を避ける斜角θで供給され、所望の吸収及び加熱を可能に
し得る。
【０１４５】
　斜照明はまた、複合フィルムが拡散反射フィルムを含む場所、及び拡散反射が入射角及
び／又は偏光状態と共に変化する場所で望ましい場合がある。１つの入射角及び偏光状態
において、例えば拡散フィルムは有向ビーム７２２／７２２ａを、第２ゾーンにおける混
合層の望ましい吸収量及び付随する加熱を防ぐような方法で散乱させてもよい。異なる入
射角及び／又は偏光状態において、散乱は実質的に低減される場合があり、これによって
所望の量の吸収及び同じゾーンにおける混合層の付随する加熱が、複屈折性の弛緩及び上
記の反射性転換を可能する。したがって、有向ビーム７２２／７２２ａの入射角θ偏光状
態は、混合層の過剰な散乱を避けるために選択されてもよく、例えば、それらは混合層若
しくは光学フィルムの最小散乱と同時に選択される。拡散反射フィルムが反射偏光子であ
る場合、偏光状態は、偏光子の通過状態であってもよい。
【０１４６】
　いくつかの場合において、方向付けられた光線７２２又は７２２ａは、照明された部分
７２４又は７２４ａが所望の最終的な第２ゾーンの形状を有するような様式の形状にする
ことができる。他の場合において、方向付けられた光線は所望の第２ゾーンよりも大きさ
が小さい形状を有してもよい。後者の状況において、処理されるゾーンの所望の形状をな
ぞるために、多層光学フィルムの表面にわたる所望の光線を走査するため、光線指向装置
が使用される場合がある。ビームスプリッター、レンズ配列、ポッケルスセル、音響光学
変調器などの装置及び当業者によって既知の技術及び装置による、方向付けられた光線の
空間的及び時間的調節もまた利用され得る。
【０１４７】
　図７Ａは、複合フィルム７５０の側面図であり、これは、その構成光学フィルムの少な
くとも２つの別個の処理又はパターン化を可能にするように具体的に設計され、即ち、こ
れは、図４Ａと関連して記載されるフィルムと同様の二段階内部パターン化のために設計
されている。フィルム７５０の場合において、書き込み波長の垂直に入射する光、及びそ
の好適な強度、即ちフルーエンス（図７Ａにおいて下付き文字「Ａ」によって示されてい
る）が使用されて、第２光学フィルム７５６（例えば正反射又は拡散反射フィルム）を実
質的に処理する、又はパターン化することなく、第１光学フィルム７５２（例えば位相差
フィルム）を処理する、又はパターン化する。第１フィルム７５２を実質的に処理又はパ
ターン化することなく第２フィルム７５６を処理又はパターン化するために、書き込み波
長の及び好適なフルーエンスの斜めの入射光（図７Ａにおいて下付き文字「Ｂ」によって
示される）が使用される。
【０１４８】
　したがって、図７Ａにおいて、垂直入射放射エネルギーＩＯ，Ａが第１書き込みフィル
ム７５２に衝突する。この放射エネルギーＩＯ，Ａは、所望により、直線的に偏光されて
もよく又はこれは非偏光であってもよい。エネルギーＩ６，Ａのいくらかが第１外側表面
から反射し、第１フィルム７５２に入るより低いエネルギーＩ１，Ａを生じる。書き込み
波長における吸収及び任意によりフィルム７５２からのいくらかの反射が、フィルム７５
２を出る入射光の更により低いエネルギーＩ２，Ａを生じる。遮蔽層７５４は衝突する光
のエネルギーＩ２，Ａを実質的に反射して反射光線Ｉ５，Ａを生じるマイクロ層パケット
であるか又はこれを含んでもよい。上記のようにこのマイクロ層パケットは回転対称又は
非対称であり得、これはマイクロ層パケットが実質的にミラーであるか又は偏光子である
かを決定することに留意する。遮蔽層７５４が実質的に偏光子である場合、これは（いく
つかの場合において）放射エネルギーＩＯ，Ａ（並びにエネルギーＩ１，Ａ及びＩ２，Ａ

）がこのような偏光子の遮蔽軸にそって直線的に偏光されるように調整されることが望ま
しい場合がある。あるいは、例えば、遮蔽層７５４が実質的にミラーである場合、放射エ
ネルギーＩＯ，Ａ（エネルギーＩ１，Ａ及びＩ２，Ａ）は偏光又は非偏光のいずれかであ
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り得、これは、個別の光学フィルムの設計によって選択的加熱作業に影響を有して又は有
さなくてもよい。Ｉ３，Ａ及びＩ４，Ａとして図中に表される、第２フィルム７５６に入
り、出る残存強度はそれぞれ、第２書き込み可能フィルム７５６の処理、例えば、複屈折
性の低減を所望のレベルに制限するために十分に低減される。遮蔽層７５４が、選択され
る初期衝突エネルギーＩＯ，Ａに対して十分強力である場合、これらの残存強度は両方と
も下限ＩＬ，２より低く、第２フィルム７５６における複屈折性の著しい低減は生じない
。
【０１４９】
　斜めの入射光線に関し、放射エネルギーＩＯ，Ｂが第１書き込み可能フィルム７５２に
衝突する。この放射エネルギーＩＯ，Ｂは、上記に従い、直線的に偏光され得るか又はこ
れは非偏光であり得る。エネルギーＩ６，Ｂのいくらかが第１外側表面から反射し、第１
フィルム７５２に入るより低いエネルギーＩ１，Ｂを生じる。ｐ偏光が供給され、ブリュ
ースター角付近で斜めに処理されて、外側表面からの反射損失を制限するように、レーザ
ー偏光を配置することが有利であり得る。入射エネルギー強度Ｉ１，Ｂは、所望のレベル
における第１フィルムの複屈折性を維持するために、第１フィルムの変化が十分に低いレ
ベルに維持されるように、十分に低い。Ｉ１，ＢがＩＬ，１より低いとき、２つの書き込
み可能フィルムの完全に別個の操作が可能である。斜角は、遮蔽層７５４の反射帯域が書
き込み波長を実質的に避けるようにシフトするように選択され、遮蔽層７５４を通じた入
射光線Ｉ２，Ｂの実質的な通過を可能にする一方で多くても非常に弱い反射光線Ｉ５，Ｂ

のみを提供する。したがって、光線Ｉ３，Ｂは、所望のレベルの処理を得るために十分な
強度で第２フィルム７５６に入り、出射光線Ｉ４，Ｂは依然として、第２フィルム７５６
の後部又は遠位部分を処理するために十分な強度である。第２フィルムの複屈折性の完全
な排除のために、Ｉ４，Ｂは少なくとも約ＩＵ，２であるべきである。
【０１５０】
　図７Ｂは、二段階内部パターン化のために適合される別の複合光学フィルム７６０の概
略側面図である。フィルム７６０はいくつかの場合において、フィルム７５０の遮蔽層７
５４が十分に回転非対称である場合、例えばこれが反射性偏光子である場合、フィルム７
５０と同一であり得る。いずれにせよ、図７Ｂのフィルム７６０は、フィルム７５０と同
様に、その構成光学フィルムの少なくとも２つの別個の処理又はパターン化を可能にする
ように具体的に設計され、即ち、これは、図４Ａと関連して記載されるフィルムと同様の
二段階内部パターン化のために設計されている。フィルム７６０は、実質的に回転非対称
な遮蔽層７６４を組み込み、遮蔽層７６４は好ましくは遮蔽軸及び透過軸を有する多層反
射性偏光子である。かかる遮蔽層は、書き込み波長で、好適な強度、即ちフルーエンスの
垂直入射光の第１ビームが、遮蔽層の遮蔽軸に沿って実質的に線状に偏光されるのを可能
にし（この第１ビームは、「遮蔽軸」偏光に関して下付き文字「Ｂ」によって図７Ｂに示
されている）、第２光学フィルム７６６（これは図７Ａにおいて光学フィルム７５６とし
て同じであってもよい）を実質的に処理する、又はパターン化することなく、第１旺角フ
ィルム７６２（これは図７Ａにおいて光学フィルム７５２と同じであってもよい）を処理
する、又はパターン化するのに使用される。回転非対称な遮蔽層はまた、好適なフルーエ
ンスの第２光線を可能にするが、第２光線はまた垂直入射であり、また書き込み波長を含
むが、第１光線と垂直に、かつ好ましくは遮蔽層７６４と平行に偏光され（この第２光線
は図７Ｂにおいて、「透過軸」偏光に関し下付き文字「Ｐ」によって示される）、第１フ
ィルム７６２を実質的に処理又はパターン化することなく第２フィルム７６６を処理又は
パターン化する。
【０１５１】
　図７Ｂを更に参照し、第１フィルム７６２（これはまた、複合フィルムを処理するか又
は書き込むために使用される入射光の視点から「前部」フィルムと称され得る）は下限Ｉ

Ｌ，１及び上限ＩＵ，１を有し、一方で第２フィルム７６６（これは、同様の理由で「後
部」フィルムと称され得る）は下限ＩＬ，２及び上限ＩＵ，２を有する。第１フィルム及
び第２フィルムは同様に、各パケットを横断するエネルギーの一部γ１及びγ２を吸収す
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る。偏光感応性遮蔽層７６４は、遮蔽偏光状態においてそこに衝突する書き込み波長の光
の一部βＢを通し、そこに衝突する書き込み波長の光の一部βＰを通し、ここでβＰは、
βＢよりも大きい。本記載の目的のために、遮蔽層７６４は反射性偏光子であるものと想
定する。好ましくは、遮蔽層の吸収は極僅かであり、その結果反射する書き込み波長の光
の量は、したがって、遮蔽状態及び透過状態においてそれぞれ、１－βB及び１－βPであ
る。
【０１５２】
　図７Ｂに図示される様々な光線は、これらの通路の様々な点における２つの伝搬する書
き込み光線の強度及びフルーエンス状態を表す。図に示されるものの他に、様々な外部及
び内部表面からの追加的な反射がまた一般的に存在するため、図に示される光線は、例示
のみを意図される。ここに記載される関係式は、説明目的のための第１近似であることを
意図される。光線Ｉ１，Ｂは、外側表面からの第１反射の後の、第１初期書き込み波長光
線の残りであり、即ち、Ｉ１，Ｂは（１－Ｒ）Ｉ０，Ｂであり、式中Ｒは外側表面から反
射する一部である。光線Ｉ２，Ｂは、第１フィルム７６２を横断した後のＩ１，Ｂの残り
の吸収されていない部分である。したがって、Ｉ２，Ｂは、積（１－γ１）Ｉ１，Ｂであ
る。遮蔽層７６４から反射された光線Ｉ５，Ｂは、（１－βＢ）Ｉ２，Ｂであり、これは
、フィルム７６０の前面に再び到達した後にＩ６，Ｂまで低減する。したがって、Ｉ６，

Ｂは（１－γ１）（１－βＢ）Ｉ２，Ｂである。遮蔽層における吸収が無いと、第２フィ
ルム７６６に入るＩ３，Ｂは、βＢ　Ｉ２，Ｂである。最後に、第２フィルムの後部にお
ける光線Ｉ４，Ｂは次に（１－γ２）βＢ　Ｉ２，Ｂである。
【０１５３】
　第２書き込み波長ビームＩＯ，Ｐは、勿論、βＰとβＢ都の間の差により、遮蔽層７６
４が、第２ビームを第１ビームよりも透過することを除き、第１ビームＩＯ，Ｂと類似の
方法で複合フィルム７６０を伝播する。（更に、書き込み可能フィルム７６２、７６６も
また回転非対称であり得る程度まで、それらもまた、異なる変更状態を別々に伝播する。
この記載の単純化のために、フィルム７６２、７６６は回転対称であるものと想定する。
）第１フィルム７６２を遮蔽偏光状態において完全に書き込むために（第１光線を使用し
て）任意の点における合計フルーエンスは、前方の移動する光線と後方に反射する光線の
合計、例えば、Ｉ２，Ｂ＋Ｉ５，Ｂ及びＩ１，Ｂ＋Ｉ６，Ｂ又は前部フィルムの中央部分
の同様の量である。したがって、これらの合計は、ＩＵ，１より大きいべきである。その
上、Ｉ３，ＢはＩＬ，２より小さいべきである。透過状態での第２フィルム７６６への書
き込みに関し（第２光線ＩＯ，Ｐを使用して）、十分かつ完全な別個の操作Ｉ２，Ｐ＋Ｉ

５，Ｐ及びＩ１，Ｐ＋Ｉ６，Ｐは、ＩＬ，１より小さいべきであり、一方でＩ４，Ｐは、
ＩＵ，２より大きいべきである。
【０１５４】
　更に、図７Ｂの複合フィルム７６０を参照して、第２、即ち後部フィルムを干渉するこ
となく、第１、即ち前部フィルムを処理するために、それは様々な遮蔽状態の期間の強度
から以下の一次近似まで続く。
【０１５５】
　（ＩＬ，２／ＩＵ，１）＞βＢ／（２－βＢ）
　遮蔽状態が強くなり、βＢが０に近づくとこの拘束は、後部が、前部に衝突する遮蔽状
態と完全に隔離されるために、理論上のものになる。偏光子が非効率になり、βＢが１（
unity）に近づくと、ＩＬ，２はＩＵ，１に近づき別個の処理性を提供する。しかしなが
ら、この制限において、前部フィルムの後部においてフルーエンスがこのときＩＵ，１よ
りも十分大きくなくてはならず、一方で後部フィルムの前部において、ＩＬ，２よりも十
分に小さくなくてはならないため、操作のウィンドウは非常に小さくなる。同様に、それ
は前部フィルムを干渉することなく後部フィルムを処理するために、それは様々な遮蔽状
態の用語の強度から、第１近似まで続く：
　（ＩＵ，２／ＩＬ，１）＜βＰ／（２－βＰ）
　透過状態が完全に透過性となり、βＰが１に近づくと、前部フィルムＩＬ，１書き込み
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下限は単に、後部フィルムの書き込み上限ＩＵ，２を超える必要がある。透過状態が部分
的に反射性になると、前部フィルムの書き込み下限は、１よりも大きい因数（例えば、（
２－βＰ）／βＰ）により後部フィルムの書き込み上限を超えるべきである。最後に、各
パターン化フィルムの書き込み閾値は、このパケットの吸収率と緊密に関連することに留
意するべきである。
【０１５６】
　図４Ａ、７Ａ及び７Ｂはそれぞれ、２つの書き込み光学フィルムを有する多層光学フィ
ルムを表す。しかしながら、上記のように、二段階内部パターン化はまた、３つ以上の個
別の書き込み可能光学フィルムを内部に有する複合フィルムを包含し得る。このような場
合、２つ以上の遮蔽層及び３つ以上の書き込み可能フィルムが使用され得る。追加的な遮
蔽層は、両面照射処理を可能にする種類又は可能な片面照射処理に対して角シフト反射帯
域を利用する種類のものであり得る。フィルム７５０（図７Ａ参照）のものに対する１つ
の代替的な実施形態において、第２遮蔽層（反射性多層パケットを含む）が第２書き込み
可能フィルム７５６の上に配置され、第３書き込み可能フィルムがその後第２遮蔽層の上
に配置される。したがって、第２書き込み可能フィルム７５６がここでは、２つの遮蔽層
の間に狭持される。第２遮蔽層は、第１遮蔽層７５４のものよりも広い反射帯域を有して
もよく、それによって図７Ａに表される斜角での下からの入射光が、第３フィルムが第２
フィルム７５６を処理するために使用される斜角において実質的に修正又は処理されない
ように、第２遮蔽層によって依然として十分に遮蔽される。この別の実施形態の第１の２
つのフィルム７５２、７５６はしたがって、図７Ａに表されるように別個に処理され得、
一方で第３書き込み可能フィルムは、第２フィルムにおいて使用されるものよりも更に高
い斜角で処理され得る。第２フィルムと第１フィルムとの間の関係と同様に、第３書き込
み可能フィルムは次いで、第２フィルムよりも更に高い吸収率を有する場合がある。ある
いは、第１の２つのフィルム７５２、７５６は図７Ａにおいて表されるように処理されて
もよく、一方で第３フィルムは構成体の反対側の側から処理されてもよい（即ち、図７Ａ
の頂部からの入射光線を使用して）。追加的な書き込み可能フィルム及び遮蔽層がまた追
加され得る。例えば、二段階内部パターン化可能複合フィルムが、図７Ａに図示される種
類の２つのフィルムをその間に狭持される、構成フィルムを実質的に隔離する第３遮蔽層
と一緒に積層することによって、４つの個別の書き込み可能光学フィルムを含む場合があ
り、第１フィルムは下からの垂直入射光で処理され、第２フィルムは下からの斜めの入射
光で処理され、第２フィルムは下からの斜めの入射光によって処理され、第３フィルムは
上からの垂直入射光で処理され、第４フィルムは上からの斜めの入射光で処理される。
【０１５７】
　いくつかの実施形態において、二段階パターン化可能複合フィルム内の３つの書き込み
可能フィルムは、フィルムの同じ側から、同じ書き込み波長で別個に書き込むか又は処理
することができる。このような処理に適合する１つのフィルム構成は、一対のパターン化
可能フィルムの間の偏光（回転非対称）遮蔽層及び別のフィルムの対の間の帯域シフト遮
蔽層を利用する。１つのこのようなフィルム構成は、図４Ａのフィルム４３０から始まり
、ここで遮蔽層４１６ｂは反射性偏光子であり、それによって遮蔽層の遮蔽軸に沿って直
線的に偏光される（高フルーエンス）第１垂直入射光線は第１又は前部フィルム４１６ａ
を処理するか又はこれに書き込むことができ、遮蔽層の透過軸に沿って直線的に偏光され
る（低フルーエンス）第２垂直入射光線は第２フィルム４１６ｃを処理するか又はこれに
書き込むことができる。入射角と共にシフトする反射帯域を提供する第２遮蔽層（本明細
書において帯域シフト遮蔽層と称される）がその後この複合フィルムに追加され、第２フ
ィルム４１６ｃの下に定置される。このような第２遮蔽層は、好適に設計されたマイクロ
層のパケットであるか又はこれを含み得る。２つの外の書き込み可能フィルム（４１６ａ
及び４１６ｂ）に加え、第３の書き込み可能フィルムが、次いで第２フィルムの下に配置
される。（３つの書き込み可能フィルムは、所望される場合は、同じ波長の選択的吸収体
を全て、しかし異なる濃度において組み込み、フィルムに関して異なる書き込み閾値をも
たらす。）この新しい複合フィルム構造を用いて、前述の後部書き込み可能フィルム４１
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６ｃはここで２つの遮蔽層によって挟まれる。前部（４１６ａ）及びここで中央（４１６
ｃ）フィルムが、同じ書き込み波長であるが異なる偏光の第１及び第２垂直入射光線を使
用して、先と同じように処理され得る。この実施形態の第２遮蔽層（帯域シフト遮蔽層）
は好ましくは、第３又は後部フィルムが第１及び第２光線によって影響されないように、
垂直入射における両方の偏光状態を十分に遮蔽するように設計される。この第３フィルム
は、フィルム４１６ａ又は４１６ｃのいずれよりも低い書き込み閾値を有するように設計
され、第３の方向付けられた光線（これは好ましくは第１及び第２光線と同じ書き込み波
長を含む）で、第２遮蔽層が第３光線を高度に透過させるように、第２遮蔽層の反射帯域
を書き込み波長から遠ざけるようにシフトさせるために十分な斜角で処理される。（偏光
）遮蔽層４５８の反射帯域がまた斜角において十分にシフトする場合、遮蔽層４５８は任
意の偏光状態において高度に透過性であり得、この場合第３の方向付けられた光線は所望
により、偏光又は非偏光のいずれかであり得る。
【０１５８】
　上の段落で直前に記載されたものに対する代替的な手法において第２遮蔽層及び第３書
き込み可能フィルムはまた、図４Ａの第２書き込み可能フィルム（４１６ｃ）の下に定置
される。第１の２つのフィルム（４１６ａ及び４１６ｃ）は、同じ書き込み波長であるが
異なる偏光の第１及び第２垂直入射光線を使用して処理される。第３フィルムは第１及び
第２光線に対し、複合フィルムの反対側から入射する（即ち、図の頂部からではなく底部
から）第３の方向付けられた光線（これは好ましくは第１及び第２の光線と同じ書き込み
波長を含む）で処理され得る。１つ以上の追加的な書き込み可能フィルム及び遮蔽層の追
加による、更なる実施形態が想到される。例えば、図７ａに図示される種類の２つの複合
フィルムが、反対側からの処理のために、このようなフィルムの間に配置される遮蔽層と
組み合わされ、処理効果を反対側から隔離することができる。開示される二段階パターン
化可能フィルムのより更なる組み合せ及びバリエーションもまた想到され得る。
【０１５９】
　図８Ａ～８Ｃは、パターン化複合フィルムの異なる第２ゾーンの概略平面図を提供し、
表されるゾーンを形成することができるフィルムに対し、方向付けられた光線の可能な経
路がその上に重ねられている。図８Ａにおいて、光線がパターン化可能複合フィルム８１
０で方向付けられ、経路８１６に沿って始点８１６ａから終点８１６ｂまで制御された速
度で走査され、任意の形状のゾーン８１４においてフィルムを選択的に加熱してこれを第
１ゾーン８１２から区別する。図８Ｂ及び図８Ｃは同様である。図８Ｂにおいて、矩形の
形状をなすゾーン８２４においてフィルムを選択的に加熱して、そのゾーン８２４を隣接
する第１のゾーン８２２と区別するために、光ビームがパターン化可能複合フィルム８２
０に向けられており、制御された速度で始点８２６ａから経路８２６に沿って走査されて
いる。図８Ｃにおいて、光線がパターン化可能複合フィルム８３０で方向付けられ、不連
続な経路８３６～８４２などに沿って制御された速度で走査され、フィルムを矩形ゾーン
８３４内で選択的に加熱してこれを隣接する第１ゾーン８３２から区別する。図８Ａ～８
Ｃの各々において、加熱は、第１のゾーンにおける少なくとも一部の内部層若しくは材料
の複屈折性を維持する一方で、第２のゾーンにおけるそれらの層の複屈折性を低減又は排
除するのに十分なものであり、第２のゾーンにおける層若しくはフィルムの構造的完全性
を維持しながらも、第２のゾーンに選択的に圧力を加えることなく達成される。
【０１６０】
　方向付けられた光線はまた、破線、点線ないしは別の方法により断続的な又は不連続な
経路を生成するように調節されてもよい。調節は完全であってもよく、光線強度は１００
％即ち「完全にオン」から０％即ち「完全にオフ」まで変化する。あるいは、調節は部分
的であってもよい。更に、調節は、光線強度の急峻な（例えば、段階的な）変化を含んで
もよく及び／又はこれは光線強度のより漸増的な変化を含んでもよい。
【０１６１】
　図９Ａ及び９Ｂは、パターン化可能フィルムの吸収率が、最適な局部的加熱を提供する
ためにどのように調整され得るか又はされるべきかという問題に対処する。図９Ａ及び図
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９Ｂのグラフは、同じ水平方向の縮尺でプロットされ、これは放射光線がフィルムを伝搬
する際のその深さ又は位置を表す。０％の深さはフィルムの前面に対応し、１００％の深
さがフィルムの後面に対応する。図９Ａは放射光線の相対的強度Ｉ／ＩＯを垂直軸に沿っ
てプロットする。図９Ｂは、フィルム内の各深さにおける局部的吸収係数（放射光線の選
択される波長又は波長帯域）をプロットする。
【０１６２】
　３つの異なるパターン化可能光学フィルムの実施形態に関し、３つの曲線が各図におい
てプロットされる。第１実施形態において、フィルムは、方向付けられた光線の波長にお
いて、その厚さ全体にわたり、実質的に均一で低い吸収率を有する。この実施形態は、図
９Ａの曲線９１０及び図９Ｂの曲線９２０としてプロットされる。第２実施形態において
、フィルムは、その厚さ全体にわたり、実質的に均一かつ高い吸収率を有する。この実施
形態は、図９Ａの曲線９１２及び図９Ｂの曲線９２２としてプロットされる。第３実施形
態において、フィルムはその厚さの領域９１５ａ及び９１５ｃ全体にわたり比較的低い吸
収率を有するが、その厚さの領域９１５ｂにおいて中間的な吸収率を有する。
【０１６３】
　第１実施形態は、多くの場合において低すぎる吸収係数を有する。方向付けられた光線
は、曲線９１０の一定の傾斜によって示されるように、深さの関数として均一に吸収され
、これはいくつかの場合において望ましい場合があるが、１００％の深さにおける曲線９
１０の高い値によって示されるように、極僅かな光が実際に吸収され、これは高い割合の
方向付けられた光が無駄になることを意味する。それでもなお、いくつかの場合において
この第１実施形態は、いくつかのフィルムの処理において依然として非常に有用であり得
る。第２実施形態は、多くの場合において高すぎる吸収係数を有する。実質的に全ての方
向付けられた光線が吸収され、無駄がないが、高吸収率により過剰な量の光がフィルムの
前面で吸収されて、これがフィルムの表面に損傷を生じ得る。吸収率が高すぎると、フィ
ルムの前面又はその付近における層を損傷することなく、関心の内側層若しくは材料に適
切な量の熱を供給することができない。第３実施形態は、例えば、フィルムの選択される
内側層内に吸収剤を組み込むことによって達成され得る不均一な吸収特性を利用する。吸
収率のレベル（局部的な吸収係数によって制御される）は、望ましくは中間的なレベルに
設定され、それによって方向付けられた光線の適切な部分がフィルムの調整された吸収領
域９１５ｂに吸収されるが、吸収率は、反対側の端部と比較して過剰な量の熱が領域９１
５ｂの入射端部に供給されるほど高くはない。多くの場合において、吸収領域９１５ｂの
吸収率は依然として適度に弱く、例えば、この領域における相対的な強度特性９１４は、
例えば９１５ａ及び９１５ｃなどの他の領域よりも単純により急な傾斜を有し、より直線
として見える場合がある。吸収率の適切さは、この吸収率を、所望の効果を達成するため
の入射する方向付けられた光線のパワー及び持続時間に対して調和させることによって決
定されてもよい。
【０１６４】
　第３の実施形態の代表的な実施例において、パターン化可能なフィルムは、それらの間
に１つ以上のパケットのマイクロ層を備える２つの厚い表面薄層の構造体を有してもよく
（２つ以上のマイクロ層パケットが含まれる場合は、保護境界層によって分離される）、
フィルムは２つのポリマー材料Ａ及びＢのみから構成されてもよい。その吸収率を中程度
のレベルまで増加させるために吸収剤がポリマー材料Ａに組み込まれるが、ポリマーＢに
は吸収剤は組み込まれない。両方の材料Ａ及びＢが、マイクロ層パケットの交互の層に提
供されるが、表面薄層及び保護境界層は、存在する場合、ポリマーＢのみから構成される
。このような構成体は、弱い吸収性材料Ｂの使用のために、フィルムの外側表面、即ち表
面薄層において低い吸収率を有するが、また光学的に厚いＰＢＬｓ（存在する場合）にお
いても低い吸収率を有する。この構成体は、交互のマイクロ層（より弱い吸収性材料Ｂの
交互のマイクロ層と）中のより強い吸収性材料Ａの使用により、マイクロ層パケット内の
より高い吸収率を有する。そのような配列は、外表面層にではなく、フィルムの内部層に
、例えば１つ以上の内部マイクロ層パケットに熱を優先的に運ぶために用いられ得る。好
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適に設計されたフィードブロックでは、多層光学フィルムは３つ以上の異なる種類のポリ
マー材料（Ａ、Ｂ、Ｃなど）を含む場合があり、フィルムの選択される内側層、パケット
又は領域に熱を供給するように広範な種類の異なる吸収特性を提供するため、吸収剤が、
１つ、いくつか又は全ての材料に組み込まれ得るということに留意されたい。他の場合で
は、ＰＢＬ又は更に表面薄層（存在する場合）に吸収剤を含むことが有用であり得る。い
ずれの場合においても、充填量又は濃度は同じ又は異なる（マイクロ層内におけるよりも
高い又は低い、のいずれか）場合がある。
【０１６５】
　先行の実施形態のものと同様の吸収特性が、多層光学フィルムにおいて使用される様々
な本来の材料の固有の吸収特性を使用して得ることができる。したがって、所与の複合フ
ィルム構成体は、複合フィルムの様々な層又はフィルムにおいて異なる吸収特性を有する
異なる材料を含んでもよく、これらの様々な層又はフィルムはフィルム形成中に一緒に形
成されていてもよく（例えば、共押出により）又は例えば積層によって後に組み合せられ
る別個の前駆フィルムとして形成されていてもよい。
【０１６６】
　ＳＴＯＦフィルム及び物品はしたがって、多種多様のディスプレイ及び他の幅広い領域
の光電式デバイス、例えばバックライト、標識、照明、チャネル文字、光ガイド、又は光
パイプシステムなどで使用することができる。そのような装置は、偏光又は非偏光を放射
してもよい。そのような装置は、白色光、即ち通常の観察者から通常白と認識される光、
又は白以外の特定の光を放射してもよい。そのような装置は、例えば液晶、有機発光デバ
イス（ＯＬＥＤ）、及び／又は発光ダイオード（ＬＥＤ）のアレイを含んでもよい。かか
るデバイスは、３次元ディスプレイ、例えば立体表示ディスプレイであってもよく、又は
これを含んでもよい。そのようなデバイスは、透過型ディスプレイ、反射型ディスプレイ
、及び／又は半透過型ディスプレイであってもよく、又はこれを含んでもよい。かかるデ
バイスは、エッジライト型及び／又は直下型でディスプレイを含んでもよい。
【０１６７】
　本明細書に開示のこれらのフィルム、方法、及び業務プロセスは、配向の程度を空間的
に制御することが望まれる任意の用途において、概して有用となり得る。関心の領域とし
ては、例えば、ディスプレイ、装飾及びセキュリティ用途が挙げられる。いくつかの用途
は、複数の領域に跨る場合がある。例えば、いくらかの物品は、例えば、しるしの形態の
従来的なパターン化を含むフィルム、基材又は他の層と組み合わせた、本明細書において
開示される内部パターン化フィルムを組み込み得る。得られる物品は、セキュリティ用途
において有用であり得るが、その型はまた装飾的であるとみなすこともできる。このよう
な物品の選択的な熱処理は、内部パターン化フィルムの設計によって、他のフィルムの従
来的なパターンの部分を選択的に阻害するか（反射率を増加させることにより）又は暴露
する（反射率を低減させることにより）、内部パターン化フィルムにおけるゾーンを生成
し得る。
【０１６８】
　更にセキュリティ用途に関し、開示されるフィルムは、ＩＤカード、運転免許証、パス
ポート、アクセス制御パス、金融取引カード（クレジット、デビット、プリペイド又は他
の）、ブランド保護又はＩＤラベルなどを含む様々なセキュリティ構成体において使用さ
れ得る。フィルムは、セキュリティ構成体の他の層又は部分の内側又は外側層として積層
されるかないしは別の方法で接着され得る。フィルムがパッチとして含まれるとき、これ
は、カード、ページ又はラベルの主表面の一部のみを被覆し得る。いくつかの場合におい
て、セキュリティ構成体の基材又は唯一の要素としてフィルムを使用することが可能であ
り得る。フィルムは、ホログラム、印刷画像（凹版、オフセット、バーコードなど）、再
帰反射性機構、ＵＶ又はＩＲ活性化画像などの、セキュリティ構成体の多くの機構の１つ
として含まれ得る。いくつかの場合において、開示されるフィルムはこれらの他のセキュ
リティ機構と組み合わせて層化され得る。フィルムは、例えば、署名、画像、個人用コー
ド番号などの個人化可能な機構をセキュリティ構成体に提供するために使用され得る。個
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人化可能な機構は、個人用文書ホルダー又は特定の製品、例えば、製造者タグ、ロット認
証タグ、不正開封防止コードなどの場合、に関連し得る。個人化可能機構は線及び点のパ
ターンを含む様々な走査パターンで作製され得る。パターンは、フィルム構成によって、
書き込み可能層において同じ又は異なる場合がある。
【０１６９】
　開示されたフィルムは、顕在的な（例えば、通常の観測者に明確に視認可能である）セ
キュリティ機構と潜在的なセキュリティ機構の両方を、セキュリティ構造体に設けること
ができる。例えば、書き込み可能な複合位相差フィルムは、偏光分析器によって可視の潜
在的機構（例えば、分析器の偏光状態によって現れるか又は消える機構）を提供すること
ができる。
【０１７０】
　開示されるパターン化可能フィルムを使用して作製することができる追加の有用な物品
には多種多様な身元確認資料（ＩＤ文書）が挙げられる。用語「ＩＤ文書」は、幅広く定
義され、パスポート、運転免許証、国籍ＩＤカード、社会保証カード、投票物登録及び／
又は身元確認カード、出生証明書、警察ＩＤカード、国境通過カード、安全検査バッジ、
セキュリティカード、ビザ、入国書類及びカード、銃許可証、会員カード、電話カード、
保管された照合値（value）カード、従業員バッジ、デビットカード、クレジットカード
、並びに商品券及びカードを含むがこれらに限定されないことを意図する。ＩＤ文書はま
た「セキュリティ文書」と呼ばれることがある。本開示の物品は、ＩＤ文書であってもよ
く、又はＩＤ文書の一部であってもよい。本開示のパターン化可能フィルムを使用して作
製することができる他の有用な物品には、数値のカラーイメージ及び項目を含む物品であ
って、通過、紙幣、小切手、株券を含む、偽造又は改ざんに対して保護するために、アイ
テムの信ぴょう性が重要である物品、並びに製品タグ、製品梱包、ラベル、チャート、マ
ップ等上の説明のための、装飾のための、又は認識可能なマーク若しくはしるしを作るの
に使用することができる物品が挙げられる。
【０１７１】
　本開示のパターン化可能フィルムを使用することができる、更により有用な物品には、
パスポート、ＩＤバッジ、催し物の入場券、アフィニティーカード、検証又は信憑性のた
めの商品識別フォーマット及び広告販促、ブランド強化画像、警察、消防又は他の緊急用
車両のためのエンブレムなどの図形用途における身分・識別証明提示画像として、キオス
ク、夜間電光表示、及び自動車ダッシュボードディスプレイのような図形用途における情
報提示画像として、並びに業務用名刺、品質表示票、美術品、靴及びボトル製品のような
製品上の合成画像の使用による新規性強化としてなど、多様な用途に使用可能であるもの
が挙げられる。
【０１７２】
　最後に、セキュリティ用途に関してここで記載される機構の多くが装飾用途において同
様に有用であることに留意すべきである。例えば、個人化ロゴがしたがって、消費者物品
内に埋め込まれ得る。
【０１７３】
　本願の教示は以下の本願と同一譲受人に譲渡され、本明細書に援用するいずれかの教示
と組み合わせて使用することができる：ＰＣＴ公開ＷＯ　２０１０／０７５３５７号（Ｍ
ｅｒｒｉｌｌら）、「Ｉｎｔｅｒｎａｌｌｙ　Ｐａｔｔｅｒｎｅｄ　Ｍｕｌｔｉｌａｙｅ
ｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　Ｕｓｉｎｇ　Ｓｐａｔｉａｌｌｙ　Ｓｅｌｅｃｔｉｖ
ｅ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ　Ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ」；同ＷＯ　２０１０／０７５３
４０号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）、「Ｍｕｌｔｉｌａｙｅｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　
Ｈａｖｉｎｇ　Ｓｉｄｅ－ｂｙ－Ｓｉｄｅ　Ｍｉｒｒｏｒ／Ｐｏｌａｒｉｚｅｒ　Ｚｏｎ
ｅｓ」；同ＷＯ　２０１０／０７５３７３号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）、「Ｍｕｌｔｉｌａｙ
ｅｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　Ｓｕｉｔａｂｌｅ　ｆｏｒ　Ｂｉ－Ｌｅｖｅｌ　Ｉ
ｎｔｅｒｎａｌ　Ｐａｔｔｅｒｎｉｎｇ」；同ＷＯ　２０１０／０７５３６３号（Ｍｅｒ
ｒｉｌｌら）、「Ｉｎｔｅｒｎａｌｌｙ　Ｐａｔｔｅｒｎｅｄ　Ｍｕｌｔｉｌａｙｅｒ　
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Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　Ｗｉｔｈ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｔ
　Ｌａｙｅｒｓ」；及び同ＷＯ　２０１０／０７５３８３号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）、「Ｍ
ｕｌｔｉｌａｙｅｒ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍｓ　Ｈａｖｉｎｇ　Ｓｉｄｅ－ｂｙ－Ｓ
ｉｄｅ　Ｐｏｌａｒｉｚｅｒ／Ｐｏｌａｒｉｚｅｒ　Ｚｏｎｅｓ」；並びに２０１０年６
月３０日出願の以下の米国特許出願第６１／３６０，１２４号（代理人整理番号６６４６
９ＵＳ００２）、「Ｄｉｆｆｕｓｅ　Ｒｅｆｌｅｃｔｉｖｅ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｌｍ
ｓ　Ｗｉｔｈ　Ｓｐａｔｉａｌｌｙ　Ｓｅｌｅｃｔｉｖｅ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ
　Ｒｅｄｕｃｔｉｏｎ」；同第６１／３６０，１２９号（代理人整理番号６６４７４ＵＳ
００２）、「Ｍａｓｋ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｓｉｎｇ　Ｆｉｌｍｓ　Ｗｉｔｈ　Ｓ
ｐａｔｉａｌｌｙ　Ｓｅｌｅｃｔｉｖｅ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ　Ｒｅｄｕｃｔｉ
ｏｎ」；同第６１／３６０，０２２号（代理人整理番号６６２６７ＵＳ００２）、「Ｍｕ
ｌｔｉ－Ｌａｙｅｒ　Ａｒｔｉｃｌｅｓ　Ｃａｐａｂｌｅ　ｏｆ　Ｆｏｒｍｉｎｇ　Ｃｏ
ｌｏｒ　Ｉｍａｇｅｓ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｏｆ　Ｆｏｒｍｉｎｇ　Ｃｏｌｏｒ　
Ｉｍａｇｅｓ」；及び同第６１／３６０，０３２号（代理人整理番号６６４９８ＵＳ００
２）、「Ｍｕｌｔｉ－Ｌａｙｅｒ　Ａｒｔｉｃｌｅｓ　Ｃａｐａｂｌｅ　ｏｆ　Ｆｏｒｍ
ｉｎｇ　Ｃｏｌｏｒ　Ｉｍａｇｅｓ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｏｆ　Ｆｏｒｍｉｎｇ　
Ｃｏｌｏｒ　Ｉｍａｇｅｓ」。
【０１７４】
　多くの場合では、材料層又は位相は、材料を構成する分子のために複屈折を呈する。い
くつかの場合では、媒質（有効媒質と呼ばれることもある）は、分子距離と比較して大き
いが、光の波長と比較して小さい寸法を有する微細構造のために複屈折を呈することもあ
る。かかる媒質の例示の例は、異なる光透過型材料の極薄層の積層物である。米国特許第
６，５９０，７０７号（Ｗｅｂｅｒ）を参照のこと。複屈折性材料の有効媒質はしたがっ
て、例えば交互のポリマー材料の極薄の積層体であってもよく、又はこれを含んでもよく
、ここでそれぞれの層の光学厚さは１／４波長未満、好ましくは１／８波長未満の厚さで
ある（例えば、厚さ１５０ｎｍ未満、１００ｎｍ未満、又は５０ｎｍ未満）。そのような
媒質は一般に本開示の実施形態に使用することができる。
【０１７５】
　特記しない限り、本明細書及び「特許請求の範囲」で使用されている量、性質の測定な
どを表現する全ての数は、用語「約」により改変されていると理解されるべきである。し
たがって、反することが示されない限り、本明細書及び添付特許請求の範囲に記載の数値
的パラメーターは、本発明の教示を利用して当業者により得ることが求められる所望の性
質に応じて変化する近似値である。均等論を特許請求の範囲の範疇に適用することを制限
しようとする試みとしてではなく、各数値パラメーターは少なくとも、記録された有効数
字の桁数を考慮して、又通常の四捨五入を適用することによって解釈されるべきである。
本発明の広範な範囲を示す数値範囲及びパラメーターは近似であるにも拘わらず、いかな
る数値も本明細書で述べられる具体的な例で示される程度に、これらは妥当に可能な限り
精確に報告される。しかしながら、いかなる数値も試験及び測定の限界に関連する誤差を
含み得る。
【０１７６】
　本発明の様々な修正及び変更は、本発明の範囲及び趣旨から逸脱せずに当該技術分野の
当業者に明らかとであり、本発明は、ここに記載された例示的な実施形態に限定されない
ことが理解されるべきである。例えば、１つの開示実施形態の特徴は、別に記載のない限
り、他の開示実施形態全てにも適用され得ることを、読者は推定すべきである。また、本
明細書において参照された全ての米国特許、公開特許出願、並びに他の特許及び非特許文
書は、それらが上述の開示に矛盾しない範囲において、参照によって全てが組み込まれる
ことが理解されるべきである。
　本発明はまた、以下の項目１～３３の内容を包含する。
（１）
　複合位相差フィルムであって、
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　第１の光の位相差をもたらす第１フィルムであって、前記第１フィルムは、書き込み波
長を含む光に暴露された際に、前記第１フィルムの構造的一体性を維持したままで、前記
第１の光の位相差を第３の光の位相差に変えるのに十分な量で前記第１フィルムを吸収加
熱するのに好適な第１吸収特性を有する、第１フィルムと、
　第２の光の位相差をもたらす第２フィルムであって、前記第２フィルムは、書き込み波
長を含む光に暴露された際に、前記第２フィルムの構造的一体性を維持したままで、前記
第２の光の位相差を第４の光の位相差に変えるのに十分な量で前記第２フィルムを吸収加
熱するのに好適な第２吸収特性を有する、第２フィルムと、
　前記第１フィルムと前記第２フィルムとの間に配置された第１遮蔽層であって、前記書
き込み波長の光を少なくとも部分的に遮蔽するように適合された第１遮蔽層と、を備える
、複合位相差フィルム。
（２）
　前記第１の光の位相差及び前記第２の光の位相差が実質的に同じである、項目１に記載
のフィルム。
（３）
　前記第１の光の位相差及び前記第２の光の位相差が実質的に異なる、項目１に記載のフ
ィルム。
（４）
　前記第１の光の位相差が１／２波長位相差であり、前記第２の光の位相差が１／４波長
位相差である、項目３に記載のフィルム。
（５）
　前記第３の光の位相差が、前記第１の光の位相差よりも小さく、前記第４の光の位相差
が前記第２の光の位相差よりも小さい、項目１に記載のフィルム。
（６）
　前記第１フィルムが第１進相軸を有し、前記第２フィルムが第２進相軸を有し、前記第
１進相軸及び前記第２進相軸は実質的に平行である、項目１に記載のフィルム。
（７）
　前記第１フィルム及び前記第２フィルムが、前記複合フィルムの内部層である、項目１
に記載のフィルム。
（８）
　第５の光の位相差をもたらす第３フィルムであって、前記第３フィルムは、書き込み波
長を含む光に暴露された際に、前記第３フィルムの構造的一体性を維持したままで、前記
第５の光の位相差を第６の光の位相差に変えるのに十分な量で前記第３フィルムを吸収加
熱するのに好適な第３吸収特性を有する、第３フィルムと、
　前記第３フィルムと、前記第１及び第２フィルムのうちの少なくとも１つとの間に配置
された第２遮蔽層と、を更に備える、項目１に記載のフィルム。
（９）
　前記第１遮蔽層が反射型ＳＴＯＦフィルムを含む、項目１に記載のフィルム。
（１０）
　複合フィルムであって、
　第１の光の位相差をもたらす位相差フィルムと、
　光学フィルムであって、前記位相差フィルムによって伝播された少なくとも一部の光が
、前記光学フィルムに衝突するように前記位相差フィルムに接続され、第１の反射特性を
もたらす、光学フィルムと、を備え、
　前記位相差フィルムは、第１光ビームに暴露された際に、前記光学フィルムの前記第１
反射特性を変えることなく、かつ、前記位相差フィルムの構造的一体性を維持したままで
、前記第１の光の位相差を第２の光の位相差に変えるのに十分な量で、前記位相差フィル
ムを吸収加熱するのに好適な第１吸収特性を有し、
　前記光学フィルムは、第２光ビームに暴露された際に、前記位相差フィルムの前記第１
の光の位相差を変えることなく、前記第１の反射特性を第２の反射特性に変えるのに十分
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な量で前記光学フィルムを吸収加熱するのに好適な第２吸収特性を有する、複合フィルム
。
（１１）
　前記第２吸収特性が、前記第２光ビームに暴露された際に、前記光学フィルムの構造的
一体性を維持したままで、前記第１の反射特性を前記第２の反射特性に変えるのに十分な
量で前記光学フィルムを吸収加熱するのに好適である、項目１０に記載のフィルム。
（１２）
　前記光学フィルムが、前記第１反射特性をもたらすために、強め合う干渉又は弱め合う
干渉によって光を選択的に反射するように配置された第１群のマイクロ層を含む、項目１
０に記載のフィルム。
（１３）
　前記第１群のマイクロ層が前記複合フィルムの内部にある、項目１２に記載のフィルム
。
（１４）
　前記光学フィルムが混合層を含み、少なくとも第１材料及び第２材料は前記混合層内で
別個の第１相及び第２相に配列されている、項目１０に記載のフィルム。
（１５）
　前記第１相及び前記第２相のうちの少なくとも１つが連続相であり、かつ複屈折性であ
る、項目１４に記載のフィルム。
（１６）
　前記光学フィルム及び前記位相差フィルムが、共押出ポリマーフィルムの構成要素であ
る、項目１０に記載のフィルム。
（１７）
　前記位相差フィルムが、前記共押出ポリマーフィルムの内部層である、項目１６に記載
のフィルム。
（１８）
　パターン化位相差フィルムを作製する方法であって、
　第１の光の位相差をもたらす第１フィルムと、第２の光の位相差をもたらす第２フィル
ムと、を含む複合位相差フィルムであって、前記第２フィルムは、前記第１フィルムによ
って伝播された少なくとも一部の光が、前記第２フィルムに衝突するように配置される、
複合位相差フィルムを設けることと、
　前記複合位相差フィルムにおいて第１光ビームを方向付けて、前記第２の光の位相差を
実質的に変えることなく、前記第１の光の位相差を第３の光の位相差に変えることと、
　前記複合位相差フィルムにおいて第２光ビームを方向付けて、前記第１の光の位相差を
実質的に変えることなく、前記第２の光の位相差を第４の光の位相差に変えることと、を
含む、方法。
（１９）
　前記複合位相差フィルムにおいて第１光ビームを方向付けることが、第１ゾーンにおい
て前記第１フィルムを選択的に加熱して、前記第１ゾーンにおいて前記第１の光の位相差
を前記第３の光の位相差に変え、前記複合位相差フィルムにおいて第２光ビームを方向付
けることが、前記第１ゾーンとは異なる第２ゾーンにおいて前記第２フィルムを選択的に
加熱し、前記第２ゾーンにおいて前記第２の光の位相差を前記第４の光の位相差に変える
、項目１８に記載の方法。
（２０）
　前記フィルムが、異なる第１、第２、及び第３フィルムの位相差を前記第１ゾーン及び
前記第２ゾーンの異なる部分で呈するように、前記第１ゾーン及び前記第２ゾーンが部分
的に重なり合う、項目１９に記載の方法。
（２１）
　前記第１光ビームが書き込み波長を含み、前記第２光ビームも前記書き込み波長を含み
、前記複合位相差フィルムが、前記書き込み波長の光を少なくとも部分的に遮蔽する遮蔽
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（２２）
　前記遮蔽層がＳＴＯＦフィルムを含む、項目２１に記載の方法。
（２３）
　前記第１の光の位相差及び前記第２の光の位相差が実質的に同じである、項目１８に記
載の方法。
（２４）
　前記第１の光の位相差及び前記第２の光の位相差が実質的に異なる、項目１８に記載の
方法。
（２５）
　前記第１の光の位相差が１／２波長位相差であり、前記第２の光の位相差が１／４波長
位相差である、項目１８に記載の方法。
（２６）
　前記第３の光の位相差が前記第１の光の位相差よりも小さく、前記第４の光の位相差が
前記第２の光の位相差よりも小さい、項目１８に記載の方法。
（２７）
　前記第３の光の位相差及び前記第４の光の位相差のうちの少なくとも１つが、実質的に
ゼロ位相差である、項目１８に記載の方法。
（２８）
　パターン化フィルムを作製する方法であって、
　光学フィルム及び位相差フィルムを含む複合フィルムを設けることであって、前記光学
フィルム及び位相差フィルムは、前記位相差フィルムによって伝播された少なくとも一部
の光が、前記光学フィルムに衝突するように配置され、前記光学フィルムは第１の反射特
性をもたらし、前記位相差フィルムは第１の光の位相差をもたらす、複合フィルムを設け
ることと、
　前記複合フィルムにおいて第１光ビームを方向付けて、第１ゾーンにおいて前記第１の
光の位相差を実質的に変えることなく、前記第１ゾーンにおいて前記第１の反射特性を異
なる第２の反射特性に変えることと、
　前記フィルムにおいて第２光ビームを方向付けて、第２ゾーンにおいて前記第１の反射
特性を実質的に変えることなく、前記第２ゾーンにおいて前記第１の光の位相差を異なる
第２の位相差に変えることと、を含む、方法。
（２９）
　前記複合フィルムを設けることが、第１及び第２ポリマー材料を共押出することを含む
、項目２８に記載の方法。
（３０）
　前記光学フィルムが、前記第１反射特性をもたらすように、強め合う干渉又は弱め合う
干渉によって光を選択的に反射するように配置された第１群のマイクロ層を含む、項目２
８に記載の方法。
（３１）
　前記位相差フィルムが、前記複合フィルムの内部層である、請求２８に記載の方法。
（３２）
　前記光学フィルムが、別個の第１相及び第２相に配列された少なくとも第１材料及び第
２材料を内部に有する混合層を含み、前記第１の反射特性は、第１の拡散反射特性である
、項目２８に記載の方法。
（３３）
　前記複合位相差フィルムにおいて第３光線を方向付けて、前記複合層の位相に対する前
記遮蔽層の寄与を実質的に除去することを更に含む、項目２２に記載の方法。
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